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第３編 土木工事共通編 第１章 総 則  
第３編第３編第３編第３編    土木工事共通編土木工事共通編土木工事共通編土木工事共通編        

第１章第１章第１章第１章    総総総総    則則則則        
第１節第１節第１節第１節    総総総総    則則則則     １－１－１１－１－１１－１－１１－１－１    用語の定義用語の定義用語の定義用語の定義            １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項                    土木工事にあっては、第１編の１－１－２用語の定義の規定に加え以下の用語の定義に    従うものとする。   ２．段階確認２．段階確認２．段階確認２．段階確認                    段階確認とは、設計図書設計図書設計図書設計図書に示された施工段階において、監督職員が臨場等により、出来    形、品質、規格、数値等を確認確認確認確認することをいう。   ３．技術検査３．技術検査３．技術検査３．技術検査        技術検査とは、奈良県県土マネジメント部土木工事検査要領及び土木工事技術検査基準 に基づき行うものをいい、請負代金の支払いを伴うものではない。  １－１－２１－１－２１－１－２１－１－２    請負代金内訳書請負代金内訳書請負代金内訳書請負代金内訳書      １．請負代金内訳書１．請負代金内訳書１．請負代金内訳書１．請負代金内訳書        受注者は、契約書第３条に請負代金内訳書（以下「内訳書」という。）を所定の様式に 基づき作成し、監督職員を通じて発注者に提出提出提出提出しなければならない。   ２．再資源化等に要する費用２．再資源化等に要する費用２．再資源化等に要する費用２．再資源化等に要する費用                    受注者は、工事が建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（以下「建設リサイク ル法」という。）である場合は、解体工事に要する費用及び再資源化等に要する費用を内 訳書の項目に付加しなければならない。   ３．内訳書の内容説明３．内訳書の内容説明３．内訳書の内容説明３．内訳書の内容説明        監督職員は、内訳書の内容に関し受注者の同意を得て、説明を受けることができる。    ただし、内容に関する協議協議協議協議等は行わないものとする。 １－１－３１－１－３１－１－３１－１－３    工程表工程表工程表工程表        受注者は、契約書第３条に規定する工程表を作成し、監督職員を経由して発注者に提出提出提出提出    しなければならない。  １－１－４１－１－４１－１－４１－１－４    現場技術員現場技術員現場技術員現場技術員        受注者は、設計図書設計図書設計図書設計図書で建設コンサルタント等に委託した現場技術員の配置が明示された 場合には、以下の各号によらなければならない。     （１）受注者は、現場技術員が監督職員に代わり現場に臨場し、立会立会立会立会等を行う場合には、 その業務に協力しなければならない。また、書類（計画書、報告書、デ－タ、図面図面図面図面    等）の提出提出提出提出に際し、説明を求められた場合はこれに応じなければならない。     （２）現場技術員は、契約書第９条に規定する監督職員ではなく、指示指示指示指示、承諾承諾承諾承諾、協議協議協議協議及 び確認確認確認確認の適否等を行う権限は有しないものである。ただし、監督職員から受注者に 対する指示指示指示指示または、通知通知通知通知等は、現場技術員を通じて行うことがある。 
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第３編 土木工事共通編 第１章 総 則     また、受注者が監督職員に対して行う報告報告報告報告または通通通通知知知知は、現場技術員を通じて行 うことができる。  １－１－５１－１－５１－１－５１－１－５    監督職員による確認及び立会等監督職員による確認及び立会等監督職員による確認及び立会等監督職員による確認及び立会等      １．立会願の提出１．立会願の提出１．立会願の提出１．立会願の提出                    受注者は設計図書設計図書設計図書設計図書に従って監督職員の立会立会立会立会が必要な場合は、あらかじめ立会願を所定の 様式により監督職員に提出提出提出提出しなければならない。   ２．監督職員の立会２．監督職員の立会２．監督職員の立会２．監督職員の立会        監督職員は、必要に応じ、工事現場または製作工場において立会立会立会立会し、または資料の提出提出提出提出    を請求できるものとし、受注者はこれに協力しなければならない。      ３．確認、立会の準備等３．確認、立会の準備等３．確認、立会の準備等３．確認、立会の準備等        受注者は、監督職員による確認確認確認確認及び立会立会立会立会に必要な準備、人員及び資機材等の提供並びに 写真その他資料の整備をしなければならない。     なお、監督職員が製作工場において確認確認確認確認を行なう場合、受注者は監督業務に必要な設備 等の備わった執務室を提供しなければならない。 ４．確認及び立会の時間４．確認及び立会の時間４．確認及び立会の時間４．確認及び立会の時間        監督職員による確認確認確認確認及び立会立会立会立会の時間は、監督職員の勤務時間内とする。ただし、やむを    得ない理由があると監督職員が認めた場合はこの限りではない。   ５．遵守義務５．遵守義務５．遵守義務５．遵守義務        受注者は、契約書第９条第２項第３号、第13条第２項または第14条第１項もしくは同条    第２項の規定に基づき、監督職員の立会立会立会立会を受け、材料の確認確認確認確認を受けた場合にあっても、契    約書第17条及び第31条に規定する義務を免れないものとする。   ６．段階確認６．段階確認６．段階確認６．段階確認                    段階確認は、以下に掲げる各号に基づいて行うものとする。      （１）受注者は、表１－１段階確認一覧表に示す確認確認確認確認時期において、段階確認を受け なければならない。      （２）受注者は、事前に段階確認に係わる報告報告報告報告（種別、細別、施工予定時期等）を監 督職員に提出提出提出提出しなければならない。また、監督職員から段階確認の実施について 通知通知通知通知があった場合には、受注者は、段階確認を受けなければならない。 （３）受注者は、段階確認に臨場するものとし、監督職員の確認確認確認確認を受けた書面書面書面書面を、工 事完成時までに監督職員へ提出提出提出提出しなければならない。      （４）受注者は、監督職員に完成時不可視になる施工箇所の調査ができるよう十分な 機会を提供するものとする。   ７．段階確認の臨場７．段階確認の臨場７．段階確認の臨場７．段階確認の臨場        監督職員は、設計図書設計図書設計図書設計図書に定められた段階確認において臨場を机上とすることができる。    この場合において、受注者は、監督職員に施工管理記録、写真等の資料を提示提示提示提示し確認確認確認確認を受 けなければならない。  
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表１－１ 段階確認一覧表 

 

種  別 細 別 確認時期 

指定仮設工  設置完了時 

河川・海岸・砂防土工（掘削工）  

道路土工（掘削工） 

 

 土（岩）質の変化した時 

道路土工（路床盛土工）  

舗装工（下層路盤） 

 

 プル－フロ－リング実施時 

表層安定処理工 表層混合処理・路床安定処理 処理完了時 

置換 掘削完了時 

サンドマット 処理完了時 

バ－チカルドレ－ン工 サンドドレ－ン  

袋詰式サンドドレ－ン  

ペ－パドレ－ン 

施工時  

施工完了時 

 

締固め改良工 サンドコンパクションパイル 施工時  

施工完了時 

固結工 粉体噴射攪拌  

高圧噴射攪拌  

セメントミルク攪拌  

生石灰パイル 

施工時  

施工完了時 

 

薬液注入 施工時 

アンカー工 ﾓﾙﾀﾙｸﾞﾗｳﾄ品質管理 

載荷試験 

配置誤差 

施工時 

補強土壁工 現場密度 施工時 

矢板工  

（任意仮設を除く） 

鋼矢板  

鋼管矢板 

打込時  

打込完了時 

既製杭工 既製コンクリ－ト杭  

鋼管杭  

Ｈ鋼杭 

 

打込時  

打込完了時（打込杭）  

掘削完了時（中堀杭）  

施工完了時（中堀杭）  

杭頭処理完了時 

場所打杭工 リバ－ス杭  

オ－ルケ－シング杭  

ア－スドリル杭  

大口径杭 

掘削完了時  

鉄筋組立て完了時  

施工完了時  

杭頭処理完了時 

深礎工  土（岩）質の変化した時  

掘削完了時  

鉄筋組立て完了時  

施工完了時  

グラウト注入時 

オ－プンケ－ソン基礎工  

ニュ－マチックケ－ソン基礎工 

 

 鉄杳据え付け完了時  

本体設置前 （オ－プンケ－ソン）  

掘削完了時（ニュ－マチックケ－ソン）

土（岩）質の変化した時  

鉄筋組立て完了時 

鋼管矢板基礎工  打込時  

打込完了時  

杭頭処理完了時 
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   １－１－６１－１－６１－１－６１－１－６    数量の算出数量の算出数量の算出数量の算出      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        受注者は、出来形数量を算出するために出来形測量を実施しなければならない。 ２．出来形数量の提出２．出来形数量の提出２．出来形数量の提出２．出来形数量の提出                    受注者は、出来形測量の結果を基に、土木工事数量算出要領（案）及び設計図書設計図書設計図書設計図書に従 

種  別 細 別 確認時期 置換工（重要構造物）  掘削完了時 築堤・護岸工  法線設置完了時 砂防堰堤  法線設置完了時 護岸工 法覆工（覆土施工がある場合） 覆土前 基礎工・根固工 設置完了時 重要構造物  函渠工（樋門・樋管含む）  躯体工（橋台）  ＲＣ躯体工（橋脚）  橋脚フ－チング工  ＲＣ擁壁  砂防堰堤  堰本体工  排水機場本体工  水門工  共同溝本体工  
 土（岩）質の変化した時  床掘掘削完了時  鉄筋組立て完了時  埋戻し前  

躯体工  ＲＣ躯体工  杳座の位置決定時 床版工  鉄筋組立て完了時 鋼橋  仮組立て完了時 （仮組立てが省略と  なる場合を除く） ポストテンションＴ（Ｉ）桁製作工  プレビ－ム桁製作工  プレキャストブロック桁組立工  ＰＣホロ－スラブ製作工  ＰＣ版桁製作工  ＰＣ箱桁製作工  ＰＣ片持箱桁製作工  ＰＣ押出し箱桁製作工  床版・横組工  
 プレストレスト導入完了時  横締め作業完了時  プレストレスト導入完了時  縦締め作業完了時  ＰＣ鋼線・鉄筋組立完了時  （工場製作除く）  トンネル掘削工  土（岩）質の変化した時 トンネル支保工  支保工完了時  （支保工変化毎） トンネル覆工  コンクリ－ト打設前 コンクリ－ト打設後 トンネルインバ－ト工  鉄筋組立て完了時 鋼板巻立て工 フ－チング定着アンカ－穿孔工 フ－チング定着アンカ－穿孔完了時 鋼板取付け工、固定アンカ－工 鋼板建込み固定アンカ－完了時 現場溶接工 溶接前 溶接完了時 現場塗装工 塗装前 塗装完了時 ダム工 各工事ごと別途定める 
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第３編 土木工事共通編 第１章 総 則   って、出来形数量を算出し、その結果を監督職員からの請求があった場合は速やかに提示提示提示提示    するとともに、工事完成時までに監督職員に提出提出提出提出しなければならない。出来形測量の結果 が、設計図書設計図書設計図書設計図書の寸法に対し、土木工事施工管理基準及び規格値を満たしていれば、出来形 数量は設計数量とする。     なお、設計数量とは、設計図書設計図書設計図書設計図書に示された数量及びそれを基に算出された数量をいう。  １－１－７１－１－７１－１－７１－１－７    品質証明品質証明品質証明品質証明       受注者は、設計図書設計図書設計図書設計図書で品質証明の対象工事と明示された場合には、以下の各号によるも のとする。     （１）品質証明に従事する者（以下「品質証明員」という。）が工事施工途中において 必要と認める時期及び検査 （完成、既済部分、中間技術検査をいう。 以下同じ。） の事前に品質確認を行い、受注者はその結果を所定の様式により、工事完成時まで に監督職員へ提出提出提出提出しなければならない。     （２）品質証明員は当該工事に従事していない社内の者とする。また、原則として品質 証明員は検査に立会立会立会立会わなければならない。     （３）品質証明は、契約図書契約図書契約図書契約図書及び関係図書に基づき、出来形、品質及び写真管理はもと より、工事全般にわたり行うものとする。     （４）品質証明員の資格は10年以上の現場経験を有し、技術士もしくは１級土木施工管 理技士の資格を有するものとする。ただし、監督職員の承諾承諾承諾承諾を得た場合はこの限り でない。    （５）品質証明員を定めた場合、受注者は書面書面書面書面により氏名、資格（資格証書の写しを添 付）、経験及び経歴書を監督職員に提出提出提出提出しなければならない。 なお、品質証明員を変更した場合も同様とする。  １－１－８１－１－８１－１－８１－１－８    工事完成図書の納品工事完成図書の納品工事完成図書の納品工事完成図書の納品      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        受注者は、工事完成図書工事完成図書工事完成図書工事完成図書とし以下の書類を提出提出提出提出しなければならない。 ① 工事打合せ簿（出来形、品質管理資料を含む） ② 施工計画書    ③ 完成図面 ④ 工事写真 ⑤ 工事履行報告書 ⑥ 段階確認書   ２．電子成果品２．電子成果品２．電子成果品２．電子成果品        受注者は、電子納品対象工事について、「工事完成図書等の電子納品要領（案）」に基 づいて作成した電子デ－タを、電子媒体で提出提出提出提出しなければならない。電子納品にあたって は、「電子納品運用ガイドライン（案）」、「ＣＡＤ製図基準に関する運用ガイドライン （案）」等を参考にし、監督職員と協議協議協議協議の上電子化の範囲等を決定しなければならない。   ３．電子成果品のチェック３．電子成果品のチェック３．電子成果品のチェック３．電子成果品のチェック        受注者は、電子納品に際して、「電子納品チェックシステム」によるチェックを行い、 エラ－がないことを確認確認確認確認した後、ウイルス対策を実施した上で電子媒体を提出提出提出提出しなければ ならない。  １－１－９１－１－９１－１－９１－１－９    中間検査中間検査中間検査中間検査      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        受注者は、県土マネジメント部土木工事検査要領に基づく、中間検査を受けなければな 
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第３編 土木工事共通編 第１章 総 則   らない。   ２．中間２．中間２．中間２．中間検査の適用検査の適用検査の適用検査の適用        中間検査は、設計図書設計図書設計図書設計図書において対象工事と定められた工事について実施するものとする。   ３．中間検査の段階３．中間検査の段階３．中間検査の段階３．中間検査の段階        中間検査は、設計図書設計図書設計図書設計図書において定められた段階において行うものとする。   ４．中間検査の時期選定４．中間検査の時期選定４．中間検査の時期選定４．中間検査の時期選定        中間検査の時期選定は、監督職員が行うものとし、発注者は中間検査に先立って受注者 に対して中間検査を実施する旨及び検査日を通知通知通知通知するものとする。   ５．検査内容５．検査内容５．検査内容５．検査内容    検査職員は、監督職員及び受注者の臨場の上、工事目的物を対象として設計図書設計図書設計図書設計図書と対比 し、以下の各号に掲げる検査を行うものとする。     （１）工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえの検査を行 う。     （２）工事管理状況について、書類、記録及び写真等を参考にして検査を行う。   ６．適用規定６．適用規定６．適用規定６．適用規定                    受注者は、当該中間検査については、第３編１－１－５監督職員による確認確認確認確認及び立会立会立会立会等 第３項の規定を準用する。 １－１－１－１－１－１－１－１－10 10 10 10 工事中の安全確保工事中の安全確保工事中の安全確保工事中の安全確保            １．適用規定１．適用規定１．適用規定１．適用規定                    土木工事にあっては、第１編の１－１－26工事中の安全確保の規定に加え以下の規定に よる。   ２．建設工事公衆災害防止対策要綱２．建設工事公衆災害防止対策要綱２．建設工事公衆災害防止対策要綱２．建設工事公衆災害防止対策要綱                    受注者は、建設工事公衆災害防止対策要綱（建設事務次官通達、平成５年１月12 日）を 遵守して災害の防止を図らなければならない。   ３．使用する建設機械３．使用する建設機械３．使用する建設機械３．使用する建設機械                    受注者は、土木工事に使用する建設機械の選定、使用等について、設計図書設計図書設計図書設計図書により建設 機械が指定されている場合には、これに適合した建設機械を使用しなければならない。 ただし、より条件に合った機械がある場合には、監督職員の承諾承諾承諾承諾を得て、それを使用す ることができる。  １－１－１－１－１－１－１－１－11 11 11 11 交通安全管理交通安全管理交通安全管理交通安全管理            １．適用規定１．適用規定１．適用規定１．適用規定                    土木工事にあっては、第１編の１－１－32交通安全管理の規定に加え以下の規定による。   ２．工事用道路の維持管理２．工事用道路の維持管理２．工事用道路の維持管理２．工事用道路の維持管理                    受注者は、設計図書設計図書設計図書設計図書において指定された工事用道路を使用する場合は、設計図書設計図書設計図書設計図書の定め に従い、工事用道路の維持管理及び補修を行うものとする。   ３．施工計画書３．施工計画書３．施工計画書３．施工計画書                    受注者は、指定された工事用道路の使用開始前に当該道路の維持管理、補修及び使用方 等を施工計画書に記載しなければならない。この場合において、受注者は、関係機関に所 要の手続をとるものとし、発注者が特に指示指示指示指示する場合を除き、標識の設置その他の必要な 
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第３編 土木工事共通編 第１章 総 則   措置を行わなければならない。 １－１－１－１－１－１－１－１－12 12 12 12 工事測量工事測量工事測量工事測量      １．適用規定１．適用規定１．適用規定１．適用規定        土木工事にあっては、第１編の１－１－37工事測量の規定に加え以下の規定による。   ２．仮設標識２．仮設標識２．仮設標識２．仮設標識        受注者は、丁張、その他工事施工の基準となる仮設標識を、設置しなければならない。 １－１－１－１－１－１－１－１－13 13 13 13 提出書類提出書類提出書類提出書類      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        受注者は、提出提出提出提出書類を工事請負契約関係の書式集等に基づいて、監督職員に提出提出提出提出しなけれ ばならない。これに定めのないものは、監督職員の指示指示指示指示する様式によらなければならない。   ２．設計図書に定めるもの２．設計図書に定めるもの２．設計図書に定めるもの２．設計図書に定めるもの        契約書第９条第５項に規定する 「設計図書設計図書設計図書設計図書に定めるもの」 とは請負代金額に係わる請 求書、代金代理受領諾申請書、遅延利息請求書、監督職員に関する措置請求に係わる書類 及びその他現場説明の際指定した書類をいう。  １－１－１－１－１－１－１－１－14 14 14 14 創意工夫創意工夫創意工夫創意工夫        受注者は、自ら立案実施した創意工夫や地域社会への貢献として評価できる項目につい て、工事完成時までに、監督職員に提出提出提出提出する事ができる。 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   
第２章第２章第２章第２章    一般施工一般施工一般施工一般施工     

第１節第１節第１節第１節    適適適適    用用用用      １．適用工１．適用工１．適用工１．適用工種種種種                    本章は、各工事において共通的に使用する工種、基礎工、石・ブロック積（張）工、一 般舗装工、地盤改良工、工場製品輸送工、構造物撤去工、仮設工、工場製作工（共通）、 橋梁架設工、法面工（共通）、擁壁工（共通）、浚渫工（共通）、植栽維持工、床版工そ の他これらに類する工種について適用する。   ２．適用規定２．適用規定２．適用規定２．適用規定                    本章に特に定めのない事項については、第２編材料編及び第１編第３章無筋・鉄筋コン クリ－トの規定による。  
第２節第２節第２節第２節    適用すべき諸基準適用すべき諸基準適用すべき諸基準適用すべき諸基準        受注者は、設計図書設計図書設計図書設計図書において特に定めのない事項については、以下の基準類による。こ れにより難い場合は、監督職員の承諾承諾承諾承諾を得なければならない。     なお、基準類と設計図書設計図書設計図書設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書設計図書設計図書設計図書の規定に従うものと し、疑義がある場合は監督職員と協議協議協議協議しなければならない。    日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編Ⅱ鋼橋編）     （平成24年３月）    日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編Ⅳ下部構造編）   （平成24年３月）    日本道路協会 鋼道路橋施工便覧                 （昭和60年２月）    日本道路協会 鋼道路橋塗装・防食便覧              （平成24年12月）    日本道路協会 舗装調査・試験法便覧               （平成19年６月）    日本道路協会 アスファルト舗装工事共通仕様書解説        （平成４年12月）    日本道路協会 転圧コンクリ－ト舗装技術指針（案）        （平成２年11月）    建設省 薬液注入工法による建設工事の施工に関する暫定指針    （昭和49年７月）    建設省 薬液注入工事に係る施工管理等について          （平成２年９月）    日本薬液注入協会 薬液注入工法の設計・施工指針         （平成元年６月）    国土交通省 仮締切堤設置基準（案）           （平成22年６月一部改正） 環境省 水質汚濁に係る環境基準                 （平成23年10月）     日本道路協会 防護柵の設置基準・同解説             （平成20年１月）     日本道路協会 杭基礎施工便覧                  （平成19年１月）     全国特定法面保護協会 のり枠工の設計施工指針          （平成18年11月）     地盤工学会 グラウンドアンカ－設計・施工基準・同解説      （平成24年５月）     日本道路協会 道路土工－軟弱地盤対策工指針           （平成24年８月）     日本道路協会 道路土工要綱                   （平成21年６月）     日本道路協会 道路土工－盛土工指針               （平成22年４月）     日本道路協会 道路土工－切土工・斜面安定工指針         （平成21年６月）     日本道路協会 道路土工－擁壁工指針               （平成24年７月）     日本道路協会 道路土工－カルバ－ト工指針            （平成22年３月）     日本道路協会 道路土工－仮設構造物工指針            （平成25年11月） 日本道路協会 斜面上の深礎基礎設計施工便覧           （平成24年４月）     日本道路協会 舗装再生便覧                   （平成22年11月）     日本道路協会 舗装施工便覧                   （平成24年４月） 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工       日本道路協会 鋼管矢板基礎設計施工便覧               （平成９年12月）     建設省 トンネル工事における可燃性ガス対策について         （昭和53年７月）     建設業労働災害防止協会 ずい道等建設工事における換気技術指針   （換気技術の設計及び粉じん等の測定）        （平成24年３月）     建設省 道路付属物の基礎について                  （昭和50年７月）     日本道路協会 道路標識設置基準・同解説               （昭和62年１月）     日本道路協会 視線誘導標設置基準・同解説              （昭和59年10月）     建設省 土木構造物設計マニュアル（案） ［土工構造物・橋梁編］  （平成11年11月）     建設省 土木構造物設計マニュアル（案） に係わる設計・施工の手引き （案）     ［ボックスカルバ－ト・擁壁編］                  （平成11年11月）    国土交通省 建設副産物適正処理推進要綱               （平成14年５月）     厚生労働省 ずい道等建設工事における粉じん対策に関するガイドライン （平成23年３月）    国土交通省 土木構造物設計マニュアル（案） ［樋門編］     （平成13年12月）     国土交通省 土木構造物設計マニュアル（案）に係わる設計・施工の手引き （案）     （樋門編）                           （平成13年12月）     労働省 騒音障害防止のためのガイドライン             （平成４年10月）     厚生労働省 手すり先行工法等に関するガイドライン         （平成21年４月）  
第３節第３節第３節第３節    共通的工種共通的工種共通的工種共通的工種     ２－３－１２－３－１２－３－１２－３－１    一般事項一般事項一般事項一般事項        本節は、各工事に共通的に使用する工種として作業土工（床堀り、埋戻し）、矢板工、 縁石工、小型標識工、防止柵工、路側防護柵工、区画線工、道路付属物工、コンクリ－ト 面塗装工、プレテンション桁製作工（購入工）、ポストテンション桁製作工、プレキャス トセグメント主桁組立工、ＰＣホロ－スラブ製作工、ＰＣ箱桁製作工、根固めブロック工、 沈床工、捨石工、笠コンクリ－ト工、ハンドホ－ル工、階段工、現場継手工、伸縮装置工、 銘板工、多自然型護岸工、羽口工、プレキャストカルバ－ト工、側溝工、集水桝工、現場 塗装工、かごマット工、袋詰玉石工その他これらに類する工種について定める。  ２－３－２２－３－２２－３－２２－３－２    材材材材    料料料料            １．アスカ－ブの材料１．アスカ－ブの材料１．アスカ－ブの材料１．アスカ－ブの材料        縁石工で使用するアスカ－ブの材料は、第３編２－６－３アスファルト舗装の材料の規 定による。 ２．コンクリ－ト二次製品２．コンクリ－ト二次製品２．コンクリ－ト二次製品２．コンクリ－ト二次製品        縁石工において、縁石材料にコンクリ－ト二次製品を使用する場合は、使用する材料は、 第２編２－７－２セメントコンクリ－ト製品の規定によるものとする。また、長尺物の緑 石についてはJIS A5308（レディ－ミクストコンクリ－ト）に準ずる。 ３．反射シ－ト３．反射シ－ト３．反射シ－ト３．反射シ－ト                    小型標識工に使用する反射シ－トは、JIS Z 9117（再帰性反射材） または、カプセルレ ンズ型反射シ－トを用いるものとする。 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工     ４．路側防護柵工の材料４．路側防護柵工の材料４．路側防護柵工の材料４．路側防護柵工の材料                    塗装仕上げをする場合の路側防護柵工で使用する材料は、以下によるものとする。     （１）溶融亜鉛めっき仕上げの場合は、溶融亜鉛めっき法により、亜鉛めっきを施し、 その上に工場にて仕上げ塗装を行わなければならない。この場合受注者は、めっき 面に燐酸塩処理などの下地処理を行わなければならない。     （２）溶融亜鉛めっき仕上げの場合は、亜鉛の付着量をJIS G 3302（溶融亜鉛めっき鋼 板及び鋼帯）構造用（Ｚ27）の275g/m2（両面付着量）以上とし、防錆を施さなけれ ばならない。ただし、亜鉛めっきが外面のみのパイプを使用する場合、内面を塗装 その他の方法で防蝕を施したものでなければならない。その場合受注者は、耐触性 が前述以上であることを確認確認確認確認しなければならない。 （３）熱硬化性アクリル樹脂塗装仕上げの場合は、熱硬化性アクリル樹脂塗料を用いて、 20μm以上の塗装厚としなければならない。 （４）受注者は、ガ－ドケ－ブルのロ－プの素線に対しては、亜鉛付着量がJIS G 3525 （ワイヤロ－プ）で定めた300g/m2以上の亜鉛めっきを施さなければならない。     （５）受注者は、支柱については、埋込み部分に亜鉛めっき後、黒ワニスを用いて内外 面とも塗装を行わなければならない。     （６）ボルト・ナット （オ－トガ－ドに使用するボルト・ナットを除く）については、 （１）、（２）により亜鉛めっきを施したものを用いるものとするが、ステンレス 製品を用いる場合は、無処理とするものとする。   ５．亜鉛めっき地肌のままの材料５．亜鉛めっき地肌のままの材料５．亜鉛めっき地肌のままの材料５．亜鉛めっき地肌のままの材料        亜鉛めっき地肌のままの場合の路側防護柵工で使用する材料は、以下によるものとする。     （１）受注者は、ケ－ブル以外の材料については、成形加工後、溶融亜鉛めっきを施さ なければならない。     （２）受注者は、亜鉛の付着量をビ－ム、パイプ、ブラケット、パドル、支柱の場合JIS  H 8641（溶融亜鉛めっき） ２種（HDZ55）の550g/m2（片面の付着量）以上とし、そ の他の部材（ケ－ブルは除く）の場合は同じく２種（HDZ35）の350g/m2（片面の付 着量）以上としなければならない。     （３）ガ－ドレ－ル用ビ－ムの板厚が3．2mm未満となる場合については、上記の規定に かかわらず本条４項の規定によるものとする。また、受注者は、歩行者、自転車用 防護柵が、成形加工後溶融亜鉛めっきが可能な形状と判断できる場合は、（２）の その他の部材の場合によらなければならない。 （４）受注者は、ガ－ドケ－ブルのロ－プの素線に対して付着量が300g/m2以上の亜鉛め っきを施さなければならない。   ６．視線誘導標の形状及び性能６．視線誘導標の形状及び性能６．視線誘導標の形状及び性能６．視線誘導標の形状及び性能        受注者は、視線誘導標を使用する場合、設計図書設計図書設計図書設計図書に明示した場合を除き、以下の形状及 び性能を有するものを使用しなければならない。     （１）反射体      ① 受注者は、形状が丸型で直径70mm以上100mm 以下の反射体を用いなければならない。 また、受注者は、反射体裏面を蓋などで密閉し、水、ごみなどの入らない構造とし 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工  なければならない。      ② 受注者は、色が白色または橙色で以下に示す色度範囲にある反射体を用いなければ ならない。        白色 0．31+0．25x≧y≧0．28+0．25x           0．50≧x≧0．41        橙色 0．44≧y≧0．39           y≧0．99－x       ただし、ｘ、ｙはJIS Z 8701（色の表示方法－ＸＹＺ表色系及びＸ10Ｙ10Ｚ10表色 系）の色度座標である。      ③ 受注者は、反射性能がJIS D 5500（自動車用ランプ類）に規定する反射性試験装置 による試験で、表２－１に示す値以上である反射体を用いなければならない。  表２－１表２－１表２－１表２－１    反射体反射体反射体反射体    （単位：ｃｄ／10．76 lx）          ［注］ 上表は、反射有効径70mmの場合の値である。      （２）支 柱      ① 受注者は、反射体を所定の位置に確実に固定できる構造の支柱を用いなければなら ない。      ② 受注者は、白色またはこれに類する色の支柱を用いなければならない。      ③ 使用する支柱の諸元の標準は表２－２に示すものとする。     
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工      表２－２表２－２表２－２表２－２    支柱の諸元支柱の諸元支柱の諸元支柱の諸元    

［注］ （ ） 書きは、材料にポリエチレン樹脂を使用する場合。       ④ 塗装仕上げする鋼管の場合       １）受注者は、溶融亜鉛めっき法により、亜鉛めっきを施し、その上に工場にて仕 上げ塗装を行わなければならない。この場合、受注者は、めっき面に燐酸塩処理 などの下地処理を行わなければならない。       ２）受注者は、亜鉛の付着量をJIS G 3302（溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯）構造用 ＜Ｚ27＞の275g／m2 （両面付着量） 以上としなければならない。          ただし、亜鉛めっきが外面のみのパイプの場合、受注者は、内面を塗装その他 の方法で防蝕を施さなければならない。その場合、耐蝕性は、前述以上とするも のとする。       ３）受注者は、熱硬化性アクリル樹脂塗装以上の塗料を用いて、20μm以上の塗装で 仕上げ塗装しなければならない。      ⑤ 亜鉛めっき地肌のままの場合         受注者は、支柱に使用する鋼管及び取付金具に亜鉛の付着量が JIS H 8641 （溶 融亜鉛めっき） ２種（HDZ35）の350g／m2（片面の付着量）以上の溶融亜鉛めっ きを施さなければならない。受注者は、ボルト、ナットなども溶融亜鉛めっきで 表面処理をしなければならない。  ２－３－３２－３－３２－３－３２－３－３    作業土工（床掘り・埋戻し）作業土工（床掘り・埋戻し）作業土工（床掘り・埋戻し）作業土工（床掘り・埋戻し）      １．埋設物１．埋設物１．埋設物１．埋設物        受注者は、埋設物を発見した場合は、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議しなければなら ない。   ２．床掘りの施工２．床掘りの施工２．床掘りの施工２．床掘りの施工        受注者は、作業土工における床掘りの施工にあたり、地質の硬軟、地形及び現地の状況 を考慮して設計図書設計図書設計図書設計図書に示した工事目的物の深さまで掘り下げなければならない。 ３．異常時の処置３．異常時の処置３．異常時の処置３．異常時の処置        受注者は、床掘りにより崩壊または破損のおそれがある構造物等を発見した場合には、 

設置 場所 設置条件 長さ（mm） 材 質 鋼 アルミニウム  合金 合成樹脂 反射体の設  置高さ（cm） 基礎の種類 外径×厚さ （mm）×（mm） 外径×厚さ  （mm）×（mm） 外径×厚さ  （mm）×（mm） 一般道 90 コンクリ－ト基礎 1,150 34×2．3  以上  45×3  以上  60×4．5  （89）以上  土中埋込基礎 1,450 自動車  専用道  90 コンクリ－ト基礎 1,175 34×1．6  以上  34×2  以上  60×3．5  以上  120 コンクリ－ト基礎 1,525 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工      応急措置を講ずるとともに直ちに設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議しなければならない。   ４．床掘りの仕上げ４．床掘りの仕上げ４．床掘りの仕上げ４．床掘りの仕上げ        受注者は、床掘りの仕上がり面においては、地山を乱さないように、かつ不陸が生じな いように施工しなければならない。   ５．岩盤床掘りの仕上げ５．岩盤床掘りの仕上げ５．岩盤床掘りの仕上げ５．岩盤床掘りの仕上げ        受注者は、岩盤床掘りを発破によって行う場合には設計図書設計図書設計図書設計図書に定める仕上げ面を超えて 発破を行わないように施工しなければならない。万一誤って仕上げ面を超えて発破を行っ た場合は、計画仕上がり面まで修復しなければならない。この場合、修復個所が目的構造 物の機能を損なわず、かつ現況地盤に悪影響を及ぼさない方法で施工しなければならない。   ６．排水処理６．排水処理６．排水処理６．排水処理        受注者は、床掘り箇所の湧水及び滞水などは、ポンプあるいは排水溝を設けるなどして 排除しなければならない。   ７．過掘りの処理７．過掘りの処理７．過掘りの処理７．過掘りの処理        受注者は、施工上やむを得ず、既設構造物等を設計図書設計図書設計図書設計図書に定める断面を超えて床掘りの 必要が生じた場合には、事前に設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議しなければならない。   ８．埋戻し材料８．埋戻し材料８．埋戻し材料８．埋戻し材料        受注者は、監督職員が指示指示指示指示する構造物の埋戻し材料については、この仕様書における関 係各項に定めた土質のものを用いなければならない。   ９．埋戻し箇所の締固め９．埋戻し箇所の締固め９．埋戻し箇所の締固め９．埋戻し箇所の締固め        受注者は、埋戻しにあたり、埋戻し箇所の残材、廃物、木くず等を撤去し、一層の仕上 り厚30㎝以下を基本として十分締固めながら埋戻さなければならない。   10101010．埋戻し箇所の排水．埋戻し箇所の排水．埋戻し箇所の排水．埋戻し箇所の排水        受注者は、埋戻し箇所に湧水及び滞水などがある場合には、施工前に排水しなければな らない。   11111111．狭隘箇所等の埋戻し．狭隘箇所等の埋戻し．狭隘箇所等の埋戻し．狭隘箇所等の埋戻し        受注者は、構造物の隣接箇所や狭い箇所において埋戻しを行う場合は、小型締固め機械 を使用し均一になるように仕上げなければならない。 なお、これにより難い場合は、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議しなければならない。   12121212．埋設物周辺の埋戻し．埋設物周辺の埋戻し．埋設物周辺の埋戻し．埋設物周辺の埋戻し        受注者は、埋戻しを行うにあたり埋設構造物がある場合は、偏土圧が作用しないように、 埋戻さなければならない。 13131313．水密性の確保．水密性の確保．水密性の確保．水密性の確保        受注者は、河川構造物付近のように水密性を確保しなければならない箇所の埋戻しにあ    たり、埋戻し材に含まれる石等が一ケ所に集中しないように施工しなければならない。   14141414．適切な含水比の確保．適切な含水比の確保．適切な含水比の確保．適切な含水比の確保        受注者は、埋戻しの施工にあたり、適切な含水比の状態で行わなければならない。  
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工      ２－３－４２－３－４２－３－４２－３－４    矢板工矢板工矢板工矢板工      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        矢板とは、鋼矢板、軽量鋼矢板、コンクリ－ト矢板、広幅鋼矢板及び可とう鋼矢板の事 をいう。   ２．鋼矢板の継手部２．鋼矢板の継手部２．鋼矢板の継手部２．鋼矢板の継手部        鋼矢板の継手部は、かみ合わせて施工しなければならない。 なお、これにより難い場合は設計設計設計設計図書図書図書図書に関して監督職員と協議協議協議協議するものとする。   ３．打込み工法の選定３．打込み工法の選定３．打込み工法の選定３．打込み工法の選定        受注者は、打込み方法、使用機械等については、設計図書設計図書設計図書設計図書によるものとするが、設計図設計図設計図設計図    書書書書に示されていない場合には、打込み地点の土質条件、立地条件、矢板の種類等に応じた ものを選ばなければならない。   ４．矢板の打込み４．矢板の打込み４．矢板の打込み４．矢板の打込み        受注者は、矢板の打込みにあたり、導材を設置するなどして、ぶれ、よじれ、倒れを防 止し、また隣接矢板が共下りしないように施工しなければならない。   ５．異常時の処置５．異常時の処置５．異常時の処置５．異常時の処置        受注者は、設計図書設計図書設計図書設計図書に示された深度に達する前に矢板が打込み不能となった場合は、原 因を調査するとともに、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議しなければならない。   ６．控索材の取付け６．控索材の取付け６．控索材の取付け６．控索材の取付け        受注者は、控索材の取付けにあたり、各控索材が一様に働くように締付けを行わなけれ ばならない。   ７．ウォ－タ－ジェット工法の打止め７．ウォ－タ－ジェット工法の打止め７．ウォ－タ－ジェット工法の打止め７．ウォ－タ－ジェット工法の打止め        受注者は、ウォ－タ－ジェットを用いて矢板を施工する場合は、最後の打ち止めを併用 機械で貫入させ、落ち着かせなければならない。   ８．矢板引抜き跡の埋戻し８．矢板引抜き跡の埋戻し８．矢板引抜き跡の埋戻し８．矢板引抜き跡の埋戻し        受注者は、矢板の引抜き跡の空洞を砂等で充填するなどして地盤沈下等を生じないよう にしなければならない。空隙による地盤沈下の影響が大きいと判断される場合は、設計図設計図設計図設計図    書書書書に関して監督職員と協議協議協議協議しなければならない。   ９．鋼矢板の９．鋼矢板の９．鋼矢板の９．鋼矢板の運搬運搬運搬運搬保管の保管の保管の保管の注注注注意意意意        受注者は、鋼矢板の運搬、保管にあたり、変形を生じないようにしなければならない。   10101010．．．．腹起腹起腹起腹起し施工の一般事項し施工の一般事項し施工の一般事項し施工の一般事項        受注者は、腹起しの施工にあたり、矢板と十分に密着するようにし、隙間が生じた場合 にはパッキング材を用いて土圧を均等に受けるようにしなければならない。   11111111．．．．腹起腹起腹起腹起材の材の材の材の落下落下落下落下防止処置防止処置防止処置防止処置        受注者は、腹起しの施工にあたり、受け金物、吊りワイヤ等によって支持するものとし、 振動その他により落下することのないようにしなければならない。   12121212．コンクリ－ト矢板の．コンクリ－ト矢板の．コンクリ－ト矢板の．コンクリ－ト矢板の運搬運搬運搬運搬        受注者は、コンクリ－ト矢板の運搬にあたり、矢板を２点以上で支えなければならない。 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工     13131313．コンクリ－ト矢板の保管．コンクリ－ト矢板の保管．コンクリ－ト矢板の保管．コンクリ－ト矢板の保管        受注者は、コンクリ－ト矢板の保管にあたり、矢板を水平に置くものとし、３段以上積 み重ねてはならない。   14141414．．．．落錘落錘落錘落錘による打込みによる打込みによる打込みによる打込み        受注者は、落錘によりコンクリ－ト矢板を打込む場合、落錘の重量は矢板の質量以上、 錘の落下高は２ｍ程度として施工しなければならない。   11115555．鋼矢板防．鋼矢板防．鋼矢板防．鋼矢板防食食食食処置処置処置処置        受注者は、鋼矢板防食を行うにあたり、現地状況に適合した防食を行わなければならな い。   11116666．部材．部材．部材．部材損傷損傷損傷損傷防止防止防止防止        受注者は、鋼矢板防食を行うにあたり、部材の運搬、保管、打込み時などに、部材を傷 付けないようにしなければならない。   11117777．控．控．控．控え版え版え版え版の施工の施工の施工の施工        受注者は、控え版の施工にあたり、外力による転倒、滑動及び沈下によって控索材に曲 げが生じぬように施工しなければならない。   11118888．控．控．控．控え版え版え版え版のののの据え据え据え据え付け付け付け付け調整調整調整調整        受注者は、控え版の据付けにあたり、矢板側の控索材取付け孔と控え版側の取付け孔の 位置が、上下及び左右とも正しくなるように調整しなければならない。  ２－３－５２－３－５２－３－５２－３－５    縁石縁石縁石縁石工工工工      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        縁石工の施工にあたり、縁石ブロック等は、あらかじめ施工した基盤の上に据付けるも のとする。敷モルタルの配合は、１：３ （セメント：砂） とし、この敷モルタルを基礎 上に敷均した後、縁石ブロック等を図面図面図面図面に定められた線形及び高さに合うよう十分注意し て据付けなければならない。   ２．アスカ－ブの適用規定２．アスカ－ブの適用規定２．アスカ－ブの適用規定２．アスカ－ブの適用規定        アスカ－ブの施工については、第３編２－６－７アスファルト舗装工の規定による。   ３．アスカ－ブの施工３．アスカ－ブの施工３．アスカ－ブの施工３．アスカ－ブの施工        アスカ－ブの施工にあたり、アスファルト混合物の舗設は、既設舗層面等が清浄で乾燥 している場合のみ施工するものとする。気温が５℃以下のとき、または雨天時には施工し てはならない。  ２－３－６２－３－６２－３－６２－３－６    小型小型小型小型標識工標識工標識工標識工      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        受注者は、認識上適切な反射特性を持ち、耐久性があり、維持管理が容易な反射材料を 用いなければならない。   ２．反射標識の２．反射標識の２．反射標識の２．反射標識の取取取取扱い扱い扱い扱い        受注者は、全面反射の標識を用いるものとするが、警戒標識及び補助標識の黒色部分は 無反射としなければならない。   ３．標示板３．標示板３．標示板３．標示板基基基基板の表面状板の表面状板の表面状板の表面状態態態態        受注者は、標示板基板表面を機械的に研磨（サウンディング処理）しラッカ－シンナ－ 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   または、表面処理液 （弱アルカリ性処理液） で脱脂洗浄を施した後乾燥を行い、反射シ －トを貼付けるのに最適な表面状態を保たなければならない。 ４．反射シ－ト一般事項４．反射シ－ト一般事項４．反射シ－ト一般事項４．反射シ－ト一般事項        受注者は、反射シ－トの貼付けは、真空式加熱圧着機で行なわなければならない。    やむを得ず他の機械で行う場合は、あらかじめ施工計画書にその理由・機械名等を記載し、 使用にあたっては、その性能を十分に確認確認確認確認しなければならない。手作業による貼付けを行 う場合は、反射シ－トが基板に密着するよう脱脂乾燥を行い、ゴムロ－ラ－などを用い転 圧しなければならない。 なお、気温が10℃以下における屋外での貼付け及び 0．5m2以上の貼付けは行ってはなら ない。   ５．反射シ－トの５．反射シ－トの５．反射シ－トの５．反射シ－トの貼貼貼貼付け付け付け付け方式方式方式方式        受注者は、重ね貼り方式または、スクリ－ン印刷方式により、反射シ－トの貼付けを行 わなければならない。   ６．反射シ－トの仕上げ６．反射シ－トの仕上げ６．反射シ－トの仕上げ６．反射シ－トの仕上げ        受注者は、反射シ－トの貼付けについて、反射シ－トの表面のゆがみ、しわ、ふくれの ないよう均一に仕上げなければならない。   ７．２７．２７．２７．２枚以枚以枚以枚以上の反射シ－ト上の反射シ－ト上の反射シ－ト上の反射シ－ト貼貼貼貼付け付け付け付け        受注者は、２枚以上の反射シ－トを接合して貼付けるか、あるいは、組として使用する 場合は、あらかじめ反射シ－ト相互間の色合わせ（カラ－マッチング）を行い、標示板面 が日中及び夜間に均一、かつそれぞれ必要な輝きを有するようにしなければならない。   ８．２８．２８．２８．２枚以枚以枚以枚以上の反射シ－トの上の反射シ－トの上の反射シ－トの上の反射シ－トの重ね合重ね合重ね合重ね合わせわせわせわせ        受注者は、２枚以上の反射シ－トを接合して使用する場合には、５～10mm程度重ね合わ せなければならない。   ９．標示板の製作９．標示板の製作９．標示板の製作９．標示板の製作        受注者は、スクリ－ン印刷方式で標示板を製作する場合には、印刷した反射シ－ト表面 に、クリア－処理を施さなければならない。ただし、黒色の場合は、クリア－処理の必要 はないものとする。 10101010．．．．素素素素材材材材加加加加工工工工        受注者は、素材加工に際し、縁曲げ加工をする標示板については、基板の端部を円弧に 切断し、グラインダ－などで表面を滑らかにしなければならない。   11111111．工場．工場．工場．工場取付け取付け取付け取付け        受注者は、取付け金具及び板表面の補強金具（補強リブ）すべてを工場において溶接に より取付けるものとし、現場で取付けてはならない。   12121212．．．．錆錆錆錆止めの止めの止めの止めの実実実実施施施施        受注者は、標示板の素材に鋼板を用いる場合には、塗装に先立ち脱錆（酸洗い）などの 下地処理を行った後、燐酸塩被膜法などによる錆止めを施さなければならない。   13131313．支柱．支柱．支柱．支柱素素素素材の材の材の材の錆錆錆錆止め止め止め止め塗装塗装塗装塗装        受注者は、支柱素材についても本条12項と同様の方法で錆止めを施すか、錆止めペイン トによる錆止め塗装を施さなければならない。 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工     14141414．支柱の上．支柱の上．支柱の上．支柱の上塗塗塗塗りりりり塗装塗装塗装塗装        受注者は、支柱の上塗り塗装につや、付着性及び塗膜硬度が良好で長期にわたって変色、 退色しないものを用いなければならない。   11115555．．．．溶融溶融溶融溶融亜鉛亜鉛亜鉛亜鉛メメメメッッッッキキキキのののの基基基基準準準準        受注者は、支柱用鋼管及び取付け鋼板などに溶融亜鉛メッキする場合、その付着量をJIS   H 8641（溶融亜鉛メッキ）２種の（HDZ55）550g/m2（片面の付着量）以上としなければら ない。ただし、厚さ3．2mm未満の鋼材については２種（HDZ35） 350g/m2 （片面の付着量） 以上としなければならない。   11116666．防．防．防．防錆錆錆錆処理処理処理処理        受注者は、防錆処理にあたり、その素材前処理、メッキ及び後処理作業をJIS  H 8641（溶 融亜鉛メッキ）の規定により行わなければならない。 なお、ネジ部はメッキ後ネジさらい、または遠心分離をしなければならない。   11117777．現場仕上げ．現場仕上げ．現場仕上げ．現場仕上げ        受注者は、メッキ後加工した場合、鋼材の表面の水分、油分などの付着物を除去し、入 念な清掃後にジンクリッチ塗装で現場仕上げを行わなければならない。   11118888．ジンクリッチ．ジンクリッチ．ジンクリッチ．ジンクリッチ塗装塗装塗装塗装用用用用塗塗塗塗料料料料        ジンクリッチ塗装用塗料は、亜鉛粉末の無機質塗料として塗装は２回塗りで400～ 500g/m2、または塗装厚は２回塗りで、40～50μmとしなければならない。   11119999．ジンクリッチ．ジンクリッチ．ジンクリッチ．ジンクリッチ塗装塗装塗装塗装のののの塗塗塗塗りりりり重ね重ね重ね重ね        ジンクリッチ塗装の塗り重ねは、塗装１時間以上経過後に先に塗布した塗料が乾燥状態 になっていることを確認確認確認確認して行わなければならない。  ２－３－７２－３－７２－３－７２－３－７    防止柵工防止柵工防止柵工防止柵工      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        受注者は、防止柵を設置する場合、現地の状況により、位置に支障があるときまたは、 位置が明示されていない場合には、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協協協協議議議議しなければならない。    ２．支柱の施工２．支柱の施工２．支柱の施工２．支柱の施工        受注者は、支柱の施工にあたって、地下埋設物に破損や障害を発生させないようにする とともに既設舗装に悪影響をおよぼさないよう施工しなければならない。   ３．亜鉛めっき地肌の３．亜鉛めっき地肌の３．亜鉛めっき地肌の３．亜鉛めっき地肌の基基基基準準準準        塗装を行わずに、亜鉛めっき地肌のままの部材等を使用する場合に受注者は、ケ－ブル 以外は成形加工後、溶融亜鉛めっきをJIS H 8641（溶融亜鉛めっき）２種（HDZ35）の350g/m2 （片面付着量） 以上となるよう施工しなければならない。  ２－３－８２－３－８２－３－８２－３－８    路側防護柵工路側防護柵工路側防護柵工路側防護柵工      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        受注者は、土中埋込み式の支柱を打込み機、オ－ガ－ボ－リングなどを用いて堅固に建 て込まなければならない。この場合受注者は、地下埋設物に破損や障害が発生させないよ うにすると共に既設舗装に悪影響を及ぼさないよう施工しなければならない。   ２．掘２．掘２．掘２．掘削削削削・埋戻し・埋戻し・埋戻し・埋戻し方方方方法法法法        受注者は、支柱の施工にあたって設置穴を掘削して埋戻す方法で土中埋込み式の支柱を 



 121 

第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   建て込む場合、支柱が沈下しないよう穴の底部を締固めておかなければならない。  ３．支柱３．支柱３．支柱３．支柱位位位位置置置置支支支支障障障障等の処置等の処置等の処置等の処置        受注者は、支柱の施工にあたって橋梁、擁壁、函渠などのコンクリ－トの中に防護柵を 設置する場合、設計図書設計図書設計図書設計図書に定められた位置に支障があるときまたは、位置が明示されてい ない場合、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議して定めなければならない。   ４．４．４．４．ガガガガ－－－－ドレドレドレドレ－－－－ルルルルののののビビビビ－－－－ムムムム取付け取付け取付け取付け        受注者は、ガ－ドレ－ルのビ－ムを取付ける場合は、自動車進行方向に対してビ－ム端 の小口が見えないように重ね合わせ、ボルト・ナットで十分締付けなければならない。   ５．５．５．５．ガガガガ－－－－ドケドケドケドケ－ブ－ブ－ブ－ブル端末ル端末ル端末ル端末支柱の土中設置支柱の土中設置支柱の土中設置支柱の土中設置        受注者は、ガ－ドケ－ブルの端末支柱を土中に設置する場合、打設したコンクリ－トが 設計図書設計図書設計図書設計図書で定めた強度以上あることを確認確認確認確認した後、コンクリ－ト基礎にかかる所定の力を 支持できるよう土砂を締固めながら埋戻しをしなければならない。      ６．６．６．６．ガガガガ－－－－ドケドケドケドケ－ブ－ブ－ブ－ブルルルルの支柱取付の支柱取付の支柱取付の支柱取付        受注者は、ガ－ドケ－ブルを支柱に取付ける場合、ケ－ブルにねじれなどを起こさない ようにするとともに所定の張力（Ａは20kN、Ｂ種及びＣ種は9．8kN）を与えなければなら ない。  ２－３－９２－３－９２－３－９２－３－９    区区区区画線工画線工画線工画線工      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        受注者は、溶融式、ペイント式、高視認性、仮区画線の施工について設置路面の水分、 泥、砂じん、ほこりを取り除き、均一に接着するようにしなければならない。   ２．２．２．２．区区区区画線施工画線施工画線施工画線施工前前前前の打の打の打の打合せ合せ合せ合せ        受注者は、溶融式、ペイント式、高視認性、仮区画線の施工に先立ち施工箇所、施工時 間帯、施工種類について監督職員の指示指示指示指示を受けるとともに、所轄警察署とも打ち合わせを 行い、交通渋滞をきたすことのないよう施工しなければならない。 ３．路面３．路面３．路面３．路面へへへへの作図の作図の作図の作図        受注者は、溶融式、ペイント式、高視認性、仮区画線の施工に先立ち路面に作図を行い、 施工箇所、施工延長、施工幅等の適合を確認確認確認確認しなければならない。   ４．４．４．４．区区区区画線施工の画線施工の画線施工の画線施工の接着接着接着接着        受注者は、溶融式、高視認性区画線の施工にあたって、塗料の路面への接着をより強固 にするよう、プライマ－を路面に均等に塗布しなければならない。   ５．５．５．５．区区区区画線施工画線施工画線施工画線施工と気温と気温と気温と気温        受注者は、溶融式、高視認性区画線の施工にあたって、やむを得ず気温５℃以下で施工 しなければならない場合は、路面を予熱し路面温度を上昇させた後施工しなければならな い。   ６．６．６．６．塗塗塗塗料料料料溶解漕溶解漕溶解漕溶解漕のののの温度温度温度温度        受注者は、溶融式、高視認性区画線の施工にあたって、常に180～220℃の温度で塗料を 塗布できるよう溶解漕を常に適温に管理しなければならない。   ７．７．７．７．ガラガラガラガラススススビビビビ－－－－ズズズズのののの散布散布散布散布        受注者は、塗布面へガラスビ－ズを散布する場合、風の影響によってガラスビ－ズに片 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   寄りが生じないよう注意して、反射に明暗がないよう均等に固着させなければならない。   ８．８．８．８．区区区区画線の画線の画線の画線の消去消去消去消去        受注者は、区画線の消去については、表示材（塗料）のみの除去を心掛け、路面への影 響を最小限にとどめなければならない。また受注者は消去により発生する塗料粉じんの飛 散を防止する適正な処理を行わなければならない。  ２－３－２－３－２－３－２－３－10 10 10 10 道路付道路付道路付道路付属属属属物工物工物工物工      １．視線誘導標１．視線誘導標１．視線誘導標１．視線誘導標        受注者は、視線誘導標の施工にあたって、設置場所、建込角度が安全かつ、十分な誘導 効果が得られるように設置しなければならない。   ２．支柱打込み２．支柱打込み２．支柱打込み２．支柱打込み        受注者は、視線誘導標の施工にあたって、支柱を打込む方法によって施工する場合、支 柱の傾きに注意するとともに支柱の頭部に損傷を与えないよう支柱を打込まなければなら ない。また、受注者は、地下埋設物に破損や障害が発生させないように施工しなければな らない。   ３．支柱３．支柱３．支柱３．支柱穴穴穴穴掘り埋戻し掘り埋戻し掘り埋戻し掘り埋戻し方方方方法法法法        受注者は、視線誘導標の施工にあたって、支柱の設置穴を掘り埋戻す方法によって施工 する場合、支柱が沈下しないよう穴の底部を締固めておかなければならない。   ４．支柱のコンクリ－ト４．支柱のコンクリ－ト４．支柱のコンクリ－ト４．支柱のコンクリ－ト構造構造構造構造物中の設置物中の設置物中の設置物中の設置方方方方法法法法        受注者は、視線誘導標の施工にあたって、支柱を橋梁、擁壁、函渠などのコンクリ－ト 中に設置する場合、設計図書設計図書設計図書設計図書に定めた位置に設置しなければならないが、その位置に支障 があるとき、また位置が明示されていない場合は、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議しな ければならない。   ５．５．５．５．距離距離距離距離標の設置標の設置標の設置標の設置        受注者は、距離標を設置する際は、設計図書設計図書設計図書設計図書に定められた位置に設置しなければならな いが、設置位置が明示されていない場合には、左側に設置しなければならない。ただし、 障害物などにより所定の位置に設置できない場合は、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議し なければならない。   ６．道路６．道路６．道路６．道路鋲鋲鋲鋲の設置の設置の設置の設置        受注者は、道路鋲を設置する際は、設計図書設計図書設計図書設計図書に定められた位置に設置しなければならな いが、設置位置が明示されていない場合は、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議しなければ ならない。  ２－３－２－３－２－３－２－３－11 11 11 11 コンクリ－ト面コンクリ－ト面コンクリ－ト面コンクリ－ト面塗装塗装塗装塗装工工工工      １．１．１．１．素素素素地地地地調整調整調整調整        受注者は、塗装に先立ちコンクリ－ト面の素地調整において、以下の項目に従わなけれ ばならない。     （１）受注者は、コンクリ－ト表面に付着したレイタンス、塵あい（埃）、油脂類、塩 分等の有害物や脆弱部等、前処理のプライマ－の密着性に悪影響を及ぼすものは確 実に除去しなければならない。     （２）受注者は、コンクリ－ト表面に小穴、き裂等のある場合、有離石灰を除去し、穴 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   埋めを行い、表面を平滑にしなければならない。 ２．２．２．２．均均均均一な一な一な一な塗装厚塗装厚塗装厚塗装厚        受注者は、塗装にあたり、塗り残し、ながれ、しわ等のないよう全面を均一の厚さに塗 り上げなければならない。   ３．３．３．３．塗装塗装塗装塗装のののの禁禁禁禁止止止止        受注者は、以下の場合、塗装を行ってはならない。     （１）気温が、コンクリ－ト塗装用エポキシ樹脂プライマ－、コンクリ－ト塗装用エポ キシ樹脂塗料中塗及び柔軟形エポキシ樹脂塗料中塗を用いる場合で５℃以下のとき、 コンクリ－ト塗装用ふっ素樹脂塗料上塗及び柔軟形ふっ素樹脂塗料上塗を用いる場 合で０℃以下のとき     （２）湿度が85％以上のとき     （３）風が強いとき及びじんあいが多いとき     （４）塗料の乾燥前に降雪雨のおそれがあるとき     （５）コンクリ－トの乾燥期間が３週間以内のとき     （６）コンクリ－ト表面の含水率は高周波水分計で８％以上のとき     （７）コンクリ－ト面の漏水部     （８）その他監督職員が不適当と認めたとき   ４．４．４．４．塗塗塗塗りりりり重ね重ね重ね重ね        受注者は、塗り重ねにおいては、前回塗装面、塗膜の乾燥及び清掃状態を確認確認確認確認して行わ なければならない。 ２－３－２－３－２－３－２－３－12 12 12 12 プレテプレテプレテプレテンシンシンシンショョョョンンンン桁桁桁桁製作工（製作工（製作工（製作工（購入購入購入購入工）工）工）工）      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        受注者は、プレテンション桁を購入する場合は、JISマ－ク表示認証製品を製造している 工場において製作したものを用いなければならない。   ２．適用規定２．適用規定２．適用規定２．適用規定        受注者は、以下の規定を満足した桁を用いなければならない。     （１）ＰＣ鋼材に付いた油、土、ごみなどのコンクリ－トの付着を害するおそれのある ものを除去し製作されたもの。 （２）プレストレッシング時のコンクリ－ト圧縮強度が30N/mm2以上であることを確認確認確認確認し、 製作されたもの。        なお、圧縮強度の確認確認確認確認は、構造物と同様な養生条件におかれた供試体を用いるも のとする。     （３）コンクリ－トの施工について、以下の規定により製作されたもの。       ①振動数の多い振動機を用いて、十分に締固めて製作されたもの。       ②蒸気養生を行う場合は、コンクリ－トの打込み後２時間以上経過してから加熱を 始めて製作されたもの。また、養生室の温度上昇は１時間あたり15度以下とし、 養生中の温度は65度以下として製作されたものとする。     （４）プレストレスの導入については、固定装置を徐々にゆるめ、各ＰＣ鋼材が一様に ゆるめられるようにして製作されたもの。また、部材の移動を拘束しないように
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   して製作されたものとする。   ３．表示する事項３．表示する事項３．表示する事項３．表示する事項        型枠を取り外したプレテンション方式の桁に速やかに以下の事項を表示しなければなら ない。       ① 工事名または記号       ② コンクリ－ト打設年月日       ③ 通し番号  ２－３－２－３－２－３－２－３－13 13 13 13 ポポポポストストストストテテテテンシンシンシンショョョョンンンン桁桁桁桁製作工製作工製作工製作工      １．コンクリ－トの施工１．コンクリ－トの施工１．コンクリ－トの施工１．コンクリ－トの施工        受注者は、コンクリ－トの施工については、以下の事項に従わなければならない。     （１）受注者は、主桁型枠製作図面図面図面図面を作成し、設計図書設計図書設計図書設計図書との適合を確認確認確認確認しなければなら ない。     （２）受注者は、桁の荷重を直接受けている部分の型枠の取りはずしにあたっては、プ レストレス導入後に行わなければならない。その他の部分は、乾燥収縮に対する拘 束を除去するため、部材に有害な影響を与えないよう早期に取り外さなければなら ない。     （３）受注者は、内部及び外部振動によってシ－スの破損、移動がないように締固めな ければならない。     （４）受注者は、桁端付近のコンクリ－トの施工については、鋼材が密集していること を考慮し、コンクリ－トが鉄筋、シ－スの周囲及び型枠のすみずみまで行き渡るよ うに行わなければならない。 ２．２．２．２．ＰＣケＰＣケＰＣケＰＣケ－ブ－ブ－ブ－ブルルルルの施工の施工の施工の施工        ＰＣケ－ブルの施工については、以下の規定によるものとする。     （１）横組シ－ス及び縦組シ－スは、コンクリ－ト打設時の振動、締固めによって、そ の位置及び方向が移動しないように組立てなければならない。     （２）受注者は、ＰＣ鋼材をシ－スに挿入する前に清掃し、油、土、ごみなどが付着し ないよう、挿入しなければならない。     （３）シ－スの継手部をセメントペ－ストの漏れない構造で、コンクリ－ト打設時も必 要な強度を有し、また、継手箇所が少なくなるようにしなければならない。     （４）ＰＣ鋼材またはシ－スが設計図書設計図書設計図書設計図書で示す位置に確実に配置できるよう支持間隔を 定めなければならない。     （５）ＰＣ鋼材またはシ－スがコンクリ－ト打設時の振動、締固めによって、その位置 及び方向が移動しないように組立てなければならない。     （６）定着具の支圧面をＰＣ鋼材と垂直になるように配慮しなければならない。また、 ねじ部分は緊張完了までの期間、さびや損傷から保護しなければならない。   ３．３．３．３．ＰＣ緊張ＰＣ緊張ＰＣ緊張ＰＣ緊張の施工の施工の施工の施工        ＰＣ緊張の施工については、以下の規定によるものとする。     （１）プレストレッシング時のコンクリ－トの圧縮強度が、プレストレッシング直後に コンクリ－トに生じる最大圧縮応力度の1．7倍以上であることを確認確認確認確認しなければな らない。 なお、圧縮強度の確認確認確認確認は、構造物と同様な養生条件におかれた供試体を用いて 行うものとする。 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工       （２）プレストレッシング時の定着部付近のコンクリ－トが、定着により生じる支圧応 力度に耐える強度以上であることを確認確認確認確認しなければならない。    （３）プレストレッシングに先立ち、以下の調整及び試験を行わなければならない。       ①引張装置のキャリブレ－ション       ②ＰＣ鋼材のプレストレッシングの管理に用いる摩擦係数及びＰＣ鋼材の見かけの ヤング係数を求める試験     （４）プレストレスの導入に先立ち、（３）の試験に基づき、監督職員に緊張管理計画 書を提出提出提出提出しなければならない。      （５）緊張管理計画書に従ってプレストレスを導入するように管理しなければならない。     （６）緊張管理計画書で示された荷重計の示度と、ＰＣ鋼材の抜出し量の測定値との関 係が許容範囲を超える場合は、直ちに監督職員に報告報告報告報告するとともに原因を調査し、 適切な措置を講じなければならない。     （７）プレストレッシングの施工については、各桁ともできるだけ同一強度の時期に行 わなければならない。     （８）プレストレッシングの施工は、「「「「道路道路道路道路橋橋橋橋示示示示方方方方書・書・書・書・同解同解同解同解説（説（説（説（ⅢⅢⅢⅢコンクリ－トコンクリ－トコンクリ－トコンクリ－ト橋編橋編橋編橋編））））                            20202020．．．．8888    ＰＣＰＣＰＣＰＣ鋼材工及び鋼材工及び鋼材工及び鋼材工及び緊張緊張緊張緊張工工工工」」」」    （（（（日本日本日本日本道路協会、道路協会、道路協会、道路協会、平平平平成成成成24242424年年年年３３３３月月月月））））に基づき管理する ものとし、順序、緊張力、ＰＣ鋼材の抜出し量、緊張の日時、コンクリ－トの強度 等の記録を整備及び保管し、監督職員または検査職員から請求があった場合は速や かに提示提示提示提示するとともに工事完成時に提出提出提出提出しなければならない。     （９）プレストレッシング終了後のＰＣ鋼材の切断は、機械的手法によるもとする。       これによりがたい場合は、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議しなければならない。     （10）緊張装置の使用については、ＰＣ鋼材の定着部及びコンクリ－トに有害な影響を 与えるものを使用してはならない。     （11）ＰＣ鋼材を順次引張る場合には、コンクリ－トの弾性変形を考えて、引張の順序 及び各々のＰＣ鋼材の引張力を定めなければならない。   ４．４．４．４．グラグラグラグラウトの施工ウトの施工ウトの施工ウトの施工        受注者は、グラウトの施工については、以下の規定による。     （１）受注者は、本条で使用するグラウト材料は、以下の規定によるものを使用しなけ ればならない。       ①グラウトに用いるセメントは、JIS R 5210（ポルトランドセメント）に適合する 普通ポルトランドセメントを標準とするが、これにより難い場合は監督職員と協協協協    議議議議しなければならない。       ②グラウトは、ノンブリ－ディングタイプを使用するものとする。       ③グラウトの水セメント比は、45％以下とするものとする。       ④グラウトの材齢28日における圧縮強度は、30．0N/mm2以上とするものとする。       ⑤グラウトは体積変化率±0．5％の範囲内とする。       ⑥グラウトのブリ－ディング率は、２４時間後0．0％以下とするものとする。       ⑦グラウトに含まれる塩化物イオン総量は、普通ポルトランドセメント質量の0． 08％以下とするものとする。 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工         ⑧グラウトの品質は、混和剤により大きく影響されるので、気温や流動性に対する 混和剤の用性を検討するものとする。 （２）受注者は、使用グラウトについて事前に以下の試験及び測定を行い、設計図書設計図書設計図書設計図書に 示す品質が得られることを確認確認確認確認しなければならない。ただし、この場合の試験及び 測定は、現場と同一条件で行うものとする。       ①流動性試験       ②ブリ－ディング率及び体積変化率の試験       ③圧縮強度試験       ④塩化物含有量の測定     （３）グラウトの施工については、ダクト内に圧縮空気を通し、導通があること及びダ クトの気密性を確認確認確認確認した後、グラウト注入時の圧力が高くなりすぎないように管理 し、ゆっくり行う。また、排出口より一様な流動性のグラウトが流出したことを確確確確    認認認認して作業を完了しなければならない。 （４）グラウトの施工については、ダクト内の残留水等がグラウトの品質に影響を及ぼ さないことを確認確認確認確認した後、グラウト注入時の圧力が強くなりすぎないように管理し、 ゆっくり行う。 （５）連続ケ－ブルの曲げ上げ頂部付近など、ダクト内に空隙が生じないように空気孔 を設けなければならない。     （６）寒中におけるグラウトの施工については、グラウト温度は注入後少なくとも５日 間、５℃以上に保ち、凍結することのないように行わなければならない。     （７）暑中におけるグラウトの施工については、グラウトの温度上昇、過早な硬化など がないように、材料及び施工については、事前に設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員の承諾承諾承諾承諾    を得なければならない。        なお、注入時のグラウトの温度は35℃を越えてはならない。   ５．５．５．５．主桁主桁主桁主桁の仮置きの仮置きの仮置きの仮置き        受注者は、主桁の仮置きを行う場合は、仮置きした主桁に、過大な応力が生じないよう に支持するとともに、横倒れ防止処置を行わなければならない。   ６．６．６．６．主桁主桁主桁主桁製作設備の施工製作設備の施工製作設備の施工製作設備の施工        主桁製作設備の施工については、以下の規定によるものとする。     （１）主桁製作台の製作については、プレストレッシングにより、有害な変形、沈下な どが生じないようにするものとする。   ７．７．７．７．プレグラプレグラプレグラプレグラウトウトウトウトＰＣＰＣＰＣＰＣ鋼材鋼材鋼材鋼材        プレグラウトＰＣ鋼材を使用する場合は、以下の規定によるものとする。 （１）ＰＣ鋼材は、JIS G 3536（ＰＣ鋼線及びＰＣ鋼より線）に適合するものまたはこ れと同等以上の特性や品質を有するものとする。     （２）使用する樹脂は、所定の緊張可能期間を有し、ＰＣ鋼材を防食するとともに、部 材コンクリ－トとＰＣ鋼材とを付着により一体化しなければならない。     （３）被覆材は、所定の強度、耐久性を有し部材コンクリ－トと一体化が図られるもの とする。 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   （４）プレグラウトＰＣ鋼材として加工された製品は、所要の耐久性を有するものとす る。 ２－３－２－３－２－３－２－３－14 14 14 14 プレキャプレキャプレキャプレキャストストストストセグメセグメセグメセグメントントントント主桁組主桁組主桁組主桁組立工立工立工立工      １．ブ１．ブ１．ブ１．ブロロロロック取ック取ック取ック取卸卸卸卸しししし        受注者は、ブロック取卸しについては、特にブロック接合面の損傷に対して十分に保護 しなければならない。   ２．ブ２．ブ２．ブ２．ブロロロロックックックック組組組組立立立立てててて施工施工施工施工        ブロック組立ての施工については、以下の規定によるものとする。     （１）プレキャストブロックの接合に用いる接着剤の使用にあたり材質がエポキシ樹脂 系接着剤で強度、耐久性及び水密性がブロック同等以上で、かつ、表２－３に示す 条件を満足するものを使用するものとする。エポキシ樹脂系接着剤を使用する場合 は、室内で密封し、原則として製造後６ヵ月以上経過したものは使用してはならな い。これ以外の場合は、設計図書設計図書設計図書設計図書によるものとする。        なお、接着剤の試験方法は JSCEJSCEJSCEJSCE－－－－HHHH101101101101－－－－2010201020102010プレキャプレキャプレキャプレキャストコンクリ－ト用ストコンクリ－ト用ストコンクリ－ト用ストコンクリ－ト用樹脂樹脂樹脂樹脂    系接着剤系接着剤系接着剤系接着剤（（（（橋橋橋橋げげげげたたたた用）品質規用）品質規用）品質規用）品質規格格格格（（（（案案案案））））    「「「「コンクリ－ト標準示コンクリ－ト標準示コンクリ－ト標準示コンクリ－ト標準示方方方方書・書・書・書・    （規準（規準（規準（規準編編編編））））」」」」        （土（土（土（土木学木学木学木学会、会、会、会、平平平平成成成成22222222年年年年11111111月月月月））））による。これにより難い場合は、監督職員の承諾承諾承諾承諾を得 なければならない。 表２－３表２－３表２－３表２－３    エポキエポキエポキエポキシシシシ樹脂系接着剤樹脂系接着剤樹脂系接着剤樹脂系接着剤の品質規の品質規の品質規の品質規格格格格の標準の標準の標準の標準    

［注1］可使時間は練りまぜからゲル化開始までの時間の70％の時間をいうものとする。 ［注2］だれ最小厚さは、鉛直面に厚さ １mm塗布された接着剤が、下方にだれた後の最小厚さをいう ものとする。 ［注3］接着強さは、せん断試験により求めるものとする。 （２）プレキャストブロックの接合面のレイタンス、ごみ、油等を取り除かなければな らない。 

品質項目 単 位 品質規格 試験温度 養生条件 未 硬 化 の 接 着 剤  
外 観 － 有害と認められる異物の混  入がなく、材料分離が生  じていないこと  春秋用  23±２℃  夏用  30±２℃  冬用  10±２℃  － 粘 度 MPa･s １×104～１×105 可使時間 時間 ２以上 だれ最小厚さ mm 0．3以上 硬 化 し た 接 着 剤  
比 重 － 1．1～1．7 23±２℃ 23±  ２℃  ７日間  

引張強さ Ｎ／mm2 12．5以上 圧縮強さ Ｎ／mm2 50．0以上 引張せん断 接着強さ Ｎ／mm2 12．5以上 接着強さ Ｎ／mm2 6．0以上 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工       （３）プレキャストブロックの接合にあたって、設計図書設計図書設計図書設計図書に示す品質が得られるように 施工しなければならない。     （４）プレキャストブロックを接合する場合に、ブロックの位置、形状及びダクトが一 致するようにブロックを設置し、プレストレッシング中に、くい違いやねじれが生 じないようにしなければならない。 ３．３．３．３．ＰＣケＰＣケＰＣケＰＣケ－ブ－ブ－ブ－ブルルルル及び及び及び及びＰＣ緊張ＰＣ緊張ＰＣ緊張ＰＣ緊張の施工の施工の施工の施工    ＰＣケ－ブル及びＰＣ緊張の施工については、第３編２－３－13ポストテンション桁製 作工の規定による。      ４．４．４．４．グラグラグラグラウトの施工ウトの施工ウトの施工ウトの施工        グラウトの施工については、以下の規定によるものとする。 （１）接着剤の硬化を確認確認確認確認した後にグラウトを行わなければならない。 （２）グラウトについては、第３編２－３－13ポストテンション桁製作工の規定による。 ２－３－２－３－２－３－２－３－11115555    ＰＣホロＰＣホロＰＣホロＰＣホロ－ス－ス－ス－スララララブ製作工ブ製作工ブ製作工ブ製作工      １．１．１．１．円筒型枠円筒型枠円筒型枠円筒型枠の施工の施工の施工の施工        受注者は、円筒型枠の施工については、コンクリ－ト打設時の浮力に対して必要な浮 き上がり防止装置を設置しなければならない。   ２．２．２．２．移動型枠移動型枠移動型枠移動型枠の施工の施工の施工の施工        受注者は、移動型枠の施工については、型枠の移動が円滑に行われるための装置を設置 しなければならない。   ３．コンクリ－トの施工３．コンクリ－トの施工３．コンクリ－トの施工３．コンクリ－トの施工        コンクリ－トの施工については、第３編２－３－13ポストテンション桁製作工の規定に よる。   ４．４．４．４．ＰＣケＰＣケＰＣケＰＣケ－ブ－ブ－ブ－ブルルルル・・・・ＰＣ緊張ＰＣ緊張ＰＣ緊張ＰＣ緊張の施工の施工の施工の施工        ＰＣケ－ブル・ＰＣ緊張の施工については、第３編２－３－13ポストテンション桁製作 工の規定による。   ５．５．５．５．ＰＣＰＣＰＣＰＣ固定及び固定及び固定及び固定及びＰＣＰＣＰＣＰＣ継手の施工継手の施工継手の施工継手の施工        受注者は、主ケ－ブルに片引きによるＰＣ固定及びＰＣ継手がある場合は、「プレ「プレ「プレ「プレストストストスト    レレレレストコンクリ－ト工法設計施工指ストコンクリ－ト工法設計施工指ストコンクリ－ト工法設計施工指ストコンクリ－ト工法設計施工指針第針第針第針第６６６６章章章章施工施工施工施工」」」」    （土（土（土（土木学木学木学木学会、会、会、会、平平平平成３成３成３成３年年年年３３３３月月月月）））） の規定 により施工しなければならない。      ６．６．６．６．グラグラグラグラウトの施工ウトの施工ウトの施工ウトの施工        グラウトの施工については、第３編２－３－13ポストテンション桁製作工の規定による ものとする。 ２－３－２－３－２－３－２－３－11116666    ＰＣ箱桁ＰＣ箱桁ＰＣ箱桁ＰＣ箱桁製作工製作工製作工製作工     １．１．１．１．移動型枠移動型枠移動型枠移動型枠の施工の施工の施工の施工        移動型枠の施工については、第３編２－３－15ＰＣホロ－スラブ製作工の規定による。   ２．コンクリ－ト２．コンクリ－ト２．コンクリ－ト２．コンクリ－ト･ＰＣケ･ＰＣケ･ＰＣケ･ＰＣケ－ブ－ブ－ブ－ブル･ＰＣ緊張ル･ＰＣ緊張ル･ＰＣ緊張ル･ＰＣ緊張の施工の施工の施工の施工        コンクリ－ト･ＰＣケ－ブル･ＰＣ緊張の施工については、第３編２－３－13ポストテン ション桁製作工の規定。 ３．３．３．３．ＰＣＰＣＰＣＰＣ固定・固定・固定・固定・ＰＣＰＣＰＣＰＣ継手の施工継手の施工継手の施工継手の施工        ＰＣ固定・ＰＣ継手の施工については、第３編２－３－15ＰＣホロ－スラブ製作工の規 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   定による。   ４．４．４．４．そそそそのののの他他他他の施工の施工の施工の施工        横締め鋼材・横締め緊張・鉛直締め鋼材・鉛直締め緊張・グラウトの施工については、 第３編２－３－13ポストテンション桁製作工の規定による。 ２－３－２－３－２－３－２－３－11117777    根根根根固めブ固めブ固めブ固めブロロロロック工ック工ック工ック工      １．１．１．１．型枠型枠型枠型枠の材料の材料の材料の材料        受注者は、製作にあたっては、型枠が損傷・変形しているものを使用してはならない。   ２．２．２．２．はく離はく離はく離はく離材材材材        受注者は、製作にあたっては、はく離材はムラなく塗布し、型枠組立て時には余分なは く離材が型枠内部に残存しないようにしなければならない。   ３．３．３．３．型枠型枠型枠型枠のののの組組組組立立立立        受注者は、型枠の組立てにあたっては、締付け金具をもって堅固に組立てなければなら ない。   ４．コンクリ－トの打込み４．コンクリ－トの打込み４．コンクリ－トの打込み４．コンクリ－トの打込み       受注者は、コンクリ－トの打込みにあたっては、打継目を設けてはならない。   ５．５．５．５．脱型脱型脱型脱型        受注者は、製作中のコンクリ－トブロックの脱型は、型枠自重及び製作中に加える荷重 に耐えられる強度に達するまで行ってはならない。   ６．６．６．６．養生養生養生養生        コンクリ－ト打設後の施工については、第１編３－６－９養生の規定による。 なお、養生用水に海水を使用してはならない。   ７．７．７．７．脱型後脱型後脱型後脱型後のののの横横横横置き、仮置き置き、仮置き置き、仮置き置き、仮置き        受注者は、コンクリ－トブロック脱型後の横置き、仮置きは強度がでてから行うものと し、吊り上げの際、急激な衝撃や力がかからないよう取扱わなければならない。   ８．製作数量等の確認８．製作数量等の確認８．製作数量等の確認８．製作数量等の確認                    受注者は、根固めブロック製作後、製作数量等が確認確認確認確認できるように記号を付けなければ ならない。   ９．９．９．９．損傷損傷損傷損傷防止防止防止防止        受注者は、根固めブロックの運搬及び据付けについては、根固めブロックに損傷を与え ないように施工しなければならない。   10101010．．．．連結ナ連結ナ連結ナ連結ナットットットット        受注者は、根固めブロックの据付けについては、各々の根固めブロックを連結する場合 は、連結ナットが抜けないようにネジ山をつぶさなければならない。   11111111．．．．乱積乱積乱積乱積施工施工施工施工        受注者は、根固めブロックを乱積施工する場合には噛み合わせを良くし、不安定な状態 が生じないようにしなければならない。 12121212．打継．打継．打継．打継目目目目        受注者は、根固めブロック、場所打ブロックのコンクリ－トの打込みについては、打継 目を設けてはならない。   13131313．水中打込みの．水中打込みの．水中打込みの．水中打込みの禁禁禁禁止止止止        受注者は、場所打ブロックの施工については、コンクリ－トの水中打込みを行ってはな らない。 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工    ２－３－２－３－２－３－２－３－11118888    沈沈沈沈床工床工床工床工      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        受注者は、粗朶沈床の施工については、連柴は梢を一方に向け径15cmを標準とし、緊結 は長さおよそ60cmごとに連柴締金を用いて締付け、亜鉛引鉄線または、しゅろ縄等にて結 束し、この間２箇所を二子縄等をもって結束するものとし、連柴の長さは格子を結んだと きに端にそれぞれ約15cmを残すようにしなければならない。   ２．２．２．２．組組組組立立立立て方向て方向て方向て方向     受注者は、連柴及び敷粗朶を縦横ともそれぞれ梢を下流と河心に向けて組立てなければ ならない。 ３．３．３．３．組組組組立立立立て順序て順序て順序て順序        受注者は、粗朶沈床の上下部の連柴を上格子組立て後、完全に結束しなければならない。   ４．４．４．４．粗朶沈粗朶沈粗朶沈粗朶沈床の設置床の設置床の設置床の設置        受注者は、粗朶沈床の設置については、流速による沈設中のズレを考慮して、沈設開始 位置を定めなければならない。   ５．５．５．５．沈石沈石沈石沈石の施工の施工の施工の施工        受注者は、沈石の施工については、沈床が均等に沈下するように投下し、当日中に完了 しなければならない。   ６．６．６．６．粗朶沈粗朶沈粗朶沈粗朶沈床の施工床の施工床の施工床の施工        受注者は、粗朶沈床の施工については、多層の場合、下層の作業完了の確認確認確認確認をしなけれ ば上層沈設を行ってはならない。   ７．７．７．７．木木木木工工工工沈沈沈沈床材の施工床材の施工床材の施工床材の施工        受注者は、木工沈床の施工については、使用する方格材及び敷成木は、設計図書設計図書設計図書設計図書による ものとする。受注者は、使用する方格材を組立て可能なように加工しなければならない。   ８．８．８．８．木木木木工工工工沈沈沈沈床の床の床の床の配列と緊結配列と緊結配列と緊結配列と緊結        受注者は、木工沈床の施工については、敷成木を最下層の方格材に一格間の所定の本数 を間割正しく配列し、鉄線等で方格材に緊結しなければならない。   ９．９．９．９．木木木木工工工工沈沈沈沈床の床の床の床の連結連結連結連結用用用用鉄筋鉄筋鉄筋鉄筋        受注者は、木工沈床の施工については、連結用鉄筋の下部の折り曲げしろを12cm以上と し、下流方向に曲げなければならない。   10101010．．．．木木木木工工工工沈沈沈沈床の床の床の床の詰石詰石詰石詰石        受注者は、木工沈床の施工については、表面に大きい石を用い、詰石の空隙を少なくす るよう充填しなければならない。 11111111．．．．木木木木工工工工沈沈沈沈床の水床の水床の水床の水制根制根制根制根固め固め固め固め        受注者は、木工沈床を水制の根固めに使用する場合、幹部水制の方格材組立てにあたっ ては、流向に直角方向の部材を最上層としなければならない。   12121212．．．．改良沈改良沈改良沈改良沈床の施工床の施工床の施工床の施工        受注者は、改良沈床の施工におけるその他の事項については、本条７項～11項の規定に より施工しなければならない。   13131313．．．．吸吸吸吸出し出し出し出し防止材の施工防止材の施工防止材の施工防止材の施工        受注者は、吸出し防止材の施工については、平滑に設置しなければならない。 



 131 

第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工    ２－３－２－３－２－３－２－３－11119999    捨石捨石捨石捨石工工工工      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        受注者は、捨石基礎の施工にあたっては、表面に大きな石を選び施工しなければならな い。  ２．施工２．施工２．施工２．施工方方方方法の法の法の法の変更変更変更変更        受注者は、設計図書設計図書設計図書設計図書において指定した捨石基礎の施工方法に関して、施工箇所の波浪及 び流水の影響により施工方法の変更が必要な場合は、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議し なければならない。   ３．３．３．３．河川汚濁河川汚濁河川汚濁河川汚濁防止防止防止防止        受注者は、施工箇所における水質汚濁防止に努めなければならない。 ４．４．４．４．捨石基礎捨石基礎捨石基礎捨石基礎の施工（１）の施工（１）の施工（１）の施工（１）        受注者は、捨石基礎の施工にあたっては、極度の凹凸や粗密が発生しないように潜水士 または測深器具をもって捨石の施工状況を確認確認確認確認しながら施工しなければならない。   ５．５．５．５．捨石基礎捨石基礎捨石基礎捨石基礎の施工（２）の施工（２）の施工（２）の施工（２）        受注者は、捨石基礎の施工にあたっては、大小の石で噛み合わせ良く、均し面にゆるみ がないよう施工しなければならない。   ６．６．６．６．均均均均し面仕上げし面仕上げし面仕上げし面仕上げ        受注者は、遺方を配置し、貫材、鋼製定規を用いて均し面を平坦に仕上げなければなら ない。  ２－３－２－３－２－３－２－３－20 20 20 20 笠笠笠笠コンクリ－ト工コンクリ－ト工コンクリ－ト工コンクリ－ト工      １．適用規定１．適用規定１．適用規定１．適用規定        笠コンクリ－トの施工については、第１編第３章無筋・鉄筋コンクリ－トの規定による。   ２．２．２．２．プレキャプレキャプレキャプレキャストストストスト笠笠笠笠コンクリ－トの施工コンクリ－トの施工コンクリ－トの施工コンクリ－トの施工        プレキャスト笠コンクリ－トの施工については、第３編２－５－３コンクリ－トブロッ ク工の規定による。   ３．３．３．３．プレキャプレキャプレキャプレキャストストストスト笠笠笠笠コンクリ－トのコンクリ－トのコンクリ－トのコンクリ－トの運搬運搬運搬運搬        受注者は、プレキャスト笠コンクリ－トの運搬にあたっては、部材に損傷や衝撃を与え ないようにしなければならない。また、ワイヤ－等で損傷するおそれのある部分は保護し なければならない。   ４．４．４．４．プレキャプレキャプレキャプレキャストストストスト笠笠笠笠コンクリ－トの施工上のコンクリ－トの施工上のコンクリ－トの施工上のコンクリ－トの施工上の注注注注意意意意        プレキャスト笠コンクリ－トの施工については、接合面が食い違わないよう施工しなけ ればならない。  ２－３－２－３－２－３－２－３－21 21 21 21 ハハハハンンンンドホドホドホドホ－－－－ルルルル工工工工      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        受注者は、ハンドホ－ルの施工にあたっては、基礎について支持力が均等になるよう、 かつ不陸を生じないようにしなければならない。   ２．２．２．２．モルモルモルモルタタタタル配合ル配合ル配合ル配合        受注者は、保護管等との接合部において、設計図書設計図書設計図書設計図書に示された場合を除き、セメントと 砂の比が１：３の配合のモルタルを用いて施工しなければならない。  ２－３－２－３－２－３－２－３－22 22 22 22 階段工階段工階段工階段工      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        受注者は、階段工を設計図書設計図書設計図書設計図書に基づいて施工できない場合には、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   職員と協議協議協議協議しなければならない。   ２．２．２．２．プレキャプレキャプレキャプレキャスト階段のスト階段のスト階段のスト階段の据据据据付け付け付け付け        受注者は、プレキャスト階段の据付けにあたっては、部材に損傷や衝撃を与えないよう にしなければならない。また、ワイヤ－等で損傷するおそれのある部分は保護しなければ ならない。 ２－３－２－３－２－３－２－３－23 23 23 23 現場継手工現場継手工現場継手工現場継手工      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        受注者は、高力ボルト継手の接合を摩擦接合としなければならない。また、接合される 材片の接触面を表２－４に示すすべり係数が得られるように、以下に示す処置を施すもの とする。 （１）接触面を塗装しない場合、接触面は黒皮を除去して粗面とするものとする。受注 者は、材片の締付けにあたっては、接触面の浮きさび、油、泥等を清掃して取り除 かなければならない。     （２）接触面を塗装する場合は、表２－５に示す条件に基づき、無機ジンクリッチペイ ントを使用するものとする。     表２－４表２－４表２－４表２－４    すすすすべべべべりりりり係係係係数数数数 
    表２－５表２－５表２－５表２－５    無無無無機ジンクリッチ機ジンクリッチ機ジンクリッチ機ジンクリッチペイペイペイペイントントントントを塗装を塗装を塗装を塗装する場する場する場する場合合合合のののの条件条件条件条件 
 （３）接触面に（１）、（２）以外の処理を施す場合は、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と 協議協議協議協議しなければならない。   ２．密２．密２．密２．密着着着着        受注者は、部材と連結板を、締付けにより密着させるようにしなければならない。 ３．３．３．３．ボルボルボルボルトの締付けトの締付けトの締付けトの締付け        ボルトの締付けについては、以下の規定によるものとする。     （１）ボルト軸力の導入はナットをまわして行わなければならない。やむを得ず頭まわ しを行う場合は、トルク係数値の変化を確認確認確認確認しなければならない。     （２）ボルトの締付けをトルク法によって行う場合、締付けボルト軸力が各ボルトに均 一に導入されるよう締付けボルトを調整しなければならない。     （３）トルシア形高力ボルトを使用する場合、本締付けには専用締付け機を使用しなけ ればならない。 

項 目 すべり係数 ａ）接触面を塗装しない場合 0．40以上 ｂ）接触面に無機ジンクリッチペイントを塗装する場合 0．45以上 項 目 条 件 接触面片面あたりの最小乾燥塗膜厚 30μm 接触面の合計乾燥塗膜厚 90～200μm 乾燥塗膜中の亜鉛含有量 80％以上 亜鉛末の粒径 （50％平均粒径） 10μm程度以上 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工       （４）ボルトの締付けを回転法によって行う場合、接触面の肌すきがなくなる程度にト ルクレンチで締めた状態、または組立て用スパナで力いっぱい締めた状態から、以 下に示す回転角を与えなければならない。ただし、回転法はF8T、B8Tのみに用いる ものとする。       ①ボルト長が径の５倍以下の場合：１/３回転（120度）±30度       ②ボルト長が径の５倍を越える場合：施工条件に一致した予備試験によって目標回 転数を決定する。    （５）ボルトの締付けを耐力点法によって行う場合は、JIS B 1186（摩擦接合用高力六 角ボルト・六角ナット・平座金のセット）に規定された第２種の呼びM20、M22、M24 を標準とし、耐遅れ破壊特性の良好な高力ボルトを用い、専用の締付け機を使用し て本締付けを行わなければならない。     （６）ボルトの締付け機、測量器具などの検定を現地施工に先立ち現地搬入直前に１回、 搬入後はトルクレンチを１ヵ月毎にその他の機器は３ヵ月毎に点検を行い、精度を 確認確認確認確認しなければならない。   ４．締付４．締付４．締付４．締付けけけけボルボルボルボルトトトト軸力軸力軸力軸力        締付けボルト軸力については、以下の規定によるものとする。     （１）セットのトルク係数値は、0．11～0．16に適合するものとする。     （２）摩擦接合ボルトを、表２－６に示す設計ボルト軸力が得られるように締付けなけ ればならない。  表２－６表２－６表２－６表２－６    設計設計設計設計ボルボルボルボルトトトト軸力軸力軸力軸力（（（（kNkNkNkN））））    
     （３）トルク法によって締付ける場合の締付けボルト軸力は、設計ボルト軸力の10％増 を標準とするものとする。 （４）トルシア形高力ボルトの締付けボルト軸力試験は、締め付け以前に一つの製造ロ ットから５組の供試セットを無作為に抽出し、行なうものとする。試験の結果、平 均値は表２－７及び表２－８に示すボルト軸力の範囲に入るものとする。   

セット ねじの呼び 設計ボルト軸力 F8T  B8T  M20 133 M22 165 M24 192 F10T  S10T  B10T M20 165 M22 205 M24 238 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工         表２－７表２－７表２－７表２－７    常常常常温温温温時（時（時（時（10101010～～～～30303030℃℃℃℃）の締付け）の締付け）の締付け）の締付けボルボルボルボルトトトト軸力軸力軸力軸力のののの平均値平均値平均値平均値    
    表２－８表２－８表２－８表２－８    常常常常温温温温時時時時以外以外以外以外（（（（０～０～０～０～10101010℃℃℃℃、３、３、３、３～～～～66660000℃℃℃℃）の締付け）の締付け）の締付け）の締付けボルボルボルボルトトトト軸力軸力軸力軸力のののの平均値平均値平均値平均値    

     （５）耐力点法によって締付ける場合の締付けボルト軸力は、使用する締付け機に対し て一つの製造ロットから５組の供試セットを無作為に抽出して試験を行った場合の 平均値が、表２－９に示すボルトの軸力の範囲に入るものとする。  表２－９表２－９表２－９表２－９    耐力点耐力点耐力点耐力点法による締付け法による締付け法による締付け法による締付けボルボルボルボルトのトのトのトの軸力軸力軸力軸力のののの平均値平均値平均値平均値    
［注］ σy：ボルト試験片の耐力（N/mm2） （JIS Z 2241の４号試験片による）    ５．５．５．５．ボルボルボルボルトの締付けトの締付けトの締付けトの締付け順序順序順序順序        受注者は、ボルトの締付けを、連結板の中央のボルトから順次端部ボルトに向かって行 い、２度締めを行わなければならない。順序は、図２－１のとおりとする。なお、予備締 め後には締め忘れや共まわりを容易に確認確認確認確認できるようにボルトナット及び座金にマ－キン グを行なわなければならない。        図２－１図２－１図２－１図２－１    ボルボルボルボルト締付けト締付けト締付けト締付け順序順序順序順序    

セット ねじの呼び 1製造ロットのセットの締付け  ボルト軸力の平均値（kN）  S10T M20  M22  M24  172～202  212～249  247～290  
セット ねじの呼び 1製造ロットのセットの締付け  ボルト軸力の平均値（kN） S10 M20  M22  M24 167～211  207～261  241～304 
セット ねじの呼び 1製造ロットのセットの締付け  ボルト軸力の平均値（kN） F10T M20  M22  M24 0．196σy～0．221σy  0．242σy～0．273σy  0．282σy～0．318σy 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工     ６．６．６．６．ボルボルボルボルトのトのトのトの包装と包装と包装と包装と現場保管現場保管現場保管現場保管        受注者は、ボルトのセットを、工事出荷時の品質が現場施工時まで保たれるように、そ の包装と現場保管に注意しなければならない。また、包装は、施工直前に解くものとする。 ７．締付け確認７．締付け確認７．締付け確認７．締付け確認                    締付け確認確認確認確認については、以下の規定によるものとする。 （１）締付け確認確認確認確認をボルト締付け後速やかに行い、その記録を整備及び保管し、監督職 員または検査職員から請求があった場合は速やかに提示提示提示提示するとともに、工事完成時 に提出提出提出提出しなければならない。     （２）ボルトの締付け確認確認確認確認については、以下の規定によるものとする。       ①トルク法による場合は、各ボルト群の10％のボルト本数を標準として、トルクレ ンチによって締付け確認確認確認確認を行わなければならない。       ②トルシア形高力ボルトの場合は、全数につきピンテ－ルの切断の確認確認確認確認とマ－キン グによる外観確認確認確認確認を行わなければならない。     （３）回転法及び耐力点法による場合は、全数についてマ－キングによる外観確認確認確認確認を行 わなければならない。   ８．８．８．８．併併併併用する場用する場用する場用する場合合合合の施工の施工の施工の施工順序順序順序順序        受注者は、溶接と高力ボルト摩擦接合とを併用する場合は、溶接の完了後に高力ボルト を締付けなければならない。   ９．現場９．現場９．現場９．現場溶接溶接溶接溶接        （１）受注者は、溶接・溶接材料の清掃・乾燥状態に注意し、それらを良好な状態に保 つのに必要な諸設備を現場に備えなければならない。     （２）受注者は、現場溶接に先立ち、開先の状態、材片の拘束状態等について注意をは らわなければならない。     （３）受注者は、溶接材料、溶接検査等に関する溶接施工上の注意点については、工場 溶接に準じて考慮しなければならない。 （４）受注者は、溶接のア－クが風による影響を受けないように防風設備を設置しなけ ればならない。     （５）受注者は、溶接現場の気象条件が以下に該当する時は、溶接欠陥の発生を防止す るため、防風設備及び予熱等により溶接作業条件を整えられる場合を除き溶接作業 を行ってはならない。       ①雨天または作業中に雨天となるおそれのある場合       ②雨上がり直後       ③風が強いとき       ④気温が５℃以下の場合       ⑤その他監督職員が不適当と認めた場合     （６）受注者は、現場継手工の施工については、圧接作業において常に安定した姿勢で 施工ができるように、作業場には安全な足場を設けなければならない。 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工      ２－３－２－３－２－３－２－３－24 24 24 24 伸縮装伸縮装伸縮装伸縮装置工置工置工置工      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        受注者は、伸縮装置の据付けについては、施工時の気温を考慮し、設計時の標準温度で、 橋と支承の相対位置が標準位置となるよう温度補正を行って据付け位置を決定しなければ ならない。また、監督職員または検査職員から請求があった場合は速やかに提示提示提示提示しなけれ ばならない。   ２．２．２．２．漏漏漏漏水防止水防止水防止水防止        受注者は、伸縮装置工の漏水防止の方法について、設計図書設計図書設計図書設計図書によらなければならない。  ２－３－２－３－２－３－２－３－22225555    銘銘銘銘板工板工板工板工      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        受注者は、橋歴板の作成については、材質はJIS H2202（鋳物用銅合金地金を使用し、寸 法及び記載事項は、図２－２によらなければならない。ただし、銘板については、起点右 側漢字河川名、左側漢字の橋名、終点右側はひらがなの橋名、左側ひらがなの河川名とす る。なお、「かわ」、「はし」には濁点を付けないのを標準とする。                              

 

図２図２図２図２－－－－２２２２    
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   ２．２．２．２．橋歴橋歴橋歴橋歴板板板板                    受注者は、橋歴板は起点左側、橋梁端部に取付けるものとし、取付け位置について、監 督職員の指示指示指示指示によらなければならない。   ３．３．３．３．橋歴橋歴橋歴橋歴板板板板記載記載記載記載事項事項事項事項                    受注者は、橋歴板に記載する年月は、橋梁の製作年月を記入しなければならない。 ４．４．４．４．橋名橋名橋名橋名板板板板        名版については、起点右側漢字河川名、左側漢字の橋名、終点右側はひらがなの橋名、 左側ひらがなの河川名とする。ただし。これにより難い場合は、監督職員と協議協議協議協議しなけれ ばならない。なお、「かわ」「はし」には、濁音を付けないのを標準とする。             ２－３－２－３－２－３－２－３－22226666    多自然型多自然型多自然型多自然型護護護護岸岸岸岸工工工工      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        受注者は、河川が本来有している生物の良好な生育環境、自然景観に考慮して計画、設 計された多自然型河川工法による施工については、工法の趣旨をふまえ施工しなければな らない。   ２．２．２．２．木杭木杭木杭木杭の施工の施工の施工の施工        受注者は、木杭の施工にあたり、木杭の材質が設計図書設計図書設計図書設計図書に示めされていない場合には、 樹皮をはいだ生松丸太で、有害な腐れ、割れ、曲がり等のない材料を使用しなければなら ない。   ３．３．３．３．木杭木杭木杭木杭のののの先端先端先端先端        受注者は、木杭の先端は、角すい形に削るものとし、角すい形の高さは、径の1．5倍程 度としなければならない。   ４．４．４．４．巨石張巨石張巨石張巨石張り（り（り（り（積積積積み）等の施工み）等の施工み）等の施工み）等の施工        巨石張り（積み）、巨石据付及び雑割石張りの施工については、第３編２－５－５石積  （張）工の規定によるものとする。   ５．５．５．５．柳枝柳枝柳枝柳枝の施工の施工の施工の施工        受注者は、柳枝の施工については、のりごしらえ後、ます形に、杭を垂直に打込むとと もに、杭頭を打ちそろえなければならない。   ６．６．６．６．柳粗朶柳粗朶柳粗朶柳粗朶の施工の施工の施工の施工        受注者は、柳粗朶の施工については、柳粗朶の元口を上流側に向け、ます内に均一に敷 きならべた後、帯梢を用いて柵を仕上げなければならない。 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工     ７．７．７．７．ぐぐぐぐりりりり石粗朶石粗朶石粗朶石粗朶工の施工工の施工工の施工工の施工        受注者は、ぐり石粗朶工の施工については、柳枝に準じて帯梢を用いて柵工を造り、中 詰めぐり石の表面をごぼう張りに仕上げなければならない。  ２－３－２－３－２－３－２－３－22227777    羽口羽口羽口羽口工工工工      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        受注者は、じゃかごの中詰用ぐり石については、15～25cmのもので、じゃかごの網目よ り大きな天然石または割ぐり石を使用しなければならない。   ２．２．２．２．じゃかごじゃかごじゃかごじゃかごのののの詰石詰石詰石詰石        受注者は、じゃかごの詰石については、じゃかごの先端から石を詰込み、外回りに大き な石を配置するとともに、じゃかご内の空隙を少なくしなければならない。     なお、じゃかごの法肩及び法尻の屈折部が、扁平にならないようにしなければならない。   ３．３．３．３．じゃかごじゃかごじゃかごじゃかごのののの布布布布設設設設        受注者は、じゃかごの布設については、床ごしらえのうえ、間割りをしてかご頭の位置 を定めなければならない。   ４．４．４．４．じゃかごじゃかごじゃかごじゃかごのののの連結連結連結連結        受注者は、じゃかごの連結については、丸輪の箇所 （骨線胴輪） でじゃかご用鉄線と 同一規格の鉄線で緊結しなければならない。 ５．５．５．５．じゃかごじゃかごじゃかごじゃかごのののの開口開口開口開口部の部の部の部の緊結緊結緊結緊結        受注者は、じゃかごの詰石後、じゃかごの材質と同一規格の鉄線を使用し、じゃかごの 開口部を緊結しなければならない。   ６．６．６．６．ふとんかごふとんかごふとんかごふとんかご中中中中詰詰詰詰用用用用ぐぐぐぐりりりり石石石石        受注者は、ふとんかごの中詰用ぐり石については、ふとんかごの厚さが30cmの場合は５ ～15cm、ふとんかごの厚さが50cmの場合は15～20cmの大きさとし、ふとんかごの網目より 大きな天然石または割ぐり石を使用しなければならない。   ７．７．７．７．連節連節連節連節ブブブブロロロロックックックック張張張張りの施工りの施工りの施工りの施工        受注者は、連節ブロック張りの施工については、平滑に設置しなければならない。   ８．８．８．８．ふとんかごかご枠ふとんかごかご枠ふとんかごかご枠ふとんかごかご枠の施工の施工の施工の施工        受注者は、ふとんかご、かご枠の施工については、１．～７．の各項により施工しなけ ればならない。  ２－３－２－３－２－３－２－３－22228888    プレキャプレキャプレキャプレキャストカストカストカストカルバルバルバルバ－ト工－ト工－ト工－ト工      １１１１．一般事項．一般事項．一般事項．一般事項        受注者は、現地の状況により設計図書設計図書設計図書設計図書に示された据付け勾配により難い場合は、設計図設計図設計図設計図    書書書書に関して監督職員と協議協議協議協議しなければならない。   ２．施工２．施工２．施工２．施工順序順序順序順序        受注者は、プレキャストカルバ－ト工の施工については、基礎との密着をはかり、接合 面が食い違わぬように注意して、カルバ－トの下流側または低い側から設置しなければな らない。   ３．３．３．３．縦縦縦縦締め施工締め施工締め施工締め施工        受注者は、プレキャストボックスカルバ－トの縦締め施工については、「「「「道路土工－カ道路土工－カ道路土工－カ道路土工－カ    
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   ルバルバルバルバ－ト工指－ト工指－ト工指－ト工指針針針針７－２７－２７－２７－２    （２）（２）（２）（２）    ２）２）２）２）敷敷敷敷設工設工設工設工」」」」    （（（（日本日本日本日本道路協会、道路協会、道路協会、道路協会、平平平平成成成成22222222年年年年３３３３月月月月））））の規定によ る。これ以外の施工方法による場合は、施工前に設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員の承諾承諾承諾承諾を得な ければならない。      ４．４．４．４．プレキャプレキャプレキャプレキャストストストストパイプパイプパイプパイプの施工の施工の施工の施工        受注者は、プレキャストパイプの施工については、ソケットのあるパイプの場合はソケ ットをカルバ－トの上流側または高い側に向けて設置しなければならない。ソケットのな いパイプの接合は、カラ－接合または印ろう接合とし、接合部はモルタルでコ－キングし、 漏水が起こらないように施工しなければならない。   ５．５．５．５．プレキャプレキャプレキャプレキャストストストストパイプパイプパイプパイプの切の切の切の切断断断断        受注者は、プレキャストパイプの施工については、管の一部を切断する必要のある場合 は、切断によって使用部分に損傷が生じないように施工しなければならない。損傷させた 場合は、取換えなければならない。  ２－３－２－３－２－３－２－３－22229999    側側側側溝溝溝溝工工工工      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        受注者は、プレキャストＵ型側溝、Ｌ型側溝、自由勾配側溝の継目部の施工は、付着、 水密性を保ち段差が生じないように施工しなければならない。   ２．側２．側２．側２．側溝蓋溝蓋溝蓋溝蓋の施工の施工の施工の施工        受注者は、側溝蓋の設置については、側溝本体及び路面と段差が生じないよう平坦に施 工しなければならない。 ３．管３．管３．管３．管渠渠渠渠の施工の施工の施工の施工        受注者は、管渠の施工については、管渠の種類と埋設形式（突出型、溝型）の関係を損 なうことのないようにするとともに基礎は、支持力が均等になるように、かつ不陸を生じ ないようにしなければならない。   ４．管４．管４．管４．管渠渠渠渠施工上の施工上の施工上の施工上の注注注注意意意意        受注者は、コンクリ－ト管、コルゲ－トパイプ管等の施工については、前後の水路との すり付けを考慮して、その施工高、方向を定めなければならない。   ５．埋戻し及び５．埋戻し及び５．埋戻し及び５．埋戻し及び盛盛盛盛土の施工土の施工土の施工土の施工        受注者は、管渠周辺の埋戻し及び盛土の施工については、管渠を損傷しないように、か つ偏心偏圧がかからないように、左右均等に層状に締固めなければならない。   ６．６．６．６．フィルフィルフィルフィルタ－材料タ－材料タ－材料タ－材料        受注者は、フィルタ－材料を使用する場合は、排水性のよい砂または、クラッシャラン 等を使用しなければならない。   ７．７．７．７．ソケソケソケソケット付管のット付管のット付管のット付管の布布布布設設設設        受注者は、ソケット付の管を布設する時は、上流側または高い側にソケットを向けなけ ればならない。   ８．管の８．管の８．管の８．管の据据据据付付付付        受注者は、基礎工の上に通りよく管を据付けるとともに、管の下面及びカラ－の周囲に はコンクリ－トまたは固練りモルタルを充填し、空隙や漏水が生じないように施工しなけ 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   ればならない。   ９．管の切９．管の切９．管の切９．管の切断断断断        受注者は、管の一部を切断する必要のある場合は、切断によって使用部分に損傷が生じ ないように施工しなければならない。損傷させた場合は、取換えなければならない。   10101010．異常時の処置．異常時の処置．異常時の処置．異常時の処置        受注者は、コルゲ－トパイプの布設については、砂質土または軟弱地盤が出現した場合 には、施工する前に設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議しなければならない。   11111111．コ．コ．コ．コルゲルゲルゲルゲ－ト－ト－ト－トパイプパイプパイプパイプのののの組組組組立立立立てててて        受注者は、コルゲ－トパイプの組立てについては、上流側または高い側のセクションを 下流側または低い側のセクションの内側に重ね合うようにし、重ね合わせ部分の接合は、 パイプ断面の両側で行うものとし、底部及び頂部で行ってはならない。また、埋戻し後も 可能な限りボルトの緊結状態を点検し、ゆるんでいるものがあれば締直しを行わなければ ならない。   12121212．コ．コ．コ．コルゲルゲルゲルゲ－ト－ト－ト－トパイプパイプパイプパイプのののの布布布布設設設設条件条件条件条件        受注者は、コルゲ－トパイプの布設条件（地盤条件・出来形等）については設計図書設計図書設計図書設計図書に よるものとし、予期しない沈下のおそれがあって、上げ越しが必要な場合には、設計図書設計図書設計図書設計図書    に関して監督職員と協議協議協議協議しなければならない。  ２－３－２－３－２－３－２－３－30 30 30 30 集集集集水水水水桝桝桝桝工工工工      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        受注者は、集水桝の据付けについては、部材に損傷や衝撃を与えないようにしなければ ならない。またワイヤ－等で損傷するおそれのある部分には、保護しなければならない。   ２．２．２．２．蓋蓋蓋蓋の設置の設置の設置の設置        受注者は、蓋の設置については、本体及び路面と段差が生じないよう平坦に施工しなけ ればならない。  ２－３－２－３－２－３－２－３－31 31 31 31 現場現場現場現場塗装塗装塗装塗装工工工工      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        受注者は、鋼橋の現場塗装は、床版工終了後に、鋼製堰堤の現場塗装は、鋼製堰堤の据 付け終了後に行うものとし、これにより難い場合は、設計図書設計図書設計図書設計図書によらなければならない。   ２．２．２．２．塗膜損傷塗膜損傷塗膜損傷塗膜損傷時の処置時の処置時の処置時の処置        受注者は、鋼橋の架設後及び鋼製堰堤の据付け後に前回までの塗膜を損傷した場合、補 修塗装を行ってから現場塗装を行わなければならない。   ３．３．３．３．有有有有害な付害な付害な付害な付着着着着物の処置物の処置物の処置物の処置        受注者は、現場塗装に先立ち、下塗り塗膜の状態を調査し、塗料を塗り重ねると悪い影 響を与えるおそれがある、たれ、はじき、あわ、ふくれ、われ、はがれ、浮きさび及び塗 膜に有害な付着物がある場合は、必要な処置を講じなければならない。   ４．４．４．４．塗装塗布方塗装塗布方塗装塗布方塗装塗布方法法法法        受注者は、塗装作業にエアレススプレ－、ハケまたはロ－ラ－ブラシを用いなければな らない。また、塗布作業に際しては各塗布方法の特徴を理解して行わなければならない。 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工     ５．付５．付５．付５．付着油脂着油脂着油脂着油脂類等の類等の類等の類等の除除除除去去去去        受注者は、現場塗装の前にジンクリッチペイントの白さび及び付着した油脂類は除去し なければならない。    ６．６．６．６．必必必必要要要要塗膜厚塗膜厚塗膜厚塗膜厚の確保の確保の確保の確保        受注者は、溶接部、ボルトの接合部分、形鋼の隅角部その他の構造の複雑な部分につい て、必要塗膜厚を確保するように施工しなければならない。 ７．７．７．７．有有有有害害害害薬薬薬薬品の使用品の使用品の使用品の使用禁禁禁禁止止止止        受注者は、施工に際し有害な薬品を用いてはならない。   ８．付８．付８．付８．付着着着着塩分塩分塩分塩分の水の水の水の水洗洗洗洗いいいい        受注者は、海岸地域に架設または保管されていた場合、海上輸送を行った場合、その他 臨海地域を長距離輸送した場合など部材に塩分の付着が懸念された場合には、塩分付着量 の測定を行いNaClが50mg/m2以上の時は水洗いしなければならない。   ９．９．９．９．塗装塗装塗装塗装のののの禁禁禁禁止止止止条件条件条件条件        受注者は、下記の場合塗装を行ってはならない。これ以外の場合は、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して 監督職員と協議協議協議協議しなければならない。塗装禁止条件は、表２－９に示すとおりである。 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工             表２－９表２－９表２－９表２－９    塗装禁塗装禁塗装禁塗装禁止止止止条件条件条件条件    

注） ※印を付した塗料を低温時に塗布する場合は、低温用の塗料を用いなければならない。      （１）降雨等で表面が濡れているとき。      （２）風が強いとき及び塵埃が多いとき。      （３）塗料の乾燥前に降雨、雪、霜のおそれがあるとき      （４）炎天で鋼材表面の温度が高く塗膜にアワを生ずるおそれのあるとき。      （５）その他監督職員が不適当と認めたとき。 

塗装の種類 気温（℃） 湿度  （RH％）  長ばく形エッチングプライマ－ 5以下 85以上 無機ジンクリッチプライマ－  無機ジンクリッチペイント 0以下 50以下 有機ジンクリッチペイント 10以下 85以上 エポキシ樹脂塗料下塗※ 変性エポキシ樹脂塗料下塗 変性エポキシ樹脂塗料内面用※ 10以下 85以上 亜鉛メッキ用エポキシ樹脂塗料下塗 弱溶剤形変性エポキシ樹脂塗料内面用 5以下 85以上 超厚膜形エポキシ樹脂塗料 10以下 85以上 エポキシ樹脂塗料下塗（低温用） ポリウレタン樹脂塗料用下塗（低温用） ポリウレタン樹脂塗料用下塗（低温用）  5以下、20以上  85以上 無溶剤変形性エポキシ樹脂塗料※ 5以下、30以上 85以上 無溶剤変形性エポキシ樹脂塗料（低温用） 5以下、20以上 85以上 コンクリ－ト塗装用エポキシ樹脂プライマ－ 5以下 85以上 ふっ素樹脂塗料用中塗 弱溶剤形ふっ素樹脂塗料用中塗 コンクリ－ト塗料用エポキシ樹脂塗料中塗 コンクリ－ト塗料用柔軟形エポキシ樹脂塗料中塗  5以下  85以上 
ふっ素樹脂塗料用上塗 弱溶剤形ふっ素樹脂塗料用上塗 コンクリ－ト塗料用エポキシ樹脂塗料上塗 コンクリ－ト塗料用柔軟形ふっ素樹脂塗料上塗  0以下  85以上 

鉛・クロムフリ－さび止めペイント 長油性フタル酸樹脂塗料中塗 長油性フタル酸樹脂塗料中塗  5以下  85以上 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工    10101010．．．．乾燥乾燥乾燥乾燥状状状状態態態態ででででの施工の施工の施工の施工                    受注者は、鋼材表面及び被塗装面の汚れ、油類等を除去し、乾燥状態のときに塗装しな ければならない。 11111111．．．．欠陥欠陥欠陥欠陥防止防止防止防止        受注者は、塗り残し、ながれ、しわ等の欠陥が生じないように塗装しなければならない。   12121212．．．．均均均均一一一一塗塗塗塗料の使用料の使用料の使用料の使用        受注者は、塗料を使用前に撹拌し、容器の塗料を均一な状態にしてから使用しなければ ならない。   13131313．．．．下塗下塗下塗下塗りりりり        （１）受注者は、被塗装面の素地調整状態を確認確認確認確認したうえで下塗りを施工しなければな らない。天災その他の理由によりやむを得ず下塗りが遅れ、そのためさびが生じた ときは再び素地調整を行い、塗装しなければならない。     （２）受注者は、塗料の塗り重ねにあたって、先に塗布した塗料が乾燥（硬化）状態に なっていることを確認確認確認確認したうえで行わなければならない｡     （３）受注者は、ボルト締め後または溶接施工のため塗装が困難となる部分で設計図書設計図書設計図書設計図書    に示されている場合または、監督職員の指示指示指示指示がある場合にはあらかじめ塗装を完了 させなければならない。     （４）受注者は、支承等の機械仕上げ面に、防錆油等を塗布しなければならない。     （５）受注者は、現場溶接を行う部分及びこれに隣接する両側の幅10cmの部分に工場塗 装を行ってはならない。        ただし、さびの生ずるおそれがある場合には防錆剤を塗布することができるが、 溶接及び塗膜に影響を及ぼすおそれのあるものについては溶接及び塗装前に除去す るものとする。なお、受注者は、防錆剤の使用については、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督 職員の承諾承諾承諾承諾を得なければならない。   14141414．中．中．中．中塗塗塗塗り、上り、上り、上り、上塗塗塗塗りりりり        （１）受注者は、中塗り及び上塗りにあたって、被塗装面、塗膜の乾燥及び清掃状態を 確認確認確認確認したうえで行わなければならない。     （２）受注者は、海岸地域、大気汚染の著しい地域などの特殊環境における鋼橋の塗装 については、素地調整終了から上塗完了までを速やかに行わなければならない。   11115555．．．．塗装禁塗装禁塗装禁塗装禁止箇所止箇所止箇所止箇所        受注者は、コンクリ－トとの接触面の塗装を行ってはならない。ただしプライマ－は除 くものとする。また、箱げた上フランジなどのコンクリ－ト接触部は、さび汁による汚れ を考慮し無機ジンクリッチペイントを30μｍ塗布するものとする。   11116666．検査．検査．検査．検査        （１）受注者は、現場塗装終了後、塗膜厚検査を行い、塗膜厚測定記録を作成及び保管 し、監督職員または検査職員から請求があった場合は速やかに提示提示提示提示するとともに、 工事完成時に監督職員へ提出提出提出提出しなければならない。     （２）受注者は、塗膜の乾燥状態が硬化乾燥状態以上に経過した後塗膜厚測定をしなけ ればならない。 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工       （３）受注者は、同一工事、同一塗装系、同一塗装方法により塗装された500m2単位毎に 25点（１点当たり５回測定）以上塗膜厚の測定をしなければならない。 （４）受注者は、塗膜厚の測定を、塗装系別、塗装方法別、部材の種類別または作業姿 勢別に測定位置を定め平均して測定するよう配慮しなければならない。     （５）受注者は、膜厚測定器として電磁膜厚計を使用しなければならない。     （６）受注者は、以下に示す要領により塗膜厚の判定をしなければならない。       ①塗膜厚測定値（５回平均）の平均値は、目標塗膜厚（合計値）の90％以上とする ものとする。       ②塗膜厚測定値（５回平均）の最小値は、目標塗膜厚（合計値）の70％以上とする ものとする。       ③塗膜厚測定値（５回平均）の分布の標準偏差は、目標塗膜厚（合計）の20％を越 えないものとする。ただし、平均値が標準塗膜厚以上の場合は合格とするものと する。       ④平均値、最小値、標準偏差のうち１つでも不合格の場合は２倍の測定を行い基準 値を満足すれば合格とし、不合格の場合は塗増し、再検査しなければならない。     （７）受注者は、塗料の缶貼付ラベルを完全に保ち、開封しないままで現場に搬入し、 使用しなければならない。        また、受注者は、塗布作業の開始前に出荷証明書、塗料成績表（製造年月日、ロ ット番号、色採、数量を明記）の確認確認確認確認を監督職員に受けなければならない。   11117777．．．．記記記記録録録録        （１）受注者が、記録として作成・保管する施工管理写真は、カラ－写真とするものと する。    （２）受注者は、最終塗装の完了後、橋体起点側（左）または終点側（右）の外桁腹板 に、ペイントまたは塩ビ系の粘着シ－トにより図２－３のとおり記録しなければな らない。                                                           図２－３図２－３図２－３図２－３塗装記塗装記塗装記塗装記録録録録表の仕表の仕表の仕表の仕様様様様    
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工    ２－３－２－３－２－３－２－３－32 32 32 32 かごかごかごかごママママット工ット工ット工ット工      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        かごマットの構造及び要求性能については、「鉄「鉄「鉄「鉄線線線線籠籠籠籠型型型型護護護護岸岸岸岸の設計・施工技術の設計・施工技術の設計・施工技術の設計・施工技術基基基基準準準準案案案案））））」」」」        （（（（平平平平成成成成21212121年年年年４４４４月月月月24242424日改日改日改日改定）定）定）定）（以下「鉄線籠型基準」という。）によるほか、図面図面図面図面及び以下 による。      ２．要２．要２．要２．要求求求求性能性能性能性能        線材は、以下の要求性能を満足することを確認確認確認確認するとともに、周辺環境や設置条件等、 現場の状況を勘案し、施工性、経済性などを総合的に判断のうえ、施工現場に適した線材 を使用するものとする。また、受注者は要求性能を満足することを確認確認確認確認するために設定し た基準値に適合することを示した公的試験機関の証明書または公的試験機関の試験結果を 事前に監督職員に提出提出提出提出し、確認確認確認確認を受けなければならない。     なお、本工事において蓋材に要求される性能 （摩擦抵抗） は設計図書設計図書設計図書設計図書によるものとす るが、短期性能を要求された箇所については、短期・長期性能型双方を使用可とする。   ３．表示標の提出３．表示標の提出３．表示標の提出３．表示標の提出                    受注者は、納入された製品について監督職員が指定する表示標（底網、蓋網、側網及び 仕切網毎に網線に使用した線材の製造工場名及び製造年月日を記載したもの） を監督職員 に提出提出提出提出しなければならない。 また、監督職員が指定する各網の表示標に記載された番号に近い線材の公的機関におけ る試験結果を提出提出提出提出しなければならない。  
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 表２－表２－表２－表２－10101010要要要要求求求求性能の確認性能の確認性能の確認性能の確認方方方方法法法法    

［注1］ 表２－10の確認方法に基づく公的機関による性能確認については、１回の実施でよいもの とし、その後は、均質性の確保の観点から、鉄線籠型基準「８．線材の品質管理」に基づ き、定期的に線材の品質管理試験（表２－12）を行うものとする。 ［注2］ メッキ鉄線以外の線材についても、鉄線籠型基準「７．線材に要求される性能」に基づく 要求性能を満足することを確認確認確認確認した公的試験機関による審査証明を事前に監督職員に提出提出提出提出    し、確認確認確認確認を受けなければならない。 ４．４．４．４．網網網網のののの結結結結束束束束        側網、仕切網はあらかじめ工場で底網に結束するものとする。 ただし、特殊部でこれ により難い場合は監督職員の承諾承諾承諾承諾を得なければならない。   ５．５．５．５．結結結結束束束束方方方方法法法法        網線材の端末は1．5回以上巻き式によって結束し線端末は内面に向けるものとする。 ただし、蓋金網の端部ついては1．5回以上巻きとするが、リング方式でも良いものとする。 また、いかなる部位においても溶接は行ってはならない。         ６．６．６．６．連結方連結方連結方連結方法法法法        連結の方法はコイル式とし表２－11のとおりとする。また、側網と仕切網、流水方向の 

項  目 要求性能 確認方法 試験方法 試験条件 基準値 

線材に要求  される性能  
母材の 健全性  母材が健全であ  ること  JISH0401の間接  法で使用する試  験液によるメッ  キ溶脱後の母材  鉄線の写真撮影 メッキを剥いだ状態で  の母材鉄線の表面撮影  母材に傷が付い ていないこと  
強 度 洗掘時の破断抵  抗及び洗掘に追  随する屈とう性  を有する鉄線籠  本体の一部とし  て機能するため  に必要な強度を  有すること 引張試験  （JIS G3547に  準拠）  － 引張強さ  290N/mm2以上  
耐久性 淡水中での耐用  年数30年程度を  確保すること  腐食促進試験  （JIS G 0594に  準拠）  塩素イオン濃度0ppm  試験時間  1,000時間  メッキ残存量  30g/m2以上  線材摩耗試験 回転数  20,000回転 均質性 性能を担保する  品質の均質性を  確保しているこ  と 鉄線籠型基準「８．線材の品質管理」に基づくこと 環境  適合性  周辺環境に影響  を与える有害成  分を溶出しない  こと 鉄線籠型基準「１．適用河川」に基づくこと 

上記性能に  加えて蓋材  に要求され  る性能  
摩擦抵抗  （短期  性能型）  作業中の安全の  ために必要な滑  りにくさ有する  こと 面的摩擦試験  または  線的摩擦試験  － 摩擦係数  0．90以上  摩擦抵抗  （長期  性能型）  供用後における  水辺の安全な利  用のために必要  な滑りにくさを  有すること 線材摩耗試験の  線的摩擦試験  または  面材摩耗試験の  面的摩擦試験 ［線材摩耗試験の場合］ 回転数2,500回転  ［面材摩耗試験の場合］ 回転数100回転  摩擦係数  0．90以上  （初期摩耗後）  
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   底網と底網、外周部については、接続長の全長を連結するものとし、その他の部分は接続 長１／２以上（１本／ｍ）を連結すること。連結終了時のコイルは両端の線端末を内側に 向けるものとする。  表２－表２－表２－表２－11 11 11 11 連結連結連結連結ココココイルイルイルイル線線線線    
［注］上段： （ ）書きは、厚さ30cm規格の場合  表２－表２－表２－表２－12 12 12 12 線材の品質管理線材の品質管理線材の品質管理線材の品質管理試験試験試験試験の内容の内容の内容の内容      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ［注１］※１ 巻線とは、工場における製造単位を言い、約１ｔとする         ※２ メ ッキ成分及び付着量の基準値は、耐久性に関する性能確認試験及び摩擦抵抗に 関する性能確認試験に使用した製品のメ ッキ成分及び付着量を基に決定する。            なお、メッキ鉄線以外の線材については、メッキ成分及びメッキ付着量の試験項目 を省略できるものとする。 ［注２］線径の基準値の（ ）書きは、30cm規格、［ ］書きは、50cm規格 ［注３］メッキ鉄線以外の鉄線についても、鉄線籠型基準に基づく要求性能を満足することを確確確確    認認認認した公的試験機関による審査証明にて設定された試験項目、基準値、試験方法、試験 の頻度により、品質確認試験を行うものとする。  

線径 コイル径 連結支点の  間隔  コイル長    ５mm 50mm以下 80mm以下 （高さ方向30cm）  （その他50cm以上）50cm以上  
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   ７．７．７．７．かごかごかごかごママママットのットのットのットの詰石詰石詰石詰石の施工の施工の施工の施工        受注者は、かごマットの詰石の施工については、できるだけ空隙を少なくしなければな らない。また、かご材を傷つけないように注意するとともに詰石の施工の際、側壁、仕切 りが扁平にならないように注意しなければならない。   ８．８．８．８．かごかごかごかごママママットの中ットの中ットの中ットの中詰詰詰詰用用用用ぐぐぐぐりりりり石石石石        受注者は、かごマットの中詰用ぐり石については、かごマットの厚さが30cmの場合は５ ～15cm、かごマットの厚さが50cmの場合は15～20cmの大きさとし、かごマットの網目より 大きな天然石または割ぐり石を使用しなければならない。  ２－３－２－３－２－３－２－３－33 33 33 33 袋袋袋袋詰詰詰詰玉玉玉玉石石石石工工工工      １．１．１．１．根根根根固め用固め用固め用固め用袋袋袋袋材材材材        本条項は、高分子系の合成繊維（再生材を含む）を主要構成材料とする袋型根固め用袋 材に適用する。   ２．２．２．２．根根根根固め用固め用固め用固め用袋袋袋袋材の性能材の性能材の性能材の性能        袋型根固め用袋材は、表２－13に示す性能を満足することを確認確認確認確認しなければならない。   ３．３．３．３．根根根根固め用固め用固め用固め用袋袋袋袋材の要材の要材の要材の要求求求求性能の確認性能の確認性能の確認性能の確認                    要求性能の確認確認確認確認は、表２－13に記載する確認方法で行うことを原則とし、受注者は基準 値に適合することを示した公的試験機関の証明書または公的試験機関の試験結果を事前 に監督職員に提出提出提出提出し、確認確認確認確認を受けなければならない。 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工     表２－表２－表２－表２－13131313（（（（1111））））    袋袋袋袋型根型根型根型根固め固め固め固め袋袋袋袋材の要材の要材の要材の要求求求求性能及び確認性能及び確認性能及び確認性能及び確認方方方方法法法法    

［注］※１ 表２－13（1）の確認方法のうち、公的機関による性能確認については、均質性の項目を除き、 １回の実施でよいものとする。 

場  所  項目 要求性能 確認方法 試験方法 基準値 
公  的  試  験  機  関  

強 度  （※１）  必要重量の中詰め材料 を充填し直接クレ－ンで吊り上げても破断しない強度を有すること。  引張試験  （JIS A8960に準拠）  （2ﾄﾝ型） （2重）400Ｎ以上  （1重）700Ｎ以上 （4ﾄﾝ型） （2重）500Ｎ以上  （1重）900Ｎ以上 耐候性 紫外線により劣化した場合も、必要な強度を保持すること。  短期性能型：  験耐候性は求めない。  長期性能型：  耐用年数30年程度 
耐候性試験  （長期性能型のみ）  （JIS L 0842ｵ－ﾌﾟﾝﾌﾚ－ﾑｶ－ﾎﾞﾝｱ－ｸ灯式耐候性試験機により紫外線を7500時間照射後、JIS A8960準拠の引張 試験を実施）  

（2ﾄﾝ型） （2重）200Ｎ以上  （1重）200Ｎ以上  （4ﾄﾝ型） （2重）250Ｎ以上  （1重）250Ｎ以上  耐燃焼性 中詰め材料を充填した状態で網地の燃焼が広がらないこと。 たき火試験  （参考資料参照）  燃焼部以上に延焼しないこと。  環境  適合性  生態系を阻害するような有害物質の溶出がないこと。 煮沸試験  飼育試験  （参考資料参照） 有害物質が溶出しないこと。 均質性 性能を担保する品質の均質性を確保し いること。  材料20000袋当たり1回の引張試験を実施  （JIS A8960に準拠） 「強度」の基準値を満足するこ  と。  発  注  期  間  網目・  網地の  信頼性  中詰め材料の抜け出しや、網地の破断が促進することがないこと。  監督職員による事前確認  中詰め材料が抜け出さない網目  の寸法で、かつ、網目を構成す  る網糸が破断しても解れが連続  的に広がらない加工がなされて  いること。 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   表２－表２－表２－表２－13131313（（（（2222））））    参考参考参考参考資料資料資料資料     ［たき火試験］ 袋型根固め用袋材に中詰め材を充填した後、静置させ上部にたき火用材料を積 み上げてライタ－にて点火する。 
 ［煮沸試験］ 網地を沸水中に浸漬し、下記時間の経過後取り出し網地の質量変化を測定する。 
 ［飼育試験］ 金魚を入れた水槽に網地を浸漬し、下記期間飼育しその生存状態を確認確認確認確認する。 
 

第４節第４節第４節第４節    基礎工基礎工基礎工基礎工        ２－４－１２－４－１２－４－１２－４－１    一般事項一般事項一般事項一般事項      １．適用工種１．適用工種１．適用工種１．適用工種        本節は、基礎工として土台基礎工、基礎工（護岸）、既製杭工、場所打杭工、深礎工、 オ－プンケ－ソン基礎工、ニュ－マチックケ－ソン基礎工、鋼管矢板基礎工その他これら に類する工種について定める。   ２．２．２．２．基礎基礎基礎基礎工の施工工の施工工の施工工の施工        受注者は、切込砂利、砕石基礎工、割ぐり石基礎工の施工においては、床掘り完了後（割 ぐり石基礎には割ぐり石に切込砂利、砕石などの間隙充填材を加え）締固めながら仕上げ なければならない。  ２－４－２２－４－２２－４－２２－４－２    土土土土台台台台基礎基礎基礎基礎工工工工      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        土台基礎工とは、一本土台、片梯子土台、梯子土台及び止杭一本土台をいうものとする。   ２．２．２．２．木木木木製の土製の土製の土製の土台台台台基礎基礎基礎基礎工工工工     受注者は、土台基礎工に木材を使用する場合には、樹皮をはいだ生木を用いなければな らない。  

中詰め材割 栗石150ｍｍ 点火方法 ライタ－ たき火用材料 野原の草木（枯れ草、枯れ木） 
浸漬温度 98±２℃ 浸漬時間 120±10ｍｉｎ 浸漬水 蒸留水 試験体の数 ５個 乾燥温度 105℃ 抽出条件（質量比） 網地：水＝１：500 

金魚の飼育時間 ３ヶ月 飼育条件（質量比） 網地：水＝１：100 金魚の匹数 ３匹 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工     ３．土３．土３．土３．土台台台台基礎基礎基礎基礎工の施工工の施工工の施工工の施工        受注者は、土台基礎工の施工にあたり、床を整正し締固めた後、据付けるものとし、空 隙には、割ぐり石、砕石等を充填しなければならない。   ４．４．４．４．片梯片梯片梯片梯子土子土子土子土台台台台及び及び及び及び梯梯梯梯子土子土子土子土台台台台の施工の施工の施工の施工        受注者は、片梯子土台及び梯子土台の施工にあたっては、部材接合部に隙間が生じない ように土台を組み立てなければならない。   ５．止５．止５．止５．止杭杭杭杭一一一一本本本本土土土土台台台台の施工の施工の施工の施工        受注者は、止杭一本土台の施工にあたっては、上部からの荷重の偏心が生じないように 設置しなければならない。   ６．土６．土６．土６．土台台台台基礎基礎基礎基礎工に用工に用工に用工に用いいいいるるるる木木木木材材材材        受注者は、土台基礎工に用いる木材について設計図書設計図書設計図書設計図書に示されていない場合には、樹皮 をはいだ生松丸太で、有害な腐れ、割れ、曲がり等のない材料を使用しなければならない。   ７．止７．止７．止７．止杭杭杭杭のののの先端先端先端先端        止杭の先端は、角すい形に削るものとし、角すい形の高さは径の1．5倍程度にしなけれ ばならない。  ２－４－３２－４－３２－４－３２－４－３    基礎基礎基礎基礎工工工工    （護（護（護（護岸岸岸岸））））      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        受注者は、基礎工設置のための掘削に際しては、掘り過ぎのないように施工しなければ ならない。   ２．水中打込みの２．水中打込みの２．水中打込みの２．水中打込みの禁禁禁禁止止止止    受注者は、基礎工（護岸）のコンクリ－ト施工において、水中打込みを行ってはならな い。 ３．３．３．３．目目目目地の施工地の施工地の施工地の施工位位位位置置置置        受注者は、基礎工（護岸） の目地の施工位置は設計図書設計図書設計図書設計図書に従って施工しなければならな い。   ４．４．４．４．裏裏裏裏込め材の施工込め材の施工込め材の施工込め材の施工        受注者は、基礎工（護岸）の施工において、裏込め材は、締固め機械等を用いて施工し なければならない。   ５．５．５．５．プレキャプレキャプレキャプレキャスト法スト法スト法スト法留留留留基礎基礎基礎基礎の施工の施工の施工の施工        受注者は、プレキャスト法留基礎の施工に際しては、本条１項及び３項による他、沈等 による法覆工の安定に影響が生じないようにしなければならない。  ２－４－４２－４－４２－４－４２－４－４    既既既既製製製製杭杭杭杭工工工工      １．１．１．１．既既既既製製製製杭杭杭杭工の種類工の種類工の種類工の種類        既製杭工とは、既製コンクリ－ト杭、鋼管杭、及びＨ鋼杭をいうものとする。   ２．２．２．２．既既既既製製製製杭杭杭杭工の工法工の工法工の工法工の工法        既製杭工の工法は、打込み杭工法、中掘り杭工法、プレボ－リング杭工法、鋼管ソイル セメント杭工法または回転杭工法とし、取扱いは本条及び設計図書設計図書設計図書設計図書によらなければならな い。  
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工     ３．３．３．３．試験試験試験試験杭杭杭杭の施工の施工の施工の施工        受注者は、試験杭の施工に際して、設計図書設計図書設計図書設計図書に従って試験杭を施工しなければならな い。また、設計図書設計図書設計図書設計図書に示されていない場合には、各基礎ごとに、試験杭を施工しなけれ ばならない。 なお、設計図書設計図書設計図書設計図書に示されていない場合には、各基礎ごとに、設計図書設計図書設計図書設計図書に示す工事目的 物の基礎杭の一部として使用できるように最初の一本を試験杭として施工してもよい。   ４．施工計画書、施工４．施工計画書、施工４．施工計画書、施工４．施工計画書、施工記記記記録録録録        受注者は、あらかじめ杭の打止め管理方法 （ペン書き法による貫入量、リバウンドの測 定あるいは杭頭計測法による動的貫入抵抗の測定など） 等を定め施工計画書に記載し、施 工にあたり施工記録を整備及び保管し、監督職員の請求があった場合は、速やかに提示提示提示提示す るとともに工事完成時に監督職員へ提出提出提出提出しなければならない。   ５．５．５．５．杭杭杭杭施工跡の埋戻し施工跡の埋戻し施工跡の埋戻し施工跡の埋戻し        受注者は、既製杭工の施工後に、地表面に凹凸や空洞が生じた場合には、第３編２－３ －３作業土工（床掘り・埋戻し）の規定により、これを埋戻さなければならない。   ６．６．６．６．既既既既製製製製杭杭杭杭工の工の工の工の杭杭杭杭頭頭頭頭処理処理処理処理        受注者は、既製杭工の杭頭処理に際して、杭本体を損傷させないように行わなければな らない。   ７．７．７．７．既既既既製製製製杭杭杭杭工の打込み工法の選定工の打込み工法の選定工の打込み工法の選定工の打込み工法の選定        受注者は、既製杭工の打込み方法、使用機械等については打込み地点の土質条件、立地 条件、杭の種類に応じたものを選ばなければならない。   ８．打込み８．打込み８．打込み８．打込みキャキャキャキャッッッッププププ等等等等        受注者は、コンクリ－ト既製杭工の打込みに際し、キャップは杭径に適したものを用い るものとし、クッションは変形のないものを用いなければならない。   ９．９．９．９．杭杭杭杭頭頭頭頭損傷損傷損傷損傷のののの修補修補修補修補        受注者は、既製杭工の施工にあたり、杭頭打込みの打撃等により損傷した場合は、杭の 機能を損なわないように、修補または取り替えなければならない。 10101010．打込み．打込み．打込み．打込み不不不不能の場能の場能の場能の場合合合合の処置の処置の処置の処置        受注者は、既製杭工の施工を行うにあたり、設計図書設計図書設計図書設計図書に示された杭先端の深度に達する 前に打込み不能となった場合は、原因を調査するとともに、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と    協議協議協議協議しなければならない。また、支持力の測定値が、設計図書設計図書設計図書設計図書に示された支持力に達しな    い場合は、受注者は、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議しなければならない。 11111111．中掘り．中掘り．中掘り．中掘り杭杭杭杭工法による工法による工法による工法による既既既既製製製製杭杭杭杭工施工工施工工施工工施工        受注者は、中掘り杭工法で既製杭工を施工する場合には、掘削及び沈設中は土質性状の    変化や杭の沈設状況などを観察し、杭先端部及び杭周辺地盤を乱さないように、沈設する とともに必要に応じて所定の位置に保持しなければならない。また、先端処理については、 試験杭等の打止め条件に基づいて、最終打止め管理を適正に行わなければならない。   12121212．．．．残残残残杭杭杭杭の再使用時のの再使用時のの再使用時のの再使用時の注注注注意意意意        受注者は、既製杭工の打込みを終わり、切断した残杭を再び使用する場合は、設計図書設計図書設計図書設計図書    に関して監督職員の承諾承諾承諾承諾を得なければならない。   13131313．．．．既既既既製コンクリ－ト製コンクリ－ト製コンクリ－ト製コンクリ－ト杭杭杭杭の施工の施工の施工の施工        既製コンクリ－ト杭の施工については、以下の各号の規定によるものとする。 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工       （１）受注者は、杭の適用範囲、杭の取扱い、杭の施工法分類はJIS A 7201（遠心力コ ンクリ－トくいの施工標準）の規格によらなければならない。     （２）受注者は、杭の打込み、埋込みはJIS A7201（遠心力コンクリ－トくいの施工標準）  の規定による。     （３）受注者は、杭の継手はJIS A7201（遠心力コンクリ－トくいの施工標準）の規定に よる。   14141414．．．．杭杭杭杭支持支持支持支持層層層層の確認・の確認・の確認・の確認・記記記記録録録録        受注者は、杭の施工を行うにあたり、JIS A 7201（遠心力コンクリ－トくいの施工標準）    ⑧施工8．3くい施工で、8．3．2埋込み工法を用いる施工の先端処理方法が、セメントミ ルク噴出撹拌方式または、コンクリ－ト打設方式の場合は、杭先端が設計図書設計図書設計図書設計図書に示された 支持層付近に達した時点で支持層の確認確認確認確認をするとともに、確認確認確認確認のための資料を整備及び保 管し、監督職員の請求があった場合は、速やかに提示提示提示提示するとともに、工事完成時に監督職 員へ提出提出提出提出しなければならない。セメントミルクの噴出撹拌方式の場合は、受注者は、過度 の掘削や長時間の撹拌などによって杭先端周辺の地盤を乱さないようにしなければならな い。     また、コンクリ－ト打設方式の場合においては、受注者は、根固めを造成する生コンク    リ－トを打込むにあたり、孔底沈殿物（スライム）を除去した後、トレミ－管などを用い て杭先端部を根固めしなければならない。   11115555．．．．既既既既製コンクリ－ト製コンクリ－ト製コンクリ－ト製コンクリ－ト杭杭杭杭又又又又はははは鋼管鋼管鋼管鋼管杭杭杭杭のののの先端先端先端先端処理処理処理処理        受注者は、既製コンクリ－ト杭または鋼管杭の先端処理をセメントミルク噴出攪拌方式    による場合は、杭基礎施工便覧に示されている工法技術またはこれと同等の工法技術によ    るものとし、受注者は施工に先立ち、当該工法技術について、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員    の承諾承諾承諾承諾を得なければならない。     ただし、最終打撃方式及びコンクリ－ト打設方式はこれらの規定には該当しない。   11116666．．．．セメセメセメセメントントントントミミミミルルルルクの水クの水クの水クの水セメセメセメセメント比ント比ント比ント比        受注者は、既製コンクリ－ト杭の施工を行うにあたり、根固め球根を造成するセメント    ミルクの水セメント比は設計図書設計図書設計図書設計図書に示されていない場合は、60％以上かつ70％以下としな    ければならない。掘削時及びオ－ガ引上げ時に負圧を発生させてボイリングを起こす可能    性がある場合は、杭中空部の孔内水位を常に地下水位より低下させないよう十分注意して    掘削しなければならない。 また、撹拌完了後のオ－ガの引上げに際して、吸引現象を防止する必要がある場合には    、貧配合の安定液を噴出しながら、ゆっくりと引上げなければならない。   11117777．．．．既既既既製コンクリ－ト製コンクリ－ト製コンクリ－ト製コンクリ－ト杭杭杭杭のカットのカットのカットのカットオオオオフフフフ        受注者は、既製コンクリ－ト杭のカットオフの施工にあたっては、杭内に設置されてい    る鉄筋等の鋼材を傷つけないように、切断面が水平となるように行わなければならない。   11118888．．．．殻殻殻殻運搬運搬運搬運搬処理処理処理処理        受注者は、殻運搬処理を行うにあたっては、運搬物が飛散しないように、適正な処置を 行わなければならない。   11119999．鋼管．鋼管．鋼管．鋼管杭杭杭杭及び及び及び及びＨＨＨＨ鋼鋼鋼鋼杭杭杭杭のののの運搬運搬運搬運搬・保管・保管・保管・保管        受注者は、鋼管杭及びＨ鋼杭の運搬、保管にあたっては、杭の表面、Ｈ鋼杭のフラン 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   ジ縁端部、鋼管杭の継手、開先部分などに損傷を与えないようにしなければならない。    また、杭の断面特性を考えて大きなたわみ、変形を生じないようにしなければならない。   20202020．鋼管．鋼管．鋼管．鋼管杭杭杭杭及び及び及び及びＨＨＨＨ鋼鋼鋼鋼杭杭杭杭のののの頭頭頭頭部の切り部の切り部の切り部の切りそそそそろろろろええええ        受注者は、鋼管杭及びＨ鋼杭の頭部を切りそろえる場合には、杭の切断面を水平かつ    平滑に切断し、鉄筋、ずれ止めなどを取付ける時は、確実に施工しなければならない。   21212121．鋼管．鋼管．鋼管．鋼管杭杭杭杭・・・・ＨＨＨＨ鋼鋼鋼鋼杭杭杭杭の現場継手の現場継手の現場継手の現場継手        既製杭工における鋼管杭及びＨ鋼杭の現場継手については、以下の各号の規定による    ものとする。     （１）受注者は、鋼管杭及びＨ鋼杭の現場継手を溶接継手による場合については、ア－ ク溶接継手とし、現場溶接に際しては溶接工の選定及び溶接の管理、指導、検査及 び記録を行う溶接施工管理技術者を常駐させるとともに、以下の規定による。     （２）受注者は、鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接は、JIS Z 3801（手溶接技術検定における試 験方法及び判定基準）に定められた試験のうち、その作業に該当する試験（または 同等以上の検定試験）に合格した者でかつ現場溶接の施工経験が６ヵ月以上の者に 行わさせなければならない。ただし半自動溶接を行う場合は、JIS Z 3841 （半自動 溶接技術検定における試験方法及び判定基準） に定められた試験の種類のうち、そ の作業に該当する試験（またはこれと同等以上の検定試験）に合格した者でなけれ ばならない。     （３）鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接に従事する溶接工は資格証明書を常携し、監督職員が資 格証明書の提示提示提示提示を求めた場合は、これに応じなければならない。また、工事完成時 に監督職員へ写しを提出提出提出提出しなければならない。 なお、受注者は、溶接工の作業従事者の名簿を施工計画書に記載しなければなら ない。 （４）受注者は、鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接には直流または交流ア－ク溶接機を用いるも のとし、二次側に電流計、電圧計を備えておき、溶接作業場にて電流調節が可能で なければならない。     （５）受注者は、降雪雨時、強風時に露天で鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接作業を行ってはな らない。ただし、作業が可能なように、遮へいした場合等には、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して 監督職員の承諾承諾承諾承諾を得て作業を行うことができる。また、気温が５℃以下の時は溶接 を行ってはならない。ただし、気温が－10～＋５℃の場合で、溶接部から100mm以内 の部分がすべて＋36℃以上に予熱した場合は施工できる。     （６）受注者は、鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接部の表面のさび、ごみ、泥土等の有害な付着 物をワイヤブラシ等でみがいて清掃し、乾燥させなければならない。     （７）受注者は、鋼管杭の上杭の建込みにあたっては、上下軸が一致するように行い、 表２－14の許容値を満足するように施工しなければならない。        なお、測定は、上杭の軸方向を直角に近い異なる二方向から行わなければならな い。  
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工    表２－表２－表２－表２－14 14 14 14 現場現場現場現場円円円円周周周周溶接溶接溶接溶接部の部の部の部の目目目目違違違違いいいいのののの許許許許容容容容値値値値 
     （８）受注者は、鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接完了後、溶接箇所について、欠陥の有無の確確確確    認認認認を行わなければならない。なお、確認確認確認確認の結果、発見された欠陥のうち手直しを要 するものについては、グラインダ－またはガウジングなどで完全にはつりとり、再 溶接して補修しなければならない。     （９）受注者は、斜杭の場合の鋼杭及びＨ鋼杭の溶接にあたり、自重により継手が引張 りをうける側から開始しなければならない。     （10）受注者は、本項（７）及び（８）のほか、杭の現場溶接継手に関する溶接条件、 溶接作業、検査結果等の記録を整備及び保管し、監督職員の請求があった場合は、 速やかに提示提示提示提示するとともに、工事完成時に監督職員へ提出提出提出提出しなければならない。     （11）受注者は、Ｈ鋼杭の溶接にあたり、まず下杭のフランジの外側に継目板をあて周 囲をすみ肉溶接した後、上杭を建込み上下杭軸の一致を確認確認確認確認のうえ、継目板を上杭 にすみ肉溶接しなければならない。突合わせ溶接は両側フランジ内側に対しては片 面Ｖ形溶接、ウェブに対しては両面Ｋ形溶接を行わなければならない。ウェブに継 目板を使用する場合、継目板の溶接はフランジと同一の順序とし、杭断面の突合わ せ溶接はフランジ、ウェブとも片面Ｖ形溶接を行わなければならない。 22222222．鋼管．鋼管．鋼管．鋼管杭杭杭杭中掘り中掘り中掘り中掘り杭杭杭杭工法の工法の工法の工法の先端先端先端先端処理処理処理処理     鋼管杭における中掘り杭工法の先端処理については、本条14項15項及び16項の規定によ るものとする。   23232323．鋼管．鋼管．鋼管．鋼管杭杭杭杭防防防防食食食食処置処置処置処置        受注者は、鋼管杭防食を行うにあたり、現地状況に適合した防食を行わなければならな い。   24242424．部材の．部材の．部材の．部材の損傷損傷損傷損傷防止防止防止防止        受注者は、鋼管杭防食の施工を行うにあたり、部材の運搬、保管、打込み時などに部材 を傷付けないようにしなければならない。  ２－４－５２－４－５２－４－５２－４－５    場所打場所打場所打場所打杭杭杭杭工工工工      １．１．１．１．試験試験試験試験杭杭杭杭        受注者は、試験杭の施工に際して、設計図書設計図書設計図書設計図書に従って試験杭を施工しなければならない。 また、設計図書設計図書設計図書設計図書に示されていない場合には、各基礎ごとに、試験杭を施工しなければなら ない。 なお、設計図書設計図書設計図書設計図書に示されていない場合には、各基礎ごとに、設計図書設計図書設計図書設計図書に示す工事目的物 

外 径 許容量 摘   要 700mm未満 2mm以下 上ぐいと下ぐいの外周長の差で表し、 その差を2mm×π以下とする。 700mm以上1016mm以下 3mm以下 上ぐいと下ぐいの外周長の差で表し、 その差を3mm×π以下とする。 1016mmを超え1524mm以下 4mm以下 上ぐいと下ぐいの外周長の差で表し、 その差を4mm×π以下とする。 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   の基礎杭の一部として使用できるように最初の一本を試験杭として施工してもよい。   ２．施工計画書、施工２．施工計画書、施工２．施工計画書、施工２．施工計画書、施工記記記記録録録録        受注者は、杭長決定の管理方法等を定め施工計画書に記載し、施工にあたり施工記録    を整備及び保管し、監督職員の請求があった場合は、速やかに提示提示提示提示するとともに工事完    成時に監督職員へ提出提出提出提出しなければならない。   ３．場所打３．場所打３．場所打３．場所打杭杭杭杭工の施工工の施工工の施工工の施工後後後後の埋戻しの埋戻しの埋戻しの埋戻し        受注者は、場所打杭工の施工後に、地表面に凹凸や空洞が生じた場合には、第３編２－ ３－３作業土工（床掘り・埋戻し）の規定により、これを掘削土等の良質な土を用いて埋 戻さなければならない。   ４．４．４．４．杭杭杭杭頭頭頭頭処理処理処理処理        受注者は、場所打杭工の杭頭処理に際して、杭の本体を損傷させないように行わなけ    ればならない。   ５．機械５．機械５．機械５．機械据据据据付け地盤の付け地盤の付け地盤の付け地盤の整整整整備備備備        受注者は、場所打杭工の施工に使用する掘削機械の作業中の水平度や安定などを確保    するために、据付け地盤を整備しなければならない。掘削機は、杭位置に据付けなけれ    ばならない。   ６．周辺６．周辺６．周辺６．周辺へへへへのののの影響影響影響影響防止防止防止防止        受注者は、場所打杭工の施工を行うにあたり、周辺地盤及び支持層を乱さないように    掘削し、設計図書設計図書設計図書設計図書に示された深度に達する前に掘削不能となった場合は、原因を調査す    るとともに、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して、監督職員と協議協議協議協議しなければならない。   ７．鉛７．鉛７．鉛７．鉛直直直直の保持の保持の保持の保持        受注者は、場所打杭工の施工を行うにあたり、常に鉛直を保持し、所定の深度まで確    実に掘削しなければならない。   ８．掘８．掘８．掘８．掘削削削削速速速速度度度度        受注者は、場所打杭工の施工にあたり、地質に適した速度で掘削しなければならない。 ９．支持地盤の確認９．支持地盤の確認９．支持地盤の確認９．支持地盤の確認                    受注者は、場所打杭工の施工にあたり、設計図書設計図書設計図書設計図書に示した支持地盤に達したことを、掘    削深さ、掘削土砂、地質柱状図及びサンプルなどにより確認確認確認確認し、その資料を整備及び保管 し、監督職員の請求があった場合は、速やかに提示提示提示提示するとともに、工事完成時に監督職員 へ提出提出提出提出しなければならない。また、受注者は、コンクリ－ト打込みに先立ち孔底沈殿物（    スライム）を除去しなければならない。   10101010．．．．鉄筋かご鉄筋かご鉄筋かご鉄筋かごの建込みの建込みの建込みの建込み        受注者は、場所打杭工における鉄筋かごの建込み中及び建込み後に、湾曲、脱落座屈な    どを防止するとともに、鉄筋かごには、設計図書設計図書設計図書設計図書に示されたかぶりが確保できるように、    スペ－サ－を同一深さ位置に４箇所以上、深さ方向５ｍ間隔以下で取付けなければならな    い。   11111111．．．．鉄筋かご鉄筋かご鉄筋かご鉄筋かごの継手の継手の継手の継手        受注者は、場所打杭工における鉄筋かごの継手は重ね継手としなければならない。これ    により難い場合は、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員の承諾承諾承諾承諾を得なければならない。   12121212．．．．鉄筋かご鉄筋かご鉄筋かご鉄筋かごのののの組組組組立立立立てててて        受注者は、場所打杭工における鉄筋かごの組立てにあたっては、形状保持などのための 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   溶接を行ってはならない。ただし、これにより難い場合には監督職員と協議協議協議協議するものとす る。また、コンクリ－ト打込みの際に鉄筋が動かないように堅固なものとしなければなら ない。 なお、鉄筋かごを運搬する場合には、変形を生じないようにしなければならない。   13131313．コンクリ－ト打設．コンクリ－ト打設．コンクリ－ト打設．コンクリ－ト打設        受注者は、場所打杭工のコンクリ－ト打込みにあたっては、トレミ－管を用いたプラン    ジャ－方式によるものとし、打込み量及び打込み高を常に計測しなければならない。これ    により難い場合は、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員の承諾承諾承諾承諾を得なければならない。また、受注    者は、トレミ－管下端とコンクリ－ト立上り高の関係をトレミ－管の位置、コンクリ－ト    打込み数量より検討し、トレミ－管をコンクリ－ト内に打込み開始時を除き、２ｍ以上入    れておかなければならない。   14141414．．．．杭杭杭杭頭頭頭頭の処理の処理の処理の処理        受注者は、場所打杭工の施工にあたり、連続してコンクリ－トを打込み、レイタンス部    分を除いて品質不良のコンクリ－ト部分を見込んで設計図書設計図書設計図書設計図書に示す打上り面より孔内水を    使用しない場合で50㎝以上、孔内水を使用する場合で80cm以上高く打込み、硬化後、設計設計設計設計                図書図書図書図書に示す高さまで取り壊さなければならない。   11115555．．．．オオオオ－－－－ルケルケルケルケ－シン－シン－シン－シンググググ工法の施工工法の施工工法の施工工法の施工        受注者は、オ－ルケ－シング工法の施工におけるケ－シングチュ－ブの引抜きにあたり、    鉄筋かごの共上りを起こさないようにするとともに、引抜き最終時を除き、ケ－シングチ    ュ－ブ下端をコンクリ－ト打設面より２ｍ以上コンクリ－ト内に挿入しておかなければな    らない。   11116666．．．．杭杭杭杭径径径径確認確認確認確認                    受注者は、全ての杭について、床掘完了後（杭頭余盛部の撤去前）に杭頭部の杭径を確確確確    認認認認するとともに、その状況について写真撮影を行い監督職員に提出提出提出提出しなければならない。 その際、杭径が出来形管理基準を満たさない状況が発生した場合は、補修方法等について 監督職員と協議協議協議協議しなければならない。   11117777．水．水．水．水頭差頭差頭差頭差の確保の確保の確保の確保        受注者は、リバ－ス工法、ア－スドリル工法、ダウンザホ－ルハンマ－工法及び大口径 ボ－リングマシン工法の施工にあたり、掘削中には孔壁の崩壊を生じないように、孔内水 位を外水位より低下させてはならない。     また、掘削深度、排出土砂、孔内水位の変動及び安定液を用いる場合の孔内の安定液濃 度、比重等の状況について管理しなければならない。   11118888．．．．鉄筋かご鉄筋かご鉄筋かご鉄筋かご建込み時の建込み時の建込み時の建込み時の溝溝溝溝壁崩壊壁崩壊壁崩壊壁崩壊防止防止防止防止        受注者は、リバ－ス工法、ア－スドリル工法、ダウンザホ－ルハンマ－工法及び大口径 ボ－リングマシン工法において鉄筋かごを降下させるにあたり、孔壁に接触させて孔壁崩 壊を生じさせないようにしなければならない。   11119999．．．．殻殻殻殻運搬運搬運搬運搬処理処理処理処理        受注者は、殻運搬処理を行うにあたっては、運搬物が飛散しないように、適正な処置を 行わなければならない。   20202020．．．．泥泥泥泥水処理水処理水処理水処理        受注者は、泥水処理を行うにあたり、水質汚濁に係わる環境基準について（環境省告示）、 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   都道府県公害防止条例等に従い、適切に処理を行わなければならない。   21212121．．．．杭杭杭杭土処理土処理土処理土処理        受注者は杭土処理を行うにあたり、適切な方法及び機械を用いて処理しなければなら    ない。   22222222．地．地．地．地下下下下水水水水へへへへのののの影響影響影響影響防止防止防止防止        受注者は、周辺地域の地下水利用状況等から作業に伴い水質水量等に影響を及ぼすお    それのある場合には、あらかじめその調査・対策について設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と    協議協議協議協議しなければならない。   23232323．．．．泥泥泥泥水・水・水・水・油脂油脂油脂油脂等の等の等の等の飛飛飛飛散散散散防止防止防止防止        受注者は、基礎杭施工時における泥水・油脂等が飛散しないようにしなければならな    い。  ２－４－６２－４－６２－４－６２－４－６    深深深深礎礎礎礎工工工工      １．仮１．仮１．仮１．仮巻巻巻巻コンクリ－トコンクリ－トコンクリ－トコンクリ－ト        受注者は、仮巻コンクリ－トの施工を行う場合は、予備掘削を行いコンクリ－トはライ    ナ－プレ－トと隙間無く打設しなければならない。   ２．２．２．２．深深深深礎礎礎礎掘掘掘掘削削削削        受注者は、深礎掘削を行うにあたり、常に鉛直を保持し支持地盤まで連続して掘削する    とともに、余掘りは最小限にしなければならない。また、常に孔内の排水を行わなければ ならない。   ３．土３．土３．土３．土留留留留工工工工        受注者は、掘削孔の全長にわたって土留工を行い、かつ撤去してはならない。これによ り難い場合は、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議しなければならない。また、土留材は脱 落、変形及び緩みのないように組立てなければならない。 なお、掘削完了後、支持地盤の地質が水を含んで軟化するおそれがある場合には、速や かに孔底をコンクリ－トで覆わなければならない。 ４．支持地盤の確認４．支持地盤の確認４．支持地盤の確認４．支持地盤の確認                    受注者は、孔底が設計図書設計図書設計図書設計図書に示す支持地盤に達したことを、掘削深度、掘削土砂、地質 柱状図などにより確認確認確認確認し、その資料を整備及び保管し、監督職員の請求があった場合は、 速やかに提示提示提示提示するとともに、工事完成時に監督職員へ提出提出提出提出しなければならない。   ５．コ５．コ５．コ５．コンクリ－ト打設ンクリ－ト打設ンクリ－ト打設ンクリ－ト打設        受注者は、コンクリ－ト打設にあたっては、打込み量及び打込み高を常に計測しなけれ    ばならない。   ６．６．６．６．鉄筋組鉄筋組鉄筋組鉄筋組立立立立てててて        受注者は、深礎工において鉄筋を組立てる場合は、適切な仮設計画のもと所定の位置に 堅固に組立てるとともに、曲がりやよじれが生じないように、土留材に固定しなければな らない。ただし、鉄筋の組立てにおいては、組立て上の形状保持のための溶接を行っては ならない。   ７．７．７．７．鉄筋鉄筋鉄筋鉄筋の継手の継手の継手の継手        軸方向鉄筋の継手は機械式継手とし、せん断補強鉄筋は重ね継手又は機械式継手とする。 これにより難い場合は、監督職員の承諾承諾承諾承諾を得なければならない。   
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工    ８．８．８．８．裏裏裏裏込込込込注入注入注入注入        受注者は、土留め材と地山との間に生じた空隙部には、全長にわたって裏込注入をおこ    なわなければならない。なお、裏込注入材料が設計図書設計図書設計図書設計図書に示されていない場合には、監督    職員の承諾承諾承諾承諾を得なければならない。   ９．９．９．９．裏裏裏裏込材込材込材込材注入注入注入注入圧圧圧圧力力力力        裏込材注入圧力は、低圧（0．1N／mm2程度） とするが、これにより難い場合は、施工に 先立って監督職員の承諾承諾承諾承諾を得なければならない。   10101010．．．．湧湧湧湧水処理水処理水処理水処理        受注者は、掘削中に湧水が著しく多くなった場合には、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協協協協                議議議議しなければならない。   11111111．．．．ライナライナライナライナ－－－－プレプレプレプレ－トの－トの－トの－トの組組組組立立立立てててて        受注者は、ライナ－プレ－トの組立にあたっては、偏心と歪みを出来るだけ小さくする    ようにしなければならない。   12121212．施工計画書、施工．施工計画書、施工．施工計画書、施工．施工計画書、施工記記記記録録録録        受注者は、グラウトの注入方法については、施工計画書に記載し、施工にあたっては施    工記録を整備保管し、監督職員の請求があった場合は速やかに提示提示提示提示するとともに、工事完    成時に監督職員へ提出提出提出提出しなければならない。   13131313．．．．殻殻殻殻運搬運搬運搬運搬処理処理処理処理        受注者は、殻運搬処理を行うにあたっては、運搬物が飛散しないように、適正な処置を 行わなければならない。 ２－４－７２－４－７２－４－７２－４－７    オオオオ－－－－ププププンンンンケケケケ－－－－ソソソソンンンン基礎基礎基礎基礎工工工工      １．施工計画書１．施工計画書１．施工計画書１．施工計画書        受注者は、オ－プンケ－ソンのコンクリ－ト打込み、１ロットの長さ、ケ－ソン内の掘 削方法、載荷方法等については、施工計画書に記載しなければならない。   ２．２．２．２．刃刃刃刃口口口口金物金物金物金物据据据据付け付け付け付け        受注者は、不等沈下を起こさないよう刃口金物据付けを行わなければならない。   ３．１３．１３．１３．１ロロロロットットットットのコンクリ－トののコンクリ－トののコンクリ－トののコンクリ－トの連連連連続続続続打設打設打設打設        受注者は、オ－プンケ－ソンの１ロットのコンクリ－トが、水密かつ必要によっては気 密な構造となるように、連続して打込まなければならない。   ４．施工４．施工４．施工４．施工記記記記録録録録のののの整整整整備、保管備、保管備、保管備、保管        受注者は、オ－プンケ－ソンの施工にあたり、施工記録を整備及び保管し、監督職員の 請求があった場合は、速やかに提示提示提示提示するとともに工事完成時に監督職員へ提出提出提出提出しなければ ならない。   ５．５．５．５．火薬火薬火薬火薬類の使用類の使用類の使用類の使用        受注者は、オ－プンケ－ソン基礎工の掘削沈下を行うにあたり、火薬類を使用する必要 が生じた場合は、事前に設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議しなければならない。 なお、火薬類の使用によってみだりに周辺地盤を乱さないようにしなければならない。   ６．６．６．６．オオオオ－－－－ププププンンンンケケケケ－－－－ソソソソンのンのンのンの沈下沈下沈下沈下促進促進促進促進        受注者は、オ－プンケ－ソンの沈下促進を行うにあたり、全面を均等に、中央部からで きるだけ対称に掘り下げ、トランシット等で観測し移動や傾斜及び回転が生じないように、 矯正しながら施工しなければならない。オ－プンケ－ソン施工長及び沈下量は、オ－プン 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   ケ－ソン外壁に刃口からの長さを記入し、これを観測し、急激な沈下を生じないように施 工しなければならない。   ７．過７．過７．過７．過堀堀堀堀のののの禁禁禁禁止止止止        受注者は、オ－プンケ－ソンの沈下促進にあたり、刃先下部に過度の掘り起こしをして はならない。著しく沈下が困難な場合には、原因を調査するとともに、その処理方法につ いて、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議しなければならない。   ８．８．８．８．最終最終最終最終沈下沈下沈下沈下直直直直前前前前の掘の掘の掘の掘削削削削        受注者は、オ－プンケ－ソンの最終沈下直前の掘削にあたっては、刃口周辺部から中央 部に向って行い、中央部の深掘りは避けなければならない。   ９．支持地盤の確認９．支持地盤の確認９．支持地盤の確認９．支持地盤の確認                    受注者は、オ－プンケ－ソンが設計図書設計図書設計図書設計図書に示された深度に達したときは、ケ－ソン底面 の乱された地盤の底ざらいを行い、支持地盤となる地山及び土質柱状図に基づき底面の支 持地盤条件が設計図書設計図書設計図書設計図書を満足することを確認確認確認確認し、その資料を整備及び保管し、監督職員の 請求があった場合は、速やかに提示提示提示提示するとともに、工事完成時に監督職員へ提出提出提出提出しなけれ ばならない。   10101010．．．．底底底底版版版版コンクリ－ト打設準備コンクリ－ト打設準備コンクリ－ト打設準備コンクリ－ト打設準備        受注者は、底版コンクリ－トを打込む前に刃口より上にある土砂を掘削しなければなら ない。さらに刃先下部の掘越した部分はコンクリ－トで埋戻さなければならない。また陸 掘りの場合を除き、水中コンクリ－トは、オ－プンケ－ソン内の水位の変動がないことを 確認確認確認確認したうえ、トレミ－管またはコンクリ－トポンプ等を用いて打込むものとする。    この場合、管の先端は常に打込まれたコンクリ－ト中に貫入された状態にしておかなけれ    ばならない。   11111111．掘．掘．掘．掘削削削削時の時の時の時の注注注注意意意意        受注者は、機械により掘削する場合には、作業中、オ－プンケ－ソンに衝撃を与えない    ようにしなければならない。   12121212．．．．オオオオ－－－－ププププンンンンケケケケ－－－－ソソソソン内のン内のン内のン内の湛湛湛湛水処理水処理水処理水処理        受注者は、底版コンクリ－ト打込みの後、オ－プンケ－ソン内の湛水を排除してはなら    ない。   13131313．中．中．中．中詰詰詰詰充填充填充填充填の施工の施工の施工の施工        受注者は、中詰充填を施工するにあたり、オ－プンケ－ソン内の水位を保った状態で密 実に行わなければならない。   14141414．止水．止水．止水．止水壁壁壁壁取取取取壊壊壊壊しししし        受注者は、止水壁取壊しを行うにあたり、構造物本体及びオ－プンケ－ソンを損傷させ ないよう、壁内外の外力が釣り合うよう注水、埋戻しを行わなければならない。   11115555．．．．殻殻殻殻運搬運搬運搬運搬処理処理処理処理        受注者は、殻運搬処理を行うにあたっては、運搬物が飛散しないように、適正な処置を 行わなければならない。  ２－４－８２－４－８２－４－８２－４－８    ニュニュニュニュ－－－－ママママチックチックチックチックケケケケ－－－－ソソソソンンンン基礎基礎基礎基礎工工工工      １．施工計画書１．施工計画書１．施工計画書１．施工計画書        受注者は、ニュ－マチックケ－ソンのコンクリ－ト打込み、１ロットの長さ、ケ－ソン 内の掘削方法、載荷方法等については、施工計画書に記載しなければならない。    
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   ２．１２．１２．１２．１ロロロロットコンクリ－トのットコンクリ－トのットコンクリ－トのットコンクリ－トの連連連連続続続続打設打設打設打設        受注者は、ニュ－マチックケ－ソンの１ロットのコンクリ－トが、水密かつ必要によっ    ては気密な構造となるように、連続して打込まなければならない。   ３３３３．施工．施工．施工．施工記記記記録録録録のののの整整整整備、保管備、保管備、保管備、保管        受注者は、ニュ－マチックケ－ソンの施工にあたり、施工記録を整備及び保管し、監督 職員の請求があった場合は、速やかに提示提示提示提示するとともに、工事完成時に監督職員へ提出提出提出提出し             なければならない。   ４．４．４．４．ママママンンンンロロロロック及びック及びック及びック及びママママテテテテリアリアリアリアルロルロルロルロックックックック        通常安全施工上の面から、ニュ－マチックケ－ソン１基につき、作業員の出入りのため    のマンロックと、材料の搬入搬出、掘削土砂の搬出のためのマテリアルロックの２本以上    のシャフトが計画されるが、受注者は、１本のシャフトしか計画されていない場合で、施    工計画の検討により、２本のシャフトを設置することが可能と判断されるときには、その    設置方法について、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議しなければならない。   ５．５．５．５．ニュニュニュニュ－－－－ママママチックチックチックチックケケケケ－－－－ソソソソンンンン沈下沈下沈下沈下促進促進促進促進        受注者は、ニュ－マチックケ－ソン沈下促進を行うにあたり、ケ－ソン自重、載荷荷重、    摩擦抵抗の低減などにより行わなければならない。やむを得ず沈下促進に減圧沈下を併用    する場合は、工事着手前に設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員の承諾承諾承諾承諾を得るとともに、施工にあた ってはケ－ソン本体及び近接構造物に障害を与えないようにしなければならない。 ６．掘６．掘６．掘６．掘削沈削沈削沈削沈設管理設管理設管理設管理        受注者は、掘削沈設を行うにあたり、施工状況、地質の状態などにより沈下関係図を適 宜修正しながら行い、ニュ－マチックケ－ソンの移動傾斜及び回転を生じないように施工 するとともに、急激な沈下を避けなければならない。   ７．７．７．７．底底底底面地盤の支持面地盤の支持面地盤の支持面地盤の支持力と力と力と力と地盤反地盤反地盤反地盤反力係力係力係力係数数数数        受注者は、ニュ－マチックケ－ソンが設計図書設計図書設計図書設計図書に示された深度に達したときは底面地盤 の支持力と地盤反力係数を確認確認確認確認するために平板載荷試験を行い、当該ケ－ソンの支持に関 して設計図書設計図書設計図書設計図書との適合を確認確認確認確認するとともに、確認確認確認確認のための資料を整備及び保管し、監督職 員の請求があった場合は、速やかに提示提示提示提示するとともに、工事完成時に監督職員へ提出提出提出提出しな ければならない。   ８．中埋コンクリ－ト施工８．中埋コンクリ－ト施工８．中埋コンクリ－ト施工８．中埋コンクリ－ト施工前前前前の作業の作業の作業の作業        受注者は、中埋コンクリ－トを施工する前にあらかじめニュ－マチックケ－ソン底面地 盤の不陸整正を行い、作業室内部の刃口や天井スラブ、シャフト及びエアロックに付着し ている土砂を除去するなど、作業室内を清掃しなければならない。   ９．中埋コンクリ－トの打設９．中埋コンクリ－トの打設９．中埋コンクリ－トの打設９．中埋コンクリ－トの打設        受注者は、中埋コンクリ－トを施工するにあたり、室内の気圧を管理しながら、作業に 適するワ－カビリティ－の中埋コンクリ－トを用いて、刃口周辺から中央へ向って打込み、 打込み後24時間以上、気圧を一定に保ち養生し、断気しなければならない。   10101010．．．．砂砂砂砂セセセセントントントントルルルルのののの構造構造構造構造        受注者は、刃口及び作業室天井スラブを構築するにあたり、砂セントルは全荷重に対し て十分に堅固な構造としなければならない。   11111111．．．．砂砂砂砂セセセセントントントントルルルルのののの解解解解体体体体        受注者は、砂セントルを解体するにあたり、打設したコンクリ－トの圧縮強度が14 Ｎ 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工      ／mm2以上かつコンクリ－ト打設後３日以上経過した後に行わなければならない。   12121212．止水．止水．止水．止水壁壁壁壁取取取取壊壊壊壊しししし        受注者は、止水壁取壊しを行うにあたり、構造物本体及びニュ－マチックケ－ソンを損 傷させないよう、壁内外の外力が釣り合うよう注水、埋戻しを行わなければならない。   13131313．．．．殻殻殻殻運搬運搬運搬運搬処理処理処理処理        受注者は、殻運搬処理を行うにあたっては、運搬物が飛散しないように、適正な処置を 行わなければならない。  ２－４－９２－４－９２－４－９２－４－９    鋼管矢板鋼管矢板鋼管矢板鋼管矢板基礎基礎基礎基礎工工工工      １．１．１．１．試験試験試験試験杭杭杭杭の施工の施工の施工の施工        受注者は、鋼管矢板基礎工の施工においては、設計図書設計図書設計図書設計図書に従って試験杭として鋼管矢板 を施工しなければならない。また、設計図書設計図書設計図書設計図書に示されていない場合には、各基礎ごとに、 試験杭として鋼管矢板を施工しなければならない。 なお、設計図書設計図書設計図書設計図書に示されていない場合には、各基礎ごとに、設計図書設計図書設計図書設計図書に示す工事目的物 の基礎杭の一部として使用できるように最初の一本を試験杭として施工してもよい。 ２．施工計画書、施工２．施工計画書、施工２．施工計画書、施工２．施工計画書、施工記記記記録録録録        受注者は、施工前に杭長決定の管理方法等を定め施工計画書に記載し施工にあたり施工    記録を整備及び保管し、監督職員の請求があった場合は、速やかに提示提示提示提示するとともに工事    完成時に監督職員へ提出提出提出提出しなければならない。   ３．３．３．３．プレボプレボプレボプレボ－リン－リン－リン－リンググググの取の取の取の取扱い扱い扱い扱い        プレボ－リングの取扱いは、設計図書設計図書設計図書設計図書によらなければならない。 ４．４．４．４．杭杭杭杭頭頭頭頭損傷損傷損傷損傷のののの修補修補修補修補        受注者は、鋼管矢板基礎工の施工にあたり、杭頭打込みの打撃等により損傷した場合は、 杭の機能を損なわないように、修補または取り替えなければならない。   ５．５．５．５．杭杭杭杭施工跡の埋戻し施工跡の埋戻し施工跡の埋戻し施工跡の埋戻し        受注者は、鋼管矢板の施工後に、地表面に凹凸や空洞が生じた場合には、第３編２－３    －３作業土工（床掘り・埋戻し）の規定により、これを埋戻さなければならない。   ６．鋼管矢板施工法の選定６．鋼管矢板施工法の選定６．鋼管矢板施工法の選定６．鋼管矢板施工法の選定        受注者は、鋼管矢板の施工にあたり、打込み方法、使用機械等については打込み地点の    土質条件、立地条件、杭の種類に応じたものを選ばなければならない。   ７．打込み７．打込み７．打込み７．打込み不不不不能時の処置能時の処置能時の処置能時の処置        受注者は、鋼管矢板の施工にあたり、設計図書設計図書設計図書設計図書に示された深度に達する前に打込み不能    となった場合は、原因を調査するとともに、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議しなければ    ならない。また、設計図書設計図書設計図書設計図書に示された深度における支持力の測定値が、設計図書設計図書設計図書設計図書に示され    た支持力に達しない場合は、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議しなければならない。   ８．鋼管矢板の８．鋼管矢板の８．鋼管矢板の８．鋼管矢板の運搬運搬運搬運搬保管保管保管保管        受注者は、鋼管矢板の運搬、保管にあたっては、杭の表面、継手、開先部分などに損傷    を与えないようにしなければならない。また矢板の断面特性を考えて大きなたわみ、変形    を生じないようにしなければならない。   ９．９．９．９．杭杭杭杭頭頭頭頭部の切り部の切り部の切り部の切りそそそそろろろろええええ        受注者は、杭の頭部を切りそろえる場合には、杭の切断面を水平かつ平滑に切断し、鉄    筋、ずれ止めなどを取り付ける時は、確実に施工しなければならない。 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工     10101010．．．．残残残残杭杭杭杭の再使用の場の再使用の場の再使用の場の再使用の場合合合合の処置の処置の処置の処置        受注者は、鋼管矢板の打込みを終わり、切断した残杭を再び使用する場合は、設計図書設計図書設計図書設計図書    に関して監督職員の承諾承諾承諾承諾を得なければならない。   11111111．鋼管矢板の．鋼管矢板の．鋼管矢板の．鋼管矢板の溶接溶接溶接溶接        鋼管矢板基礎工において鋼管矢板の溶接を行う場合については、以下の各号の規定によ    るものとする。 （１）受注者は、鋼管矢板の現場継手を溶接継手による場合については、ア－ク溶接継 手とし、現場溶接に際しては溶接工の選定及び溶接の管理、指導、検査及び記録を 行う溶接施工管理技術者を常駐させなければならない。     （２）受注者は、鋼管矢板の溶接については、JIS Z 3801（手溶接技術検定における試 験方法及び判定基準）に定められた試験のうち、その作業に該当する試験（または 同等以上の検定試験）に合格した者で、かつ現場溶接の施工経験が６ヵ月以上の者 に行わさせなければならない。 ただし半自動溶接を行う場合は、JIS Z 3841 （半 自動溶接技術検定における試験方法及び判定基準）に定められた試験の種類のうち、 その作業に該当する試験（またはこれと同等以上の検定試験）に合格した者でなけ ればならない。     （３）鋼管矢板の溶接に従事する溶接工は資格証明書を常携し、監督職員が資格証明書 の提示提示提示提示を求めた場合は、これに応じなければならない。また、工事完成時に監督職 員へ写しを提出提出提出提出しなければならない。    なお、受注者は、溶接工の作業従事者の名簿を施工計画書に記載しなければなら ない。     （４）受注者は、鋼管矢板の溶接には直流または交流ア－ク溶接機を用いるものとし、 二次側に電流計、電圧計を備えておき、溶接作業場にて電流調節が可能でなければ ならない。     （５）受注者は、降雪雨時、強風時に露天で鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接作業を行ってはな らない。ただし、作業が可能なように、遮へいした場合等には、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して 監督職員の承諾承諾承諾承諾を得て作業を行うことができる。また、気温が５℃以下の時は溶接 を行ってはならない。ただし、気温が－10～＋５℃の場合で、溶接部から100mm以内 の部分がすべて＋36℃以上に予熱した場合は施工できる。     （６）受注者は、鋼管矢板の溶接部の表面のさび、ごみ、泥土等の有害な付着物をワイ ヤブラシ等でみがいて清掃し、乾燥させなければならない。     （７）受注者は、鋼管矢板の上杭の建込みにあたっては、上下軸が一致するように行い、 表２－15の許容値を満足するように施工しなければならない。 なお、測定は、上杭の軸方向を直角に近い異なる二方向から行わなければならな い。  
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工         表２－表２－表２－表２－11115555    現場現場現場現場円円円円周周周周溶接溶接溶接溶接部の部の部の部の目目目目違違違違いいいいのののの許許許許容容容容値値値値    
    （８）受注者は、鋼管矢板の溶接完了後、設計図書設計図書設計図書設計図書に示された方法、個数につき、指定 された箇所について欠陥の有無を確認確認確認確認しなければならない。 なお、確認確認確認確認の結果、発見された欠陥のうち手直しを要するものについては、その 箇所をグラインダ－またはガウジングなどで完全にはつりとり再溶接して補修しな ければならない。 （９）受注者は、本項（７）及び（８）のほか、杭の現場溶接継手に関する溶接条件、 溶接作業、検査結果等の記録を整備及び保管し、監督職員の要請があった場合は、 速やかに提示提示提示提示するとともに工事完成時に監督職員へ提出提出提出提出しなければならない。   12121212．導材の設置．導材の設置．導材の設置．導材の設置        受注者は、鋼管矢板の打込みにあたり、導枠と導杭から成る導材を設置しなければなら ない。導材は、打込み方法に適した形状で、かつ堅固なものとする。 13131313．建込み．建込み．建込み．建込み精精精精度度度度管理管理管理管理        受注者は、鋼管矢板の建込みに際しては、導枠のマ－キング位置に鋼管矢板を設置し、    トランシットで二方向から鉛直性を確認確認確認確認しながら施工しなければならない。受注者は、打    込みを行う際には、鋼管矢板を閉合させる各鋼管矢板の位置決めを行い、建込みや精度を    確認確認確認確認後に行わなければならない。建込み位置にずれや傾斜が生じた場合には、鋼管矢板を    引抜き、再度建込みを行わなければならない。   14141414．．．．頂頂頂頂部の処置部の処置部の処置部の処置        受注者は、鋼管矢板打込み後、頂部の処置については設計図書設計図書設計図書設計図書によらなければならない。   11115555．継手部の処置．継手部の処置．継手部の処置．継手部の処置        受注者は、鋼管矢板の継手管内は、ウォ－タ－ジェットなどにより排土し、設計図書設計図書設計図書設計図書の    定めによる中詰材を直ちに充填しなければならない。   11116666．鋼管矢板掘．鋼管矢板掘．鋼管矢板掘．鋼管矢板掘削削削削時の時の時の時の注注注注意意意意        受注者は、鋼管矢板の掘削を行うにあたっては、鋼管矢板及び支保等に衝撃を与えない    ようにしなければならない。   11117777．中．中．中．中詰詰詰詰コンクリ－ト打設コンクリ－ト打設コンクリ－ト打設コンクリ－ト打設前前前前準備準備準備準備        受注者は、鋼管矢板本体部の中詰コンクリ－トの打込みに先立ち、鋼管矢板本体内の土    砂等を取り除かなければならない。   11118888．中．中．中．中詰詰詰詰コンクリ－トの打設コンクリ－トの打設コンクリ－トの打設コンクリ－トの打設        受注者は、鋼管矢板基礎工の中詰コンクリ－トの打込みにおいては、材料分離を生じさ 

外   径 許容量 摘    要 700mm未満 2mm以下 上ぐいと下ぐいの外周長の差で表し、 その差を2mm×π以下とする。 700mm以上1016mm以下 3mm以下 上ぐいと下ぐいの外周長の差で表し、 その差を3mm×π以下とする。 1016mmを超え1524mm以下 4mm以下 上ぐいと下ぐいの外周長の差で表し、 その差を4mm×π以下とする。 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工      せないように施工しなければならない。   11119999．．．．底底底底盤コンクリ－トの打設盤コンクリ－トの打設盤コンクリ－トの打設盤コンクリ－トの打設前前前前準備準備準備準備        受注者は、底盤コンクリ－トの打込みに先立ち、鋼管矢板表面に付着している土砂等の    掃除を行い、これを取り除かなければならない。   20202020．．．．頂頂頂頂版接合版接合版接合版接合部材の部材の部材の部材の溶接溶接溶接溶接        受注者は、鋼管矢板本体に頂版接合部材を溶接する方式の場合は、鋼管矢板表面の泥土、    水分、油、さび等の溶接に有害なものを除去するとともに、排水及び換気に配慮して行わ    なければならない。   21212121．．．．頂頂頂頂版版版版コンクリ－トの打設コンクリ－トの打設コンクリ－トの打設コンクリ－トの打設前前前前準備準備準備準備        受注者は、鋼管矢板基礎工の頂版コンクリ－トの打込みに先立ち、鋼管矢板表面及び頂    版接合部材に付着している土砂等の掃除を行い、これを取り除かなければならない。   22222222．仮締切部鋼管矢板切．仮締切部鋼管矢板切．仮締切部鋼管矢板切．仮締切部鋼管矢板切断断断断時の時の時の時の注注注注意意意意        受注者は、鋼管矢板基礎工の仮締切り兼用方式の場合、頂版・躯体完成後の仮締切部鋼    管矢板の切断にあたっては、設計図書設計図書設計図書設計図書及び施工計画書に示す施工方法・施工順序に従い、    躯体に悪影響を及ぼさないように行わなければならない。   23232323．．．．殻殻殻殻運搬運搬運搬運搬処理処理処理処理        受注者は、殻運搬処理を行うにあたっては、運搬物が飛散しないように、適正な処置を 行わなければならない。 24242424．間．間．間．間詰詰詰詰コンクリ－トの施工コンクリ－トの施工コンクリ－トの施工コンクリ－トの施工        受注者は、鋼管矢板基礎工の間詰コンクリ－トの施工にあたり、腹起しと鋼管矢板の隙    間に密実に充填しなければならない。   22225555．間．間．間．間詰詰詰詰コンクリ－トのコンクリ－トのコンクリ－トのコンクリ－トの撤撤撤撤去去去去        受注者は、鋼管矢板基礎工の間詰コンクリ－トの撤去にあたっては、鋼管矢板への影響 を避け、この上でコンクリ－ト片等が残留しないように行わなければならない。  
第５節第５節第５節第５節    石・ブロック積（張）工石・ブロック積（張）工石・ブロック積（張）工石・ブロック積（張）工     ２－５－１２－５－１２－５－１２－５－１    一般事項一般事項一般事項一般事項      １．適用工種１．適用工種１．適用工種１．適用工種        本節は、石・ブロック積（張）工として作業土工（床掘り、埋戻し）、コンクリ－トブ ロック工、緑化ブロック工、石積（張）工その他これらに類する工種について定める。   ２．付２．付２．付２．付着着着着物の物の物の物の除除除除去去去去        受注者は、石・ブロック積（張）工の施工に先立ち、石・ブロックに付着したごみ、泥 等の汚物を取り除かなければならない。   ３．３．３．３．積積積積み上げ時のみ上げ時のみ上げ時のみ上げ時の注注注注意意意意        受注者は、石・ブロック積（張）工の施工にあたっては、等高を保ちながら積み上げな ければならない。   ４．水抜き４．水抜き４．水抜き４．水抜き孔孔孔孔        受注者は、コンクリ－トブロック工及び石積（張）工の水抜き孔を設計図書設計図書設計図書設計図書に基づいて 施工するとともに、勾配について定めがない場合には、２％程度の勾配で設置しなければ ならない。 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工       なお、これにより難い場合は、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議しなければならない。   ５．５．５．５．谷谷谷谷積積積積        受注者は、コンクリ－トブロック工及び石積（張）工の施工にあたり、設計図書設計図書設計図書設計図書に示さ れていない場合は谷積としなければならない。 

図２－４図２－４図２－４図２－４    谷谷谷谷    積積積積        ６．６．６．６．裏裏裏裏込め込め込め込め        受注者は、裏込めに割ぐり石を使用する場合は、クラッシャラン等で間隙を充填しなけ ればならない。   ７．７．７．７．端末端末端末端末部及び部及び部及び部及び曲曲曲曲線部等の処置線部等の処置線部等の処置線部等の処置        受注者は、端末部及び曲線部等で間隙が生じる場合は、半ブロックを用いるものとし、    半ブロックの設置が難しい場合は、コンクリ－ト等を用いて施工しなければならない。    ８．８．８．８．端端端端部保護ブ部保護ブ部保護ブ部保護ブロロロロック及びック及びック及びック及び天天天天端端端端コンクリ－ト施工時のコンクリ－ト施工時のコンクリ－ト施工時のコンクリ－ト施工時の注注注注意意意意        受注者は、端部保護ブロック及び天端コンクリ－トの施工にあたっては、裏込め材の流    出、地山の漏水や浸食等が生じないようにしなければならない。      ９．９．９．９．石石石石・ブ・ブ・ブ・ブロロロロックックックック積積積積（（（（張張張張）工の）工の）工の）工の基礎基礎基礎基礎        受注者は、石・ブロック積（張）工の基礎の施工にあたっては、沈下、壁面の変形など の石・ブロック積（張）工の安定に影響が生じないようにしなければならない。  ２－５－２２－５－２２－５－２２－５－２    作業土工（床掘り・埋戻し）作業土工（床掘り・埋戻し）作業土工（床掘り・埋戻し）作業土工（床掘り・埋戻し）        作業土工の施工については、第３編２－３－３作業土工（床掘り・埋戻し）の規定によ る。  ２－５－３２－５－３２－５－３２－５－３    コンクリ－トブコンクリ－トブコンクリ－トブコンクリ－トブロロロロック工ック工ック工ック工      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        コンクリ－トブロック工とは、コンクリ－トブロック積、コンクリ－トブロック張り、    連節ブロック張り及び天端保護ブロックをいうものとする。   ２．コンクリ－トブ２．コンクリ－トブ２．コンクリ－トブ２．コンクリ－トブロロロロックックックック積積積積        コンクリ－トブロック積とは、プレキャストコンクリ－トブロックによって練積された もので、法勾配が１：１より急なものをいうものとする。     コンクリ－トブロック張りとは、プレキャストブロックを法面に張りつけた、法勾配が    １：１若しくは１：１よりゆるやかなものをいうものとする。   ３．コンクリ－トブ３．コンクリ－トブ３．コンクリ－トブ３．コンクリ－トブロロロロックックックック張張張張りのりのりのりの基礎基礎基礎基礎        受注者は、コンクリ－トブロック張りの施工に先立って、砕石、割ぐり石またはクラッ 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工      シャランを敷均し、締固めを行わなければならない。また、ブロックは凹凸なく張込まな    ければならない。  ４．コンクリ－トブ４．コンクリ－トブ４．コンクリ－トブ４．コンクリ－トブロロロロック工のック工のック工のック工の空空空空張張張張のののの積積積積上げ上げ上げ上げ        受注者は、コンクリ－トブロック工の空張の積上げにあたり、胴がい及び尻がいを用い    て固定し、胴込め材及び裏込め材を充填した後、天端付近に著しい空げきが生じないよう に入念に施工し、締固めなければならない。   ５．コンクリ－トブ５．コンクリ－トブ５．コンクリ－トブ５．コンクリ－トブロロロロック工のック工のック工のック工の練練練練積積積積又又又又はははは練練練練張張張張の施工の施工の施工の施工        受注者は、コンクリ－トブロック工の練積または練張の施工にあたり、合端を合わせ尻    かいを用いて固定し、胴込めコンクリ－トを充填した後に締固め、合端付近に空隙が生じ ないようにしなければならない。   ６．６．６．６．裏裏裏裏込めコンクリ－ト込めコンクリ－ト込めコンクリ－ト込めコンクリ－ト        受注者は、コンクリ－トブロック工の練積における裏込めコンクリ－トは、設計図書設計図書設計図書設計図書に    示す厚さを背面に確保するために、裏型枠を設けて打設しなければならない。ただし、コ ンクリ－ト打設した後に、裏型枠を抜き取り、隙間を埋めておかなければならない。 なお、これにより難い場合は、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議しなければならない。   ７．７．７．７．伸縮目伸縮目伸縮目伸縮目地地地地、水抜き、水抜き、水抜き、水抜き孔孔孔孔の施工の施工の施工の施工        受注者は、コンクリ－トブロック工の練積または練張における伸縮目地、水抜き孔など の施工にあたり、施工位置については設計図書設計図書設計図書設計図書に従って施工しなければならない。 なお、これにより難い場合は、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議しなければならない。 ８．８．８．８．合端合端合端合端の施工の施工の施工の施工        受注者は、コンクリ－トブロック工の練積または練張における合端の施工にあたり、モ ルタル目地を塗る場合は、あらかじめ、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員の承諾承諾承諾承諾を得なければな らない。           図２－５図２－５図２－５図２－５    コンクリ－トブコンクリ－トブコンクリ－トブコンクリ－トブロロロロック工ック工ック工ック工       ９．９．９．９．末端末端末端末端部及び部及び部及び部及び曲曲曲曲線部等の処置線部等の処置線部等の処置線部等の処置        受注者は、プレキャストコンクリ－ト板を使用するコンクリ－トブロック張りにおいて、 末端部及び曲線部等で間隙が生じる場合には半ブロックを用いるものとし、半ブロックの 設置が難しい場合はコンクリ－ト等を用いなければならない。また、縦継目はブロック相 互の目地が通らないように施工しなければならない。   10101010．施工時の．施工時の．施工時の．施工時の注注注注意意意意        受注者は、プレキャストコンクリ－ト板を使用するコンクリ－トブロック張りにおいて、 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   ブロックの目地詰めには、空隙を生じないように目地材を充填し、表面を平滑に仕上げな ければならない。   11111111．施工計画書．施工計画書．施工計画書．施工計画書        受注者は、連節ブロックの連結材の接合方法について、あらかじめ施工計画書に記載し なければならない。  ２－５－４２－５－４２－５－４２－５－４    緑緑緑緑化ブ化ブ化ブ化ブロロロロック工ック工ック工ック工      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        受注者は、緑化ブロック基礎のコンクリ－トは設計図書設計図書設計図書設計図書に記載されている打継目地以外 には打継目地なしに一体となるように、打設しなければならない。 ２．２．２．２．緑緑緑緑化ブ化ブ化ブ化ブロロロロックックックック積積積積ののののかかかかみみみみ合わせ合わせ合わせ合わせ施工施工施工施工        受注者は、緑化ブロック積の施工にあたり、各ブロックのかみ合わせを確実に行わなけ    ればならない。   ３．３．３．３．緑緑緑緑化ブ化ブ化ブ化ブロロロロックックックック積積積積のののの裏裏裏裏込め施工込め施工込め施工込め施工        受注者は、緑化ブロック積の施工にあたり、緑化ブロックと地山の間に空隙が生じない    ように裏込めを行い、１段ごとに締固めなければならない。   ４．４．４．４．植栽植栽植栽植栽養生養生養生養生        受注者は、工事完成引渡しまでの間、緑化ブロックに植栽を行った植物が枯死しないよ    うに養生しなければならない。工事完成引渡しまでの間に植物が枯死した場合は、その原 因を調査し、監督職員に報告報告報告報告するとともに受注者の負担において再度施工しなければなら ない。  ２－５－５２－５－５２－５－５２－５－５    石積石積石積石積（（（（張張張張）工）工）工）工      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        受注者は、石積（張）工の基礎の施工にあたり、使用する石のうち大きな石を根石とす るなど、安定性を損なわないように据付けなければならない。   ２．２．２．２．石積石積石積石積（（（（張張張張）工の）工の）工の）工の基礎基礎基礎基礎        受注者は、石積（張）工の施工に先立って、砕石、割ぐり石またはクラッシャランを敷 均し、締固めを行わなければならない。   ３．３．３．３．裏裏裏裏込めコンクリ－ト込めコンクリ－ト込めコンクリ－ト込めコンクリ－ト        受注者は、石積工の施工における裏込めコンクリ－トは、設計図書設計図書設計図書設計図書に示す厚さを背面に 確保するために、裏型枠を設けて打設しなければならない。ただし、コンクリ－ト打設し た後に、裏型枠を抜き取り、隙間を埋めておくものとする。なお、これにより難い場合は 設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議しなければならない。  
第６節第６節第６節第６節    一般舗装工一般舗装工一般舗装工一般舗装工     ２－６－１２－６－１２－６－１２－６－１    一般事項一般事項一般事項一般事項      １．適用工種１．適用工種１．適用工種１．適用工種        本節は、一般舗装工として舗装準備工、橋面防水工、アスファルト舗装工、半たわみ性    舗装工、排水性舗装工、透水性舗装工、グ－スアスファルト舗装工、コンクリ－ト舗装工、    薄層カラ－舗装工、ブロック舗装工、路面切削工、舗装打換え工、オ－バ－レイ工、アス    ファルト舗装補修工、コンクリ－ト舗装補修工その他これらに類する工種について定める。 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工     ２．２．２．２．下下下下層層層層路盤の路盤の路盤の路盤の築築築築造造造造工法工法工法工法        下層路盤の築造工法は、粒状路盤工法、セメント安定処理工法、及び石灰安定処理工法    を標準とするものとする。   ３．上３．上３．上３．上層層層層路盤の路盤の路盤の路盤の築築築築造造造造工法工法工法工法        上層路盤の築造工法は、粒度調整工法、セメント安定処理工法、石灰安定処理工法、瀝    青安定処理工法、セメント・瀝青安定処理工法を標準とするものとする。   ４．４．４．４．有有有有害物の害物の害物の害物の除除除除去去去去        受注者は、路盤の施工に先立って、路床面または下層路盤面の浮石、その他の有害物を    除去しなければならない。 ５．異常時の処置５．異常時の処置５．異常時の処置５．異常時の処置        受注者は、路床面または下層路盤面に異常を発見したときは、直ちに監督職員に連連連連絡絡絡絡し、 設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議しなければならない。  ２－６－２２－６－２２－６－２２－６－２    材料材料材料材料      １．適用規定１．適用規定１．適用規定１．適用規定        舗装工で使用する材料については、以下の各規定によらなければならない。舗装工で使 用する材料については、第３編２－６－３アスファルト舗装の材料、２－６－４コンクリ －ト舗装の材料の規定による。   ２．材料２．材料２．材料２．材料の品質の品質の品質の品質        舗装工で以下の材料を使用する場合の品質は、設計図書設計図書設計図書設計図書によらなければならない。    （１）半たわみ性舗装工で使用する浸透用セメントミルク及び混合物    （２）グ－スアスファルト混合物   ３．３．３．３．配合配合配合配合設計設計設計設計        受注者は、設計図書設計図書設計図書設計図書によりポ－ラスアスファルト混合物の配合設計を行わなければなら ない。また、配合設計によって決定したアスファルト量、添加材料については、監督職員 の承諾承諾承諾承諾を得なければならない。   ４．４．４．４．試験練試験練試験練試験練りりりり        受注者は、舗設に先だって決定した配合の混合物について、混合所で試験練りを行い、 設計図書設計図書設計図書設計図書に示す物性と照合し、異なる場合は、骨材粒度及びアスファルト量の修正を行    わなければならない。   ５．現場５．現場５．現場５．現場配合配合配合配合        受注者は、本条４項で修正した配合によって製造した混合物の最初の１日の舗設状況を 観察し、必要な場合には配合を修正し、監督職員の承諾承諾承諾承諾を得て現場配合を決定しなければ ならない。   ６．６．６．６．橋橋橋橋面防水面防水面防水面防水層層層層の品質規の品質規の品質規の品質規格格格格試験試験試験試験方方方方法法法法        橋面防水層の品質規格試験方法は、「「「「道路道路道路道路橋橋橋橋床床床床版版版版防水防水防水防水便便便便覧覧覧覧    第第第第４４４４章章章章４．２４．２４．２４．２照照照照査査査査」」」」（（（（日本日本日本日本道道道道    路協会、路協会、路協会、路協会、平平平平成成成成24242424年年年年３３３３月月月月））））の規定による。これにより難い場合は、監督職員の承諾承諾承諾承諾を得なけ ればならない。  ２－６－３２－６－３２－６－３２－６－３    アスアスアスアスフフフファァァァルルルルトトトト舗舗舗舗装装装装の材料の材料の材料の材料            １．使用材料の種類及び品質１．使用材料の種類及び品質１．使用材料の種類及び品質１．使用材料の種類及び品質        アスファルト舗装工に使用する材料について、以下は設計図書設計図書設計図書設計図書によらなければならない。     （１）粒状路盤材、粒度調整路盤材、セメント安定処理に使用するセメント、石灰安定 処理に使用する石灰、加熱アスファルト安定処理・セメント安定処理・石灰安定 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   処理に使用する骨材、加熱アスファルト安定処理に使用するアスファルト、表層・ 基層に使用するアスファルト及びアスファルト混合物の種類    （２）セメント安定処理・石灰安定処理・加熱アスファルト安定処理に使用する骨材 の最大粒径と品質     （３）粒度調整路盤材の最大粒径     （４）石粉以外のフィラ－の品質 ２．事２．事２．事２．事前前前前審審審審査認定書査認定書査認定書査認定書        受注者は、アスファルト混合物事前審査委員会の事前審査で認定された加熱アスファル ト混合物を使用する場合は、事前に認定書（認定証、混合物総括表） の写しを監督職員に 提出提出提出提出するものとし、アスファルト混合物及び混合物の材料に関する品質証明、試験成績表 の提出提出提出提出及び試験練りは省略できる。        なお、上記以外の場合においては、以下による。   ３．３．３．３．試験試験試験試験結結結結果の提出果の提出果の提出果の提出        受注者は、以下の材料の試験結果を、工事に使用する前に監督職員に提出提出提出提出しなければな    らない。ただし、これまでに使用実績があるものを用いる場合には、その試験成績表を監    督職員が承諾承諾承諾承諾した場合には、受注者は、試験結果の提出提出提出提出を省略する事ができる。     （１）粒状路盤材及び粒度調整路盤材     （２）セメント安定処理、石灰安定処理、加熱アスファルト安定処理、基層及び表層に 使用する骨材     （３）加熱アスファルト安定処理、基層及び表層に使用するアスファルトコンクリ－ト 再生骨材   ４．４．４．４．試験試験試験試験成成成成績績績績書の提出書の提出書の提出書の提出        受注者は、使用する以下の材料の試験成績書を工事に使用する前に監督職員に提出提出提出提出しな    ければならない。     （１）セメント安定処理に使用するセメント     （２）石灰安定処理に使用する石灰   ５．品質証明資料の提出５．品質証明資料の提出５．品質証明資料の提出５．品質証明資料の提出        受注者は、使用する以下の材料の品質を証明する資料を工事に使用する前に監督職員に    提出提出提出提出しなければならない。     （１）加熱アスファルト安定処理、基層及び表層に使用するアスファルト     （２）再生用添加剤     （３）プライムコ－ト及びタックコ－トに使用する瀝青材料        なお、製造後60日を経過した材料は、品質が規格に適合するかどうかを確認確認確認確認する ものとする。   ６．６．６．６．小小小小規規規規模模模模工事の工事の工事の工事の試験試験試験試験成成成成績績績績書書書書        受注者は、小規模工事（総使用量500ｔ未満あるいは施工面積2,000m2未満）においては、 使用実績のある以下の材料の試験成績書の提出提出提出提出によって、試験結果の提出提出提出提出に代えることが できる。     （１）粒状路盤材及び粒度調整路盤材     （２）セメント安定処理、石灰安定処理に使用する骨材   ７．７．７．７．小小小小規規規規模模模模工事の工事の工事の工事の骨骨骨骨材材材材試験試験試験試験        受注者は、小規模工事（総使用量500ｔ未満あるいは施工面積2,000m2未満）においては、 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   これまでの実績（過去１年以内にプラントから生産され使用した）または定期試験結果の 提出提出提出提出により、以下の骨材の骨材試験を省略することができる。        （１）加熱アスファルト安定処理に使用する骨材     （２）基層及び表層に使用する骨材   ８．８．８．８．下下下下層層層層路盤の材料規路盤の材料規路盤の材料規路盤の材料規格格格格        下層路盤に使用する粒状路盤材は、以下の規格に適合するものとする。     （１）下層路盤に使用する粒状路盤材は、粘土塊、有機物、ごみ等を有害量含まず、表 ２－16の規格に適合するものとする。   表２－表２－表２－表２－11116666    下下下下層層層層路盤の品質規路盤の品質規路盤の品質規路盤の品質規格格格格    

［注1］特に指示指示指示指示されない限り最大乾燥密度の95%に相当するCBRを修正CBRとする。 ［注2］鉄鋼スラグにはPIは適用しない。 ［注3］アスファルトコンクリ－ト再生骨材を含む再生クラッシャランを用いる場合で、上層路盤、基層、 表層の合計厚が次に示す数値より小さい場合は、修正CBRの規格値の値は［ ］内の数値を適用す る。  なお40℃でCBR試験を行う場合は20%以上としてよい。 北海道地方─────20cm 東北地方──────30cm その他の地域────40cm ［注4］再生クラッシャランに用いるセメントコンクリ－ト再生骨材は、すりへり減量が50％以下とする ものとする。 ［注5］鉄鋼スラグのうち、高炉徐冷スラグにおいては、呈色判定試験を行い合格したもの、また製鋼ス ラグにおいては、６ヶ月以上養生した後の水浸膨張比が規定値以下のものでなければならない。 ただし、電気炉スラグを３ケ月以上通常エ－ジングしたあとの水浸膨張比が0．6％以下となる場 合及び製鋼スラグを促進エ－ジングした場合は、施工実績などを参考にし、膨張性が安定したこ とを確認確認確認確認してエ－ジング期間を短縮することができる。    

工 法 種 別 試験項目 試験方法 規格値 
粒状路盤 

クラッシャラン  砂利、砂  再生クラッシャラン等  PI 舗装調査・試験法  便覧 F005 ※６以下 修正CBR（%） 舗装調査・試験法  便覧 E001 ※20以上  ［30以上］ 高炉徐冷スラグ 呈色判定試験 舗装調査・試験法  便覧 E002 呈色なし 製鋼スラグ 水浸膨張比  （%） 舗装調査・試験法  便覧 E004 1．5以下 エ－ジング期間 － ６ヵ月以上 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   ９．上９．上９．上９．上層層層層路盤の材料規路盤の材料規路盤の材料規路盤の材料規格格格格        上層路盤に使用する粒度調整路盤材は以下の規格に適合するものとする。     （１）粒度調整路盤材は、粒度調整砕石、再生粒度調整砕石、粒度調整鉄鋼スラグ、水 硬性粒度調整鉄鋼スラグ、または、砕石、クラッシャラン、鉄鋼スラグ、砂、スク －ニングス等を本項（２）に示す粒度範囲に入るように混合したものとする。        これらの粒度調整路盤材は、細長いあるいは偏平な石片、粘土塊、有機物ごみ、 その他を有害量含まず、表２－17、表２－18、表２－19の規格に適合するものとす る。  表２－表２－表２－表２－11117777    上上上上層層層層路盤の品質規路盤の品質規路盤の品質規路盤の品質規格格格格    

［注1］調整路盤に用いる破砕分級されたセメントコンクリ－ト再生骨材は、すり へり減量が50%以下とするものとする。 ［注2］アスファルトコンクリ－ト再生骨材を含む再生粒度調整砕石の修正CBRは、 ［ ］内の数値を適用する。 ただし、40℃でCBR試験を行った場合は80以上 とする。 表２－表２－表２－表２－11118888    上上上上層層層層路盤の品質規路盤の品質規路盤の品質規路盤の品質規格格格格    

 

種 別 試験項目 試験方法 規格値 粒 度 調 整 砕 石 PI 舗装調査・試験法  便覧 F005  4以下 修正CBR（％） 舗装調査・試験法  便覧 E001  80以上 
再生粒度調整砕石 PI 舗装調査・試験法  便覧 F005  4以下  安定性損失  率20%以下  修正CBR（％） 舗装調査・試験法  便覧 E001  80以上  ［90以上］  

種 別 試験項目 試験方法 規格値 
粒度調整鉄鋼スラグ 

呈色判定試験 舗装調査・試験法  便覧 E002 呈色なし 水浸膨張比（％） 舗装調査・試験法  便覧 E004 1．5以下 エ－ジング期間 － 6ヵ月以上 一軸圧縮強さ  （MPa） 舗装調査・試験法  便覧 E013 － 修正CBR  （％） 舗装調査・試験法  便覧 E001 80以上 単位容積質量  （kg／l） 舗装調査・試験法  便覧 A023 1．5以上 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   表２－表２－表２－表２－11119999    上上上上層層層層路盤の品質規路盤の品質規路盤の品質規路盤の品質規格格格格    

［注］表２－17、表２－18に示す鉄鋼スラグ路盤材の品質規格は、修正CBR、一軸圧縮さ 及び単位容積質量については高炉徐冷スラグ及び製鋼スラグ、呈色判定については 高炉スラグ、水浸膨張比及びエ－ジング期間については製鋼スラグにそれぞれ適用 する。 ただし、電気炉スラグを３ヶ月以上通常エ－ジングした後の水浸膨張比が0．6%以 下となる場合及び鋼製スラグを促進エ－ジングした場合は、施工実績などを参考に し、膨張性が安定したことを十分確認確認確認確認してエ－ジング期間を短縮することができる。  （２）粒度調整路盤材の粒度範囲は、表２－20の規格に適合するものとする。  表２－表２－表２－表２－20 20 20 20 粒粒粒粒度調整度調整度調整度調整路盤材の路盤材の路盤材の路盤材の粒粒粒粒度度度度範囲範囲範囲範囲                10101010．上．上．上．上層層層層路盤の路盤の路盤の路盤の石油石油石油石油アスアスアスアスフフフファァァァルルルルトの規トの規トの規トの規格格格格        上層路盤に使用する加熱アスファルト安定処理の舗装用石油アスファルトは、第２編２    －３－６安定材の舗装用石油アスファルトの規格のうち、100～120を除く40 ～60、60～80及び80～100の規格に適合するものとする。   11111111．アス．アス．アス．アスフフフファァァァルルルルト安定処理の材料規ト安定処理の材料規ト安定処理の材料規ト安定処理の材料規格格格格        加熱アスファルト安定処理に使用する製鋼スラグ及びアスファルトコンクリ－ト再生骨    材は表２－21、表２－22の規格に適合するものとする。 

種 別 試験項目 試験方法 規格値 
水硬性粒度調整  鉄鋼スラグ  

呈色判定試験 舗装調査・試験法  便覧 E002  呈色なし 水浸膨張比（%） 舗装調査・試験法  便覧 E004  1．5以下 エ－ジング期間 － 6ヵ月以上 一軸圧縮強さ  ［14日］  （MPa） 舗装調査・試験法  便覧 E013  1．2以上 修正CBR  （％）  舗装調査・試験法  便覧 E001  80以上 単位容積質量  （kg／l）  舗装調査・試験法  便覧 A023  1．5以上 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工             表２－表２－表２－表２－21 21 21 21 鉄鉄鉄鉄鋼ス鋼ス鋼ス鋼スラグラグラグラグの品質規の品質規の品質規の品質規格格格格    
［注］水浸膨張比の規格は、３ヵ月以上通常エ－ジングした後の製鋼スラグに適用する。また、 試験方法は舗装調査・試験法便覧 B014を参照する。  表２－表２－表２－表２－22 22 22 22 アスアスアスアスフフフファァァァルルルルトコンクリ－ト再トコンクリ－ト再トコンクリ－ト再トコンクリ－ト再生生生生骨骨骨骨材の品質材の品質材の品質材の品質    
［注1］アスファルトコンクリ－ト再生骨材中に含まれるアスファルトを旧アスファルト、新た に用いる舗装用石油アスファルトを新アスファルトと称する。 ［注2］アスファルトコンクリ－ト再生骨材は、通常20～30mm、13～5mm、5～0mmの3種類の粒度 や20～13mm、13～0mmの2種類の粒度にふるい分けられるが、本表に示される規格は、13～ 0mmの粒度区分のものに適用する。 ［注3］アスファルトコンクリ－ト再生骨材の13mm以下が２種類にふるい分けられている場合に は、再生骨材の製造時における各粒度区分の比率に応じて合成した試料で試験するか、別 々に試験して合成比率に応じて計算により13～0mm相当分を求めてもよい。また、13～0mm あるいは13～5mm、5～0mm以外でふるい分けられている場合には、ふるい分け前の全試料か ら13～0mmをふるい取ってこれを対象に試験を行う。 ［注4］アスファルトコンクリ－ト再生骨材中の旧アスファルト含有量及び75μmを通過する量は、 アスファルトコンクリ－ト再生骨材の乾燥質量に対する百分率で表す。 ［注5］骨材の微粒分量試験は JIS A 1103（骨材の微粒分量試験方法）により求める。 ［注6］アスファルト混合物層の切削材は、その品質が本表に適合するものであれば再生加熱アス ファルト混合物に利用できる。 ただし、切削材は粒度がばらつきやすいので他のアスファ ルトコンクリ－ト発生材を調整して使用することが望ましい。 ［注7］旧アスファルトの性状は、針入度または、圧列係数のどちらかが基準を満足すればよい。    12121212．使用する水．使用する水．使用する水．使用する水        受注者は、セメント及び石灰安定処理に用いる水に油、酸、強いアルカリ、有機物等を 有害含有量を含んでいない清浄なものを使用しなければならない。   13131313．再．再．再．再生生生生アスアスアスアスフフフファァァァルルルルトの規トの規トの規トの規格格格格        アスファルト舗装の基層及び表層に再生アスファルトを使用する場合は、第２編２－３ －６安定材に示す40～60、60～80及び80～100の規格に適合するものとする。   14141414．適用規定（再．適用規定（再．適用規定（再．適用規定（再生生生生アスアスアスアスフフフファァァァルルルルト（１））ト（１））ト（１））ト（１））        受注者は、アスファルト舗装の基層及び表層に再生アスファルトを使用する場合、以下 の各規定に従わなければならない。     （１）受注者は、アスファルト舗装の基層及び表層に再生アスファルトを使用する場合、 

材 料 名 呼び名 表乾密度  （g/cm3） 吸水率  （％） すりへり減量 （％） 水 浸  膨張比（％） クラッシャラン  製鋼スラグ ＣＳＳ － － 50以下 2．0以下 単粒度製鋼スラグ ＳＳ 2．45以上 3．0以下 30以下 2．0以下 
旧アスファルトの含有量         ％ 3．8以上 旧アスファルトの性状 針入度 ｌ/10mm 20以上 圧裂係数 MPa/mm 1．70以下 骨材の微粒分量          ％ 5以下 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工        プラントで使用する再生用添加剤の種類については、工事に使用する前に監督職員 の承諾承諾承諾承諾を得なければならない。     （２）再生加熱アスファルト混合物の再生用添加剤は、アスファルト系または、石油潤 滑油系とする。 11115555．適用規．適用規．適用規．適用規格格格格    （再（再（再（再生生生生アスアスアスアスフフフファァァァルルルルト（２））ト（２））ト（２））ト（２））        再生アスファルト混合物及び材料の規格は、舗装再生便覧による。   11116666．．．．剥剥剥剥離離離離防止対策防止対策防止対策防止対策        剥離防止対策     （１）フィラ－の一部に消石灰やセメントを用いる場合は、その使用量は、アスファル ト混合物全質量に対して１～３％を標準とする。     （２）剥離防止剤を用いる場合は、その使用量は、アスファルト全質量に対して0．3％ 以上とする。   11117777．．．．基基基基層層層層及び表及び表及び表及び表層層層層に使用するに使用するに使用するに使用する骨骨骨骨材材材材        アスファルト舗装の基層及び表層に使用する骨材は、砕石、玉砕、砂利、製鋼スラグ、    砂及び再生骨材とするものとする。   11118888．．．．基基基基層層層層及び及び及び及び表表表表層層層層に使用するに使用するに使用するに使用する細骨細骨細骨細骨材材材材        アスファルト舗装の基層及び表層に使用する細骨材は、天然砂、スクリ－ニングス、高    炉水砕スラグ、クリンカ－アッシュ、またはそれらを混合したものとする。   11119999．．．．基基基基層層層層及び表及び表及び表及び表層層層層に使用するに使用するに使用するに使用するフィラフィラフィラフィラ－－－－        アスファルト舗装の基層及び表層に使用するフィラ－は、石灰岩やその他の岩石を粉砕    した石粉、消石灰、セメント、回収ダスト及びフライアッシュ等とするものとする。   20202020．適用規定．適用規定．適用規定．適用規定    （（（（加加加加熱熱熱熱アスアスアスアスフフフファァァァルルルルト）ト）ト）ト）        アスファルト舗装の基層及び表層に使用する加熱アスファルト混合物は、以下の各規定    に従わなければならない。    （１）アスファルト舗装の基層及び表層に使用する加熱アスファルト混合物は、表２－ 23、２－24の規格に適合するものとする。    （２）密粒度アスファルト混合物の骨材の最大粒径は車道部20mm、歩道部及び車道部の すりつけ舗装は20mmまたは13mmとする。     （３）アスカ－ブの材料については設計図書設計図書設計図書設計図書によらなければならない。   21212121．．．．ママママ－シ－シ－シ－シャルャルャルャル安定安定安定安定度度度度試験試験試験試験        表２－23、２－24に示す種類以外の混合物のマ－シャル安定度試験の基準値及び粒度範    囲は、設計図書設計図書設計図書設計図書によらなければならない。 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   表２－表２－表２－表２－23 23 23 23 ママママ－シ－シ－シ－シャルャルャルャル安定安定安定安定度度度度試験試験試験試験基基基基準準準準値値値値                      ［注1］T：舗装計画交通量（台／日・方向） ［注2］積雪寒冷地域の場合や、1,000≦T＜3,000であっても流動によるわだち掘れの恐れが少 ないところでは突き固め回数を50回とする。 ［注3］（ ）内は、1,000≦Tで突固め回数を75回とする場合の基準値を示す。 ［注4］水の影響を受けやすいと思われる混合物またはそのような箇所に舗設される混合物は、 次式で求めた残留安定度75％以上が望ましい。 残留安定度（％）＝（60℃、48時間水浸後の安定度（kN）／安定度（kN））×100 ［注5］開粒度アスファルト混合物を、歩道の透水性舗装の表層として用いる場合、一般に突固 め回数を50回とする。  表２－表２－表２－表２－24 24 24 24 アスアスアスアスフフフファァァァルルルルトトトト混混混混合合合合物の種類物の種類物の種類物の種類とととと粒粒粒粒度度度度範囲範囲範囲範囲                           22222222．．．．プライムプライムプライムプライムコ－ト用コ－ト用コ－ト用コ－ト用石油石油石油石油アスアスアスアスフフフファァァァルルルルトトトト乳乳乳乳剤剤剤剤        プライムコ－トで使用する石油アスファルト乳剤は、設計図書設計図書設計図書設計図書に示す場合を除き、    JIS K 2208（石油アスファルト乳剤）のＰＫ－３の規格に適合するものとする。 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工     23232323．タックコ－ト用．タックコ－ト用．タックコ－ト用．タックコ－ト用石油石油石油石油アスアスアスアスフフフファァァァルルルルトトトト乳乳乳乳剤剤剤剤        タックコ－トで使用する石油アスファルト乳剤は、設計図書設計図書設計図書設計図書に示す場合を除き、JIS K  2208（石油アスファルト乳剤）のＰＫ－４の規格に適合するものとする。  ２－６－４２－６－４２－６－４２－６－４    コンクリ－トコンクリ－トコンクリ－トコンクリ－ト舗舗舗舗装装装装の材料の材料の材料の材料      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        コンクリ－ト舗装工で使用する材料について、以下は設計図書設計図書設計図書設計図書によるものとする。     （１）アスファルト中間層を施工する場合のアスファルト混合物の種類     （２）転圧コンクリ－ト舗装の使用材料   ２．適用規定２．適用規定２．適用規定２．適用規定        コンクリ－ト舗装工で使用する以下の材料等は、第３編２－６－３アスファルト舗装の 材料の規格に適合するものとする。     （１）上層・下層路盤の骨材     （２）セメント安定処理、石灰安定処理、加熱アスファルト安定処理に使用する材料及 び加熱アスファルト安定処理のアスファルト混合物   ３．コンクリ－トの３．コンクリ－トの３．コンクリ－トの３．コンクリ－トの強強強強度度度度        コンクリ－ト舗装工で使用するコンクリ－トの強度は、設計図書設計図書設計図書設計図書に示す場合を除き、材 齢28日において求めた曲げ強度で4．5MPaとするものとする。 ４．４．４．４．転圧転圧転圧転圧コンクリ－トコンクリ－トコンクリ－トコンクリ－ト舗舗舗舗装装装装        転圧コンクリ－ト舗装において、転圧コンクリ－ト版を直接表層に用いる場合のコンク    リ－トの設計基準曲げ強度は、設計図書設計図書設計図書設計図書に示す場合を除き、交通区分N3、N4及びN5におい ては4．5MPa、またN6においては５MPaとするものとする。  ２－６－５２－６－５２－６－５２－６－５    舗舗舗舗装装装装準備工準備工準備工準備工      １．一般事項１．一般事項１．一般事項１．一般事項        受注者は、アスファルト舗装工、コンクリ－ト舗装工の表層あるいは基層の施工に先立 って、上層路盤面の浮石、その他の有害物を除去し、清掃しなければならない。   ２．異常時の処置２．異常時の処置２．異常時の処置２．異常時の処置        受注者は、アスファルト舗装工、コンクリ－ト舗装工の表層及び基層の施工に先立って 上層路盤面または基層面の異常を発見したときは、直ちに監督職員に連絡し、設計図書設計図書設計図書設計図書に 関して監督職員と協議協議協議協議しなければならない。 ３．防水３．防水３．防水３．防水層層層層施工の施工の施工の施工の禁禁禁禁止期間止期間止期間止期間        受注者は降雨直後及びコンクリ－ト打設２週間以内は防水層の施工を行ってはならない。 また、防水層は気温５℃以下で施工してはならない。  ２－６－６２－６－６２－６－６２－６－６    橋橋橋橋面防水工面防水工面防水工面防水工      １．適用規定（１）１．適用規定（１）１．適用規定（１）１．適用規定（１）        橋面防水工に加熱アスファルト混合物を用いて施工する場合は、第３編２－６－７アス ファルト舗装工の規定によるものとする。   ２．適用規定（２）２．適用規定（２）２．適用規定（２）２．適用規定（２）        橋面防水工にグ－スアスファルト混合物を用いて施工する場合は、第３編２－６－11グ －スアスファルト舗装工の規定によるものとする。 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工     ３．３．３．３．特殊特殊特殊特殊な施工な施工な施工な施工方方方方法法法法        受注者は、橋面防水工に特殊な材料及び工法を用いて施工を行う場合の施工方法は、設設設設    計図書計図書計図書計図書によらなければならない。   ４．４．４．４．橋橋橋橋面防水工の施工面防水工の施工面防水工の施工面防水工の施工        受注者は、橋面防水工の施工にあたっては、「「「「道路道路道路道路橋橋橋橋床床床床版版版版防水防水防水防水便便便便覧覧覧覧    第第第第６６６６章章章章材料・施工材料・施工材料・施工材料・施工」」」」    （（（（日本日本日本日本道路協会、道路協会、道路協会、道路協会、平平平平成成成成24242424年年年年３３３３月月月月））））の規定及び第３編２－６－７アスファルト舗装工の規定 による。これにより難い場合は、監督職員の承諾承諾承諾承諾を得なければならない。   ５．５．５．５．滞滞滞滞水箇所の処置水箇所の処置水箇所の処置水箇所の処置        受注者は、橋面防水工の施工において、床版面に滞水箇所を発見したときは、速やかに 監督職員に連連連連絡絡絡絡し、排水設備の設置などについて、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議しな ければならない。  ２－６－７２－６－７２－６－７２－６－７    アスアスアスアスフフフファァァァルルルルトトトト舗舗舗舗装装装装工工工工            １．１．１．１．下下下下層層層層路盤の規定路盤の規定路盤の規定路盤の規定        受注者は、下層路盤の施工において以下の各規定に従わなければならない。     （１）受注者は、粒状路盤の敷均しにあたり、材料の分離に注意しながら、１層の仕上 がり厚さで20cmを超えないように均一に敷均さなければならない。     （２）受注者は、粒状路盤の締固めを行う場合、修正ＣＢＲ試験によって求めた最適含 水比付近の含水比で、締固めなければならない。 ただし、路床の状態、使用材料の性状等によりこれにより難い場合は、設計図書設計図書設計図書設計図書    に関して監督職員と協議協議協議協議しなければならない。   ２．上２．上２．上２．上層層層層路盤の規定路盤の規定路盤の規定路盤の規定        受注者は、上層路盤の施工において以下の各規定に従わなければならない。    （１）受注者は、各材料を均一に混合できる設備によって、承諾承諾承諾承諾を得た粒度及び締固め に適した含水比が得られるように混合しなければならない。     （２）受注者は、粒度調整路盤材の敷均しにあたり、材料の分離に注意し、一層の仕上 がり厚が15cm以下を標準とし、敷均さなければならない。ただし、締固めに振動ロ －ラを使用する場合には、仕上がり厚の上限を20cmとすることができる。     （３）受注者は、粒度調整路盤材の締固めを行う場合、修正ＣＢＲ試験によって求めた 最適含水比付近の含水比で締固めなければならない。 ３．３．３．３．セメセメセメセメント及びント及びント及びント及び石石石石灰灰灰灰安定処理の規定安定処理の規定安定処理の規定安定処理の規定        受注者は、路盤においてセメント及び石灰安定処理を行う場合に、以下の各規定に従わ なければならない。      （１）安定処理に使用するセメント量及び石灰量は、設計図書設計図書設計図書設計図書によらなければならない。 （２）受注者は、施工に先だって、「「「「舗舗舗舗装調装調装調装調査・査・査・査・試験試験試験試験法法法法便便便便覧覧覧覧」」」」（（（（日本日本日本日本道路協会、道路協会、道路協会、道路協会、平平平平成成成成11119999    年年年年６６６６月月月月））））に示される「「「「EEEE013 013 013 013 安定処理安定処理安定処理安定処理混混混混合合合合物の一物の一物の一物の一軸軸軸軸圧圧圧圧縮縮縮縮試験試験試験試験方方方方法法法法」」」」により一軸圧縮 試験を行い、使用するセメント量及び石灰量について監督職員の承諾承諾承諾承諾を得なければ ならない。        （３）セメント量及び石灰量決定の基準とする一軸圧縮強さは、設計図書設計図書設計図書設計図書に示す場合を       除き、表２－25の規格による。        ただし、これまでの実績がある場合で、設計図書設計図書設計図書設計図書に示すセメント量及び石灰量の 路盤材が、基準を満足することが明らかであり、監督職員が承諾承諾承諾承諾した場合には、一 軸圧縮試験を省略することができる。 



 179 

第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   表２－表２－表２－表２－22225555    安定処理路盤の品質規安定処理路盤の品質規安定処理路盤の品質規安定処理路盤の品質規格格格格    下層路盤 
上層路盤 
   （４）受注者は、「「「「舗舗舗舗装調装調装調装調査・査・査・査・試験試験試験試験法法法法便便便便覧覧覧覧」」」」    （（（（日本日本日本日本道路協会、道路協会、道路協会、道路協会、平平平平成成成成11119999年年年年６６６６月月月月））））に示され る「「「「FFFF000000007777突突突突固め固め固め固め試験試験試験試験方方方方法法法法」」」」によりセメント及び石灰安定処理路盤材の最大乾燥密度 を求め、監督職員の承諾承諾承諾承諾を得なければならない。        （５）受注者は、監督職員が承諾承諾承諾承諾した場合以外は、気温５℃以下のとき及び雨天時に、 施工を行ってはならない。     （６）受注者は、下層路盤の安定処理を施工する場合に、路床の整正を行った後、安定 処理をしようとする材料を均一な層状に整形し、その上に本項（２）～（５）によ り決定した配合量のセメントまたは石灰を均一に散布し、混合機械で１～２回空練 りした後、最適含水比付近の含水比になるよう水を加えながら混合しなければなら ない。     （７）受注者は、下層路盤の安定処理を行う場合に、敷均した安定処理路盤材を最適含 水比付近の含水比で、締固めなければならない。ただし、路床の状態、使用材料の 性状等によりこれにより難い場合は、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議しなければ ならない。 （８）受注者は、下層路盤の安定処理を行う場合に、締固め後の１層の仕上がり厚さが 30cmを超えないように均一に敷均さなければならない。     （９）受注者は、下層路盤のセメント安定処理を行う場合、締固めは、水を加え、混合 後２時間以内で完了するようにしなければならない。     （10）上層路盤の安定処理の混合方式は、設計図書設計図書設計図書設計図書によらなければならない。    （11）受注者は、上層路盤の安定処理を行う場合に、路盤材の分離を生じないよう敷均 し、締固めなければならない。     （12）受注者は、上層路盤の安定処理を行う場合に、１層の仕上がり厚さは、最小厚さ が最大粒径の３倍以上かつ10cm以上、最大厚さの上限は20cm以下でなければならな い。        ただし締固めに振動ロ－ラを使用する場合には、仕上がり厚の上限を30cmとす 

工 法 機 種 試験項目 試験方法 規格値 セメント  安定処理  － 一軸圧縮強さ  ［７日］  舗装調査・試験法  便覧E013  0．98MPa 石 灰  安定処理  － 一軸圧縮強さ  ［10日］  舗装調査・試験法  便覧E013  0．7MPa 工 法 機 種 試験項目 試験方法 規格値 セメント  安定処理  － 一軸圧縮強さ  ［７日］  舗装調査・試験法  便覧E013  2．9MPa 石 灰  安定処理 － 一軸圧縮強さ  ［10日］ 舗装調査・試験法  便覧E013 0．98MPa 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   ることができる。     （13）受注者は、上層路盤の安定処理を行う場合、セメント安定処理路盤の締固めは、 混合後２時間以内に完了するようにしなければならない。     （14）受注者は、一日の作業工程が終わったときは、道路中心線に直角に、かつ鉛直に、 横断施工目地を設けなければならない。また、横断方向の施工目地は、セメントを 用いた場合は施工端部を垂直に切り取り、石灰を用いた場合には前日の施工端部を 乱して、それぞれ新しい材料を打ち継ぐものとする。     （15）受注者は、セメント及び石灰安定処理路盤を２層以上に施工する場合の縦継目の 位置を１層仕上がり厚さの２倍以上、横継目の位置は、１ｍ以上ずらさなければな らない。     （16）受注者は、加熱アスファルト安定処理層、基層または表層と、セメント及び石灰 安定処理層の縦継目の位置を15cm以上、横継目の位置を１ｍ以上ずらさなければな らない。     （17）養生期間及び養生方法は、設計図書設計図書設計図書設計図書によるものとする。     （18）受注者は、セメント及び石灰安定処理路盤の養生を仕上げ作業完了後ただちに行 わなければならない。   ４．４．４．４．加加加加熱熱熱熱アスアスアスアスフフフファァァァルルルルト安定処理の規定ト安定処理の規定ト安定処理の規定ト安定処理の規定        受注者は、路盤において加熱アスファルト安定処理を行う場合に、以下の各規定による。    （１）加熱アスファルト安定処理路盤材は、表２－26に示すマ－シャル安定度試験基準 値に適合するものとする。供試体の突固め回数は両面各々50回とするものとする。  表２－表２－表２－表２－22226666    ママママ－シ－シ－シ－シャルャルャルャル安定安定安定安定度度度度試験試験試験試験基基基基準準準準値値値値    
［注］ 25mmを超える骨材部分は、同重量だけ25mm～13mmで置き換えてマ－ シャル安定度試験を行う。      （２）受注者は、加熱アスファルト安定処理路盤材の粒度及びアスファルト量の決定に あたっては、配合設計を行い、監督職員の承諾を得なければならない。ただし、こ れまでに実績（過去１年以内にプラントから生産され使用した）がある加熱アスフ ァルト安定処理路盤材を用いる場合には、これまでの実績（過去１年以内にプラン トから生産され使用した）または、定期試験による配合設計書を監督職員が承諾し た場合に限り、配合設計を省略することができる。     （３）受注者は、小規模な工事（総使用量500ｔ未満あるいは施工面積2,000m2未満） に おいては、これまでの実績（過去１年以内にプラントから生産され使用した）また は定期試験による試験結果の提出提出提出提出によって、配合設計を省略することができる。     （４）受注者は、加熱アスファルト安定処理路盤材の基準密度の決定にあたっては、監 督職員の承諾承諾承諾承諾を得た配合で、室内で配合された混合物から３個のマ－シャル供試体 を作製し、次式により求めたマ－シャル供試体の密度の平均値を基準密度としなけ ればならない。なお、マ－シャル供試体を作製にあたっては、25mmを超える骨材だ け25～13mmの骨材と置き換えるものとする。ただし、これまでに実績（過去一年以 

項   目 基 準 値 安定度kN 3．43以上 フロ－値 （1／100cm） 10～40 空げき率 （％） ３～12 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工   内にプラントから生産され使用した）や定期試験で基準密度が求められている場合 には、その試験結果を監督職員が承諾承諾承諾承諾した場合に限り、基準密度を省略することが できる。  乾燥供試体の空中質量 （ｇ） 密度（ｇ／ｃｍ3）=             ×常温の水の密度（ｇ／ｃｍ3） 表乾供試体の空中質量（ｇ）－供試体の水中質量（ｇ）   （５）受注者は、加熱アスファルト安定処理混合物の排出時の温度について監督職員の 承諾承諾承諾承諾を得なければならない。また、その変動は承諾承諾承諾承諾を得た温度に対して±25℃の範 囲内としなければならない。        （６）受注者は、加熱アスファルト安定処理混合物を貯蔵する場合、一時貯蔵ビンまた は加熱貯蔵サイロに貯蔵しなければならない。     （７）受注者は、劣化防止対策を施していない一時貯蔵ビンでは、12時間以上加熱アス ファルト安定処理混合物を貯蔵してはならない。     （８）受注者は、加熱アスファルト安定処理混合物を運搬する場合、清浄で平滑な荷台 を有するダンプトラックを使用し、ダンプトラックの荷台内面には、混合物の付着 を防止する油、または溶液を薄く塗布しなければならない。     （９）受注者は、加熱アスファルト安定処理混合物の運搬時の温度低下を防ぐために運 搬中はシ－ト類で覆わなければならない。     （10）受注者は、加熱アスファルト安定処理混合物の舗設作業を監督職員が承諾承諾承諾承諾した場 合を除き、気温が５℃以下のときに施工してはならない。また、雨が降り出した場 合、敷均し作業を中止し、すでに敷均した箇所の混合物を速やかに締固めて仕上げ を完了させなければならない。     （11）受注者は、加熱アスファルト安定処理混合物の敷均しにあたり、敷均し機械は施 工条件に合った機種のアスファルトフィニッシャを選定するものとする。また、プ ライムコ－トの散布は、本条５項（10）、（12）～（14）号による。 （12）受注者は、設計図書設計図書設計図書設計図書に示す場合を除き、加熱アスファルト安定処理混合物を敷均 したときの混合物の温度は110℃以上、また、１層の仕上がり厚さは10cm以下としな ければならない。ただし、混合物の種類によって敷均しが困難な場合は、設計図書設計図書設計図書設計図書    に関して監督職員と協議協議協議協議の上、混合物の温度を決定するものとする。     （13）機械仕上げが不可能な箇所は人力施工とする。     （14）受注者は、加熱アスファルト安定処理混合物の締固めにあたり、締固め機械は施 工条件に合ったロ－ラを選定しなければならない。     （15）受注者は、加熱アスファルト安定処理混合物を敷均した後、ロ－ラにより締固め なければならない。     （16）受注者は、加熱アスファルト安定処理混合物をロ－ラによる締固めが不可能な箇 所は、タンパ、プレ－ト、コテ等で締固めなければならない。     （17）受注者は、加熱アスファルト安定処理混合物の継目を締固めて密着させ平坦に仕 上げなければならない。すでに舗設した端部の締固めが不足している場合や、亀裂 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工    が多い場合は、その部分を切り取ってから隣接部を施工しなければならない。    （18）受注者は、縦継目、横継目及び構造物との接合面に瀝青材料を薄く塗布しなけれ ばならない。    （19）受注者は、表層と基層及び加熱アスファルト安定処理層の各層の縦継目の位置を 15cm以上、横継目の位置を１ｍ以上ずらさなければならない。     （20）受注者は、表層と基層及び加熱アスファルト安定処理層の縦継目は、車輪走行位 置の直下からずらして設置しなければならない。 なお、表層は原則としてレ－ンマ－クに合わせるものとする。   ５．５．５．５．基基基基層層層層及び表及び表及び表及び表層層層層の規定の規定の規定の規定        受注者は、基層及び表層の施工を行う場合に、以下の各規定に従わなければならない。     （１）受注者は、加熱アスファルト混合物の粒度及びアスファルト量の決定にあたって は、設計配合を行い監督職員の承諾承諾承諾承諾を得なければならない。        ただし、これまでに実績（過去１年以内にプラントから生産され使用した）があ る配合設計の場合には、これまでの実績または定期試験による配合設計書を監督職 員が承諾承諾承諾承諾した場合に限り、配合設計を省略することができる。     （２）受注者は、小規模な工事（総使用量500ｔ未満あるいは施工面積2,000m2未満）に おいては、これまでの実績（過去１年以内にプラントから生産され使用した）また は定期試験による配合設計書の提出提出提出提出によって配合設計を省略することができる。     （３）受注者は、舗設に先立って、（１）号で決定した場合の混合物について混合所で 試験練りを行わなければならない。試験練りの結果が表２－26に示す基礎値と照合 して基準値を満足しない場合には、骨材粒度またはアスファルト量の修正を行わな ければならない。ただし、これまでに製造実績のある混合物の場合には、これまで の実績（過去１年以内にプラントから生産され使用した）または定期試験による試 験練り結果報告書を監督職員が承諾承諾承諾承諾した場合に限り、試験練りを省略することがで きる。 （４）受注者は、小規模な工事（総使用量500ｔ未満あるいは施工面積2,000m2未満）に おいては、これまでの実績（過去１年以内にプラントから生産され使用した）また は定期試験による試験練り結果報告書の提出提出提出提出によって試験練りを省略することが できる。 （５）受注者は混合物最初の一日の舗設状況を観察し、必要な場合には配合を修正し、 監督職員の承諾承諾承諾承諾を得て最終的な配合（現場配合）を決定しなければならない。 （６）受注者は表層及び基層用の加熱アスファルト混合物の基準密度の決定にあたって は、（７）号に示す方法によって基準密度をもとめ、監督職員の承諾承諾承諾承諾を得なければ ならない。ただし、これまでの実績 （過去１年以内にプラントから生産され使用し た） や定期試験で基準密度が求められている場合には、それらの結果を監督職員が 承諾承諾承諾承諾した場合に限り、基準密度の試験を省略することができる。 （７）表層及び基層用の加熱アスファルトの基準密度は、監督職員の承諾承諾承諾承諾を得た現場配 
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第３編 土木工事共通編 第２章 一般施工  合により製造した最初の１～２日間の混合物から、午前・午後おのおの３個のマ－ シャル供試体を作成し、次式によ り求めたマ－シャル供試体の密度の平均値を基準 密度とする。   開開開開粒粒粒粒度度度度アスアスアスアスフフフファァァァルルルルトトトト混混混混合合合合物物物物以外以外以外以外の場の場の場の場合合合合  乾燥供試体の空中質量 （ｇ） 密度（ｇ／ｃｍ3）=                            ×常温の水の密度（ｇ／ｃｍ3）  表乾供試体の空中質量（ｇ）－供試体の水中質量（ｇ）  開開開開粒粒粒粒度度度度アスアスアスアスフフフファァァァルルルルトトトト混混混混合合合合物の場物の場物の場物の場合合合合     乾燥供試体の空中質量 （ｇ） 密度（ｇ／ｃｍ3）= 供試体の断面積（ｃｍ2） × ノギスを用いて計測した供試体の厚さ （ｃｍ）       （８）受注者は、小規模な工事（総使用量500ｔ未満あるいは施工面積2,000m2未満）に おいては、実績（過去１年以内にプラントから生産され使用した）や定期試験で得 られている基準密度の試験結果を提出提出提出提出することにより、基準密度の試験を省略する ことができる。     （９）混合所設備、混合作業、混合物の貯蔵、混合物の運搬及び舗設時の気候条件につ いては本条第４項（５）～（10）号による。     （10）受注者は、施工にあたってプライムコ－ト及びタックコ－トを施す面が乾燥して いることを確認確認確認確認するとともに、浮石、ごみ、その他の有害物を除去しなければなら ない。     （11）受注者は、路盤面及びタックコ－ト施工面に異常を発見したときは、直ちに監督 職員に連連連連絡絡絡絡し、設計図書設計図書設計図書設計図書に関して監督職員と協議協議協議協議しなければならない。    （12）アスファルト基層工及び表層工の施工にあたって、プライムコ－ト及びタックコ －トの使用量は、設計図書設計図書設計図書設計図書によるものとする。     （13）受注者は、プライムコ－ト及びタックコ－トの散布にあたって、縁石等の構造物 を汚さないようにしながら、アスファルトディストリビュ－タまたはエンジンスプ レ－ヤで均一に散布しなければならない。 （14）受注者は、プライムコ－トを施工後、交通に開放する場合は、瀝青材料の車輪へ の付着を防ぐため、粗目砂等を散布しなければならない。 交通によりプライムコ－ トがはく離した場合には、再度プライムコ－トを施工しなければならない。     （15）受注者は、散布したタックコ－トが安定するまで養生するとともに、上層のアス ファルト混合物を舗設するまでの間、良好な状態に維持しなければならない。     （16）混合物の敷均しは、本条４項（11）～（13）号によるものとする。ただし、設計設計設計設計    図書図書図書図書に示す場合を除き、一層の仕上がり厚は７㎝以下とするものとする。     （17）混合物の締固めは、本条４項（14）～（16）号によるものとする。     （18）継目の施工は、本条４項（17）～（20）号によるものとする。     （19）アスカ－ブの施工は、本条５項によるものとする。   ６．交通６．交通６．交通６．交通開開開開放放放放時の時の時の時の舗舗舗舗装装装装表面表面表面表面温度温度温度温度        受注者は、監督職員の指示指示指示指示による場合を除き、舗装表面温度が50℃以下になってから交 通開放を行わなければならない。 


